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はじめに 

 

「平成27年度 統計法施行状況報告」は、統計法（平成19年法律第53号。以下

「法」という。）第55条第２項の規定に基づき、平成27年度中の法の施行状況に

関し、各府省等の報告を総務省において取りまとめ、その概要を記述したもので

あり、インターネット等を通じて公表するとともに、統計委員会に報告するもの

である。 

なお、構成については、「本編」、「別編」及び「資料編」の３編構成とし、

各編の内容は以下のとおりである。 

 

本 編： 基本計画の推進状況、公的統計の作成状況、調査票情報等の利用及

び提供状況など、法の施行状況を条文ごとに概括したもの 

別 編： 基本計画に掲載された個々の施策の進捗状況について各府省の報告

を取りまとめたもの 

資料編： 「本編」に加え、法の施行状況を概観する上で参考となる資料を掲

載したもの 
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Ⅰ 基本計画 

 １ 基本計画 

 （１）基本計画に関する法施行状況報告 

    法第４条第１項において、政府は、公的統計の整備に関する施策の総合

的かつ計画的な推進を図るため、基本計画を定めなければならないと規定

されている｡ 
    この基本計画については、法第４条第６項において、統計をめぐる社会

経済情勢の変化を勘案し、及び公的統計の整備に関する施策の効果に関す

る評価を踏まえ、おおむね５年ごとに変更することが定められているが、

この「効果に関する評価」は、法第55条の規定に基づく総務大臣による法

施行状況報告に対する統計委員会の審議によって実施される。このため、

総務大臣は、毎年度、法施行状況報告を取りまとめ、公表するとともに、

統計委員会へ報告することとされている。 
    第Ⅰ期基本計画（計画期間：平成21年度から25年度まで）は、平成21年

３月に閣議決定されたが、その後、毎年度の法施行状況報告による評価を

経て、第Ⅰ期基本計画を変更した計画として、第Ⅱ期基本計画（計画期

間：平成26年度から30年度まで）が、26年３月に閣議決定された。 

 

 
 （２）第Ⅱ期基本計画の概要 

    第Ⅱ期基本計画（以下の記述において、単に「基本計画」という場合は、

第Ⅱ期基本計画を指す。）は、公的統計の整備に関する基本的な方針や取

組の方向性、継続的な取組事項等を示した「本文」と、平成26年度からお

おむね５年間に各府省が講ずべき具体的な措置、方策、実施時期等を定め

た「別表」で構成されており、別表には、国民経済計算の整備などの「公

的統計の整備に関する事項」とオンライン調査の推進などの「公的統計の

整備に必要な事項」が計107事項掲載されている。 
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    別表記載の107事項を、取組の着手期限で分別すると、平成26年度を着

手期限とする事項が57事項、27年度を着手期限とする事項が21事項、28年

度以降を着手期限とする事項（期限未定のものを含む。）が29事項となっ

ている。 

 

 ２ 取組状況 

 （１）全体の状況 

    基本計画別表に掲げられた107事項について、各府省から報告された平

成27年度の取組状況をみると、各府省は、平成27年度末までに100事項

（93.5％）について、基本計画が求めている措置を講ずるための取組に着

手している。 

    また、これら107事項の着手期限別の取組状況は、表１のとおりであり、

平成26年度及び27年度を着手期限とする事項は全て着手済みであるほか、

28年度以降を着手期限とする事項についても、75.9％が着手済みとなって

いるなど、順次取組が進んでいる状況である。 

    なお、107事項のうち、平成26年度末までに取組を終えなければならな

い６事項及び27年度末までに取組を終えなければならない16事項について

は、27年度末時点で全て取組を終えている（注）。 
注) 平成26年度を取組完了期限とする６事項のうち１事項は、同年度末時点では継続実施であり、平成27年度

末時点で取組を終えた。 

なお、平成27年度を取組完了期限とする16事項の中には、一事項の中で取組完了の期限が複数設定されて

いるもの（例：○○は平成27年度末までに実施し、××は平成28年度末までに実施する。）も含む。 

 

表１ 着手期限別取組状況（平成27年度末時点） 

 該当 

事項数(A) 

着手済 

事項数(B) 

着手率 

(B/A) 

平成26年度を着手期限とす

る事項 
57 57 100.0％ 

平成27年度を着手期限とす

る事項 
21 21 100.0％ 

平成28年度以降を着手期限

とする事項等 
29 22 75.9％ 

合 計 107 100 93.5％ 

注）「平成26年度を着手期限とする事項」とは、基本計画別表に記載された実施時期が、「平成26年度末までに実

施」や「平成26年度から実施」などとされている事項のほか、「平成27年調査の企画時期までに結論を得る」

などとされている事項を指す。 

  「平成27年度を着手期限とする事項」及び「平成28年度以降を着手期限とする事項等」も同様の整理であるが、

後者については、期限が明確に定められていない事項を含む。 
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 （２）平成27年度の主な取組実績 

    基本計画別表記載事項に関する各府省の個別の取組実績のうち、主なも

のは、表２のとおりである。 

    なお、平成27年度における全事項の取組実績については、別編「基本計

画 事項別推進状況」を参照のこと｡ 

 

表２ 平成27年度における各府省の主な取組実績 

基本計画の概要 主な取組実績 

【産業関連統計の体系的整備】 

◇ 経済センサス‐活動調査につい

て、報告者の負担軽減を含めた調査

計画の見直しを行う。 

 

 

◇ 母集団情報の整備のための統計調

査の在り方について、事業所母集団

データベースの整備状況を踏まえ検

討する。 

 

⇒ 平成28年経済センサス‐活動調査について、実施

時期を６月にすることや個人経営者向けに簡素化し

た調査票の作成等を含む新たな調査計画案を策定

し、統計委員会の審議を経て、平成27年７月に総務

大臣の承認を得た。         ＜総務省＞ 

⇒ 母集団情報の整備のための統計調査である経済セ

ンサス‐基礎調査の在り方について、今後、企業構

造・活動状況及び事業所の開業・廃業状況を経常的

に把握していく方法に変更する等の方針を取りまと

めた。               ＜総務省＞ 

【建設・不動産に関する統計の整備】 

◇ 建築物リフォーム・リニューアル

調査について、建設総合統計及び国

民経済計算へ反映することを目的と

した投資額の把握と、住宅施策等の

適切な推進に寄与するための工事内

容ごとの投資額等の把握を図る。 

 

⇒ 建築物リフォーム・リニューアル調査について、

建設総合統計等へ反映するため、改装・改修工事

（建設投資部分）と維持・修理工事（消費部分）に

項目を分けて投資額の把握を行う等の見直しを行っ

た。              ＜国土交通省＞ 

【人口・社会、労働関連統計の整備】 

◇ 学校教育から就業へのライフコー

スを的確に捉える統計（縦断調査）

の実施について、既存調査との連携

も含めて、実現に向けて検討する。 

 

⇒ 現在厚生労働省が実施している21世紀出生児縦断

調査のうち、平成13年出生児に係る縦断調査を文部

科学省が実施主体（厚生労働省と共管）となって、

平成29年１月から実施することとした。 

＜文部科学省＞ 

【調査票情報等の提供及び活用】 

◇ オーダーメード集計については、

利用条件を緩和する方向で検討を進

める。 

 

 

 

⇒ オーダーメード集計の利用条件の緩和について

は、企業の研究利用の促進を図りつつ、利用目的や

公表義務など利用者にある程度の制約を課す方向で

見直しを行うこととし、ガイドライン、省令等の改

正を行った（平成28年４月１日施行）。＜総務省＞ 
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Ⅱ 公的統計の作成 

１ 基幹統計 

（１）基幹統計の指定、変更等の状況 

法第２条第４項の規定では、国の行政機関が作成する統計のうち、 

・ 国勢統計（国勢調査により作成される統計） 

・ 国民経済計算 

・ 政策上特に重要な統計、民間で広く利用されると見込まれる統計又は

国際条約等において作成が求められている統計等として、総務大臣が指

定した統計 

を基幹統計としており、平成27年度末現在において、基幹統計の総数は、

55統計となっている（表３参照）。 

 

表３ 基幹統計一覧 （平成27年度末現在） 
内閣府＜１統計＞ 農林水産省＜７統計＞ 

  国民経済計算   農林業構造統計 

総務省＜11統計＞   牛乳乳製品統計 

  国勢統計   作物統計 

  住宅・土地統計   海面漁業生産統計 

  労働力統計   漁業構造統計 

  小売物価統計   木材統計 

  家計統計   農業経営統計 

  個人企業経済統計 経済産業省＜10統計＞ 

  科学技術研究統計   工業統計 

  地方公務員給与実態統計   経済産業省生産動態統計 

  就業構造基本統計   商業統計 

  全国消費実態統計   ガス事業生産動態統計 

  社会生活基本統計   石油製品需給動態統計 

財務省＜２統計＞   商業動態統計 

  法人企業統計   特定サービス産業実態統計 

  民間給与実態統計   経済産業省特定業種石油等消費統計 

文部科学省＜４統計＞   経済産業省企業活動基本統計 

  学校基本統計   鉱工業指数 

  学校保健統計 国土交通省＜９統計＞ 

  学校教員統計   港湾統計 

  社会教育統計   造船造機統計 

厚生労働省＜９統計＞   建築着工統計 

  人口動態統計   鉄道車両等生産動態統計 

  毎月勤労統計   建設工事統計 

  薬事工業生産動態統計   船員労働統計 

  医療施設統計   自動車輸送統計 

  患者統計   内航船舶輸送統計 

  賃金構造基本統計   法人土地・建物基本統計 

  国民生活基礎統計 総務省及び経済産業省＜１統計＞ 

  生命表   経済構造統計 

  社会保障費用統計 内閣府、金融庁、総務省、財務省、文部科学省、厚生労
働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省及び環境省
＜１統計＞ 

   産業連関表 

＜合計 55統計（平成26年度末 55統計）＞ 

 

法第７条においては、基幹統計の指定をしようとするとき又は指定の変

更若しくは解除しようとするときは、統計委員会の意見を聴かなければな
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らないと規定されており、平成27年度の統計委員会における諮問・答申の

実績は、資料８（P90参照）のとおりである。 

また、平成27年度に、同条第２項の規定に基づく基幹統計の指定又は同

条第３項の規定に基づく指定の変更若しくは解除を行ったものはない。 

 

（２）法定の基幹統計の状況 

① 国勢統計 

法第５条第２項において、総務大臣は、国勢調査を10年ごとに行い、

国勢統計を作成しなければならないと規定されている。ただし、当該国

勢調査を行った年から５年目に当たる年には簡易な方法による国勢調査

を実施し、国勢統計を作成することとされている。 

平成27年度に、総務省は、27年10月１日を基準日として国勢調査を

実施し、28年２月26日に「人口速報集計（要計表による人口集計）結果」

を公表した。 

 

② 国民経済計算 

法第６条第１項において、内閣総理大臣は、国際連合の定める国民

経済計算の体系に関する基準に準拠し、国民経済計算の作成基準を定め、

これに基づき、毎年少なくとも一回、国民経済計算を作成しなければな

らないと規定されている。 

また、同条第２項では、作成基準を定めようとするとき又は変更し

ようとするときは、あらかじめ、統計委員会の意見を聴かなければなら

ないと規定され、同条第３項では、作成基準を定めたとき又は変更した

ときは、これを公示しなければならないと規定されている。 

平成27年度に、内閣府は、「平成26年度国民経済計算確報」を作

成・公表するとともに、四半期１次速報及び２次速報をそれぞれ４回、

作成・公表した。 

 

（３）基幹統計調査の実施又は変更等の承認状況 

法第２条第５項では、国の行政機関、地方公共団体又は独立行政法人等

が統計の作成を目的として個人又は法人その他の団体に対し事実の報告を

求めることにより行う調査を統計調査と定義し、同条第６項では、基幹統

計の作成を目的とする統計調査を基幹統計調査と定義している。 

また、法第９条又は第11条では、国の行政機関の長は、基幹統計調査を

実施する場合又は基幹統計調査を変更し、若しくは中止する場合は、あら

かじめ、総務大臣の承認を受けなければならないとされており、総務大臣

は、承認の申請があったときは、統計委員会が軽微な事項と認めるもの

（資料25（P114）参照）を除き、同委員会の意見を聴かなければならない

と規定されている。 

平成27年度末現在、基幹統計の総数55のうち、統計調査以外の方法によ
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り作成する基幹統計（加工統計）は５統計（国民経済計算、産業連関表、

生命表、社会保障費用統計及び鉱工業指数）であり、残りの50統計は統計

調査により作成する基幹統計（調査統計）である。なお、調査統計のうち、

経済構造統計を作成するための統計調査は、「経済センサス‐基礎調査」

及び「経済センサス‐活動調査」の２調査があるため、基幹統計調査の総

数は51となる。 

平成27年度に、基幹統計調査の実施又は変更若しくは中止の承認申請が

行われた件数は23件であり、承認に当たり同年度に統計委員会に諮問を行

ったものは９件、総務大臣が承認を行ったものは24件となっている（表４

参照）。 

 

表４ 基幹統計調査の申請件数等 （平成27年度） 

府省名 
総務大臣への 
申請件数 

 

総務大臣の承認件数 うち統計委員会
への諮問件数 

総務省 3 2 3 

財務省 0 0 0 

文部科学省 3 2 3 

厚生労働省 3 1 3 

農林水産省 8 0 8 

経済産業省 4 3 4 

国土交通省 1 0 1 

総務省・経済産業省 1 1 2<1> 

合計 23 9 24<1> 
（参考） 

平成26年度の実績 
22《1》 9《1》 24《3》 

注１）「総務大臣の承認件数」の< >の数値は、平成26年度に承認申請が行われ、27年度中に承認が行わ

れたもの（「経済センサス‐活動調査」）に係る承認の件数である。 

注２）（参考）平成26年度の実績における「総務大臣への申請件数」及び「うち統計委員会への諮問件数」

の《 》の数値は、26年度に承認申請が行われ、諮問が行われたが、26年度末までに承認に至らなか

った「経済センサス‐活動調査」が該当し、「総務大臣の承認件数」の《 》の数値は、25年度に承

認申請が行われたものの25年度末までに承認に至らず26年度中に承認が行われた「医療施設調査」、

「患者調査」及び「商業動態統計調査」が該当する。 

 

（４）統計調査以外の方法により作成する基幹統計に関する通知の状況 

平成27年度末現在、統計調査以外の方法により作成する基幹統計（加工

統計）は、国民経済計算、産業連関表、生命表、社会保障費用統計及び鉱

工業指数の５統計である。 

法第26条第１項において、国の行政機関の長は、統計調査以外の方法に

より基幹統計を作成する場合又はその作成方法を変更する場合には、その

作成方法について、あらかじめ、総務大臣に通知をしなければならないと

規定され、同条第２項及び第３項では、総務大臣は、当該通知のあった基

幹統計の作成方法を改善する必要があると認める場合には、統計委員会の
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意見を聴いた上で当該行政機関の長に対して意見を述べることができると

規定されている。 

平成27年度に、総務大臣に対して統計調査以外の方法による基幹統計の

作成方法の通知が行われたものは、社会保障費用統計の１件となっている。 

 

（５）基幹統計調査の実施状況 

平成27年度に実施された基幹統計調査は、38件となっている。 

このうち、おおむね１年以下の周期（毎月、毎四半期、毎年など）で行

われる調査（経常調査）は35件、それ以外の周期（２年に１回、１回限り

など）で行われる調査（周期調査等）は３件となっている。 

また、法第14条において、国の行政機関の長は、基幹統計調査の実施の

ため必要がある場合には、統計調査員を置くことができると規定され、法

第15条で、国の行政機関の長は、当該基幹統計調査の報告を求められた者

に対し、立入検査等ができると規定されている。また、法第16条で、基幹

統計調査に関する事務の一部は、地方公共団体（教育委員会を含む。）が

行うこととすることができると規定されている。 

平成27年度に実施された38件の基幹統計調査のうち、統計調査員により

調査を実施しているものは17件、立入検査等に係る手続を規定しているも

のは14件、基幹統計調査に関する事務の一部を地方公共団体が行うことと

しているものは19件となっている（表５参照）。 

 

表５ 基幹統計調査の実施件数等 （平成27年度） 

府省名 

基幹統計調査の実施件数 

 う ち
周期 
調 査
等 

うち 
経常 
調査 

うち法第14条に
定める統計調査
員により実施し
ている調査 

うち法第15条の
規定に基づき、
立入検査等に係
る手続を規定し
ている調査 

うち法第16条の
規定に基づき、
地方公共団体が
事務の一部を行
うこととしてい
る調査 

総務省 6 1 5 5 1 5 

財務省 2 0 2 0 1 0 

文部科学省 3 1 2 0 1 3 

厚生労働省 6 0 6 4 3 5 

農林水産省 6 1 5 5 6 1 

経済産業省 7 0 7 2 0 2 

国土交通省 8 0 8 1 2 3 

合計 38 3 35 17 14 19 
（参考） 

平成26年度の実績 41 5 36 19 13 22 

 

（６）基幹統計の公表の状況 

法第８条第１項において、国の行政機関の長は、基幹統計を作成したと

きは、当該基幹統計をインターネットの利用その他の適切な方法により公

表しなければならないと規定されている。 
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平成27年度に、国の行政機関が第一報の公表を行った基幹統計は、46件

となっている（表６参照）。これらの基幹統計のうち、経常調査により作

成された36件について、各調査の調査期間終了後から第一報公表までの期

間は平均63日である（資料10（P92）参照）。 

 

表６ 公表を行った基幹統計の件数 （平成27年度） 

 
府省等名 

公表を行った基幹統計の件数 

 
うち統計調査以外

の方法により作成

された基幹統計の

公表件数 

うち統計調査により作成された基幹統計の
公表件数 

うち周期調査等によ
り作成された基幹統
計 

うち経常調査により
作成された基幹統計 

内閣府 1 1 0 0 

総務省 8 0 3 5 

財務省 2 0 0 2 

文部科学省 2 0 0 2 

厚生労働省 9 2 1 6 

農林水産省 6 0 1 5 

経済産業省 10 1 1 8 

国土交通省 8 0 0 8 

合計 46 4 6 36 
（参考） 

平成26年度の実績 
45 5 4 36 

注１）平成27年度に第一報の公表を行った基幹統計を計上している。 

注２）平成27年度に統計調査以外の方法により作成・公表された基幹統計は、国民経済計算（内閣府）、生命表

（厚生労働省）、社会保障費用統計（厚生労働省）及び鉱工業指数（経済産業省）である。 

 

（７）基幹統計調査の統計精度確認の状況 

「平成26年度統計法施行状況に関する審議結果報告書（未諮問基幹統計

確認関連分）」（平成28年３月22日付け内閣府統計委員会）等を踏まえ、

平成27年度統計法施行状況報告を取りまとめるに当たって、各府省の報告

事項に統計精度に係る項目を追加し、平成27年度に公表された統計調査結

果の統計精度について確認を行った。 

平成27年度に結果が公表された基幹統計調査のうち、調査を行うに当た

り、一度に全ての標本を交替しているものは14件、標本の交替を分割して

行っているものは５件となっている（表７参照）。 

また、集計に当たり、未回答項目があった場合に、未回答項目の一部又

は全項目について欠測値を補完して集計しているものは18件となっている

（表８参照）。 

さらに、公表した結果の統計精度について、標準誤差など達成精度によ

り確認しているものが13件、回収率により確認しているものは19件、回答

不詳の割合により確認しているものは２件、他統計との比較などその他の
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方法により確認しているものが５件となっている（表９参照）。 

 

表７ 基幹統計調査における標本の交替の状況（平成27年度） 

府省名 

公表を行った件数 

 

うち周
期調査
等  

うち経
常調査 

全数調査、有
意抽出等標本
の交替を要し
ない件数 

全ての標本を
交替している
件数 

分割して標本
を交替してい
る件数 

総務省 7 2 5 2 2 3 

財務省 2 0 2 0 1 1 

文部科学省 2 0 2 1 1 0 

厚生労働省 7 1 6 3 4 0 

農林水産省 6 1 5 3 3 0 

経済産業省 9 1 8 7 1 1 

国土交通省 8 0 8 6 2 0 

合計 41 5 36 22 14 5 
注１）第一報を要計表（調査区域ごとに人口や世帯数を取りまとめた集計表）に基づいて公表した国勢調査

を除く。 

注２）標本の交替については、標本設計の見直しに伴う交替を含む。 

注３）一つの統計調査について、調査票によって調査対象や標本抽出方法が異なる場合は、そのうちの主要

な調査票について把握した。 

 

表８ 基幹統計調査における欠測値補完の状況（平成27年度） 

府省名 

公表を行った件数 

 

うち周
期調査
等  

うち経
常調査 

欠測値がない
等補完を要し
ない件数 

未回答項目の
全項目につい
て欠測値を補
完していない
件数 

未回答項目の
一部又は全項
目について欠
測値を補完し
ている件数 

総務省 7 2 5 1 0 6 

財務省 2 0 2 0 1 1 

文部科学省 2 0 2 2 0 0 

厚生労働省 7 1 6 2 4 1 

農林水産省 6 1 5 0 6 0 

経済産業省 9 1 8 0 2 7 

国土交通省 8 0 8 4 1 3 

合計 41 5 36 9 14 18 
注１）第一報を要計表（調査区域ごとに人口や世帯数を取りまとめた集計表）に基づいて公表した国勢調査

を除く。 

注２）一つの統計調査について、調査票によって調査対象や標本抽出方法が異なる場合は、そのうちの主要

な調査票について把握した。 
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表９ 基幹統計調査における統計精度確認の状況（平成27年度） 

府省名 

公表を行った件数 

 

うち周
期調査
等  

うち経
常調査 

標準誤差
など達成
精度によ
り確認し
ている件
数 

回収率に
より確認
している
件数 

回答不詳
の割合に
より確認
している
件数 

その他の
方法によ
り確認し
ている件
数 

総務省 7 2 5 3 2 1 0 

財務省 2 0 2 2 1 0 0 

文部科学省 2 0 2 0 2 0 2 

厚生労働省 7 1 6 3 1 0 1 

農林水産省 6 1 5 2 4 0 0 

経済産業省 9 1 8 2 8 1 2 

国土交通省 8 0 8 1 1 0 0 

合計 41 5 36 13 19 2 5 
注１）第一報を要計表（調査区域ごとに人口や世帯数を取りまとめた集計表）に基づいて公表した国勢調査を

除く。 

注２）複数の方法により統計精度の確認を行っている場合は、それぞれの方法に計上している。 

注３）一つの統計調査について、調査票によって調査対象や標本抽出方法が異なる場合は、そのうちの主要な

調査票について把握した。 

 

２ 一般統計調査 

（１）一般統計調査の実施又は変更等の承認状況 

法第２条第７項においては、国の行政機関が行う統計調査のうち、基幹

統計調査以外の統計調査を一般統計調査と定義し、法第19条又は第21条第

１項においては、国の行政機関の長が新たな一般統計調査を実施する場合

又は従前から行われている一般統計調査を変更（総務省令で定める軽微な

変更を除く。）する場合は、あらかじめ、総務大臣の承認を受けなければ

ならないと規定されている。 

また、法第21条第３項においては、一般統計調査を中止する場合、当該

調査を実施する国の行政機関の長は、あらかじめ、総務大臣にその旨を通

知しなければならないと規定されている。 

平成27年度に、総務大臣が承認を行った一般統計調査は75件（表10参

照）、総務大臣に対して行われた一般統計調査の中止の通知は４件である。 

なお、平成27年度末現在で、承認が有効となっている一般統計調査は、

227件となっている。 
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表10 一般統計調査の承認件数 （平成27年度） 

府省等名 
承認した一般統計調査の件数 

 うち新規の申請 うち変更等の申請 

内閣府 6 5 1 
総務省 8(1) 3 5(1) 
財務省 1 1 0 

文部科学省 4 2 2 
厚生労働省 26 4 22 
農林水産省 11 2 9 
経済産業省 4(1) 0 4(1) 
国土交通省 9 2 7 
環境省 6 4 2 
人事院 1 0 1 

合計 75(1) 23 52(1) 
（参考） 

平成26年度の実績 63(1) 9(1) 54 

注１）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、承認件数の内数。共管調査は、

共管の府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の承認件数を単純合計しても、合計には一致し

ない。 

注２）複数回承認されている場合それぞれ１件と計上している。 

 

（２）一般統計調査の実施状況 

平成27年度に、国の行政機関が実施した一般統計調査は、188件となっ

ている（表11参照）。 

 

表11 一般統計調査の実施状況 （平成27年度） 

府省等名 
一般統計調査の実施件数 

 うち周期調査等 うち経常調査 

内閣府 13(1) 4 9(1) 

総務省 9(1) 4 5(1) 

財務省 4(1) 0 4(1) 

文部科学省 15(1) 4 11(1) 

厚生労働省 49(1) 11 38(1) 

農林水産省 30(1) 3 27(1) 

経済産業省 27(2) 1 26(2) 

国土交通省 31 10 21 

環境省 11 5 6 

人事院 3 0 3 

合計 188(4) 42 146(4) 
（参考） 

平成26年度の実績 187(6) 37(2) 150(4) 

注）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、実施件数の内数。共管調査は、

共管の府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の調査実施件数を単純合計しても、合計には一致し

ない。 

 

（３）一般統計調査の結果の公表の状況 

法第23条第１項においては、一般統計調査の結果を作成したときは、特

16



別な事情がある場合を除き、当該結果をインターネットの利用その他の適

切な方法により公表しなければならないと規定されている。 

平成27年度に、同項の規定に基づき国の行政機関が第一報の公表を行っ

た一般統計調査の結果は、162件となっている（表12参照）。これらの統

計のうち、経常調査により作成された135件について、各調査の調査期間

終了時から第一報公表までの期間は、平均125日である（資料13（P97）参

照）。 

 

表12 一般統計調査の結果の公表件数 （平成27年度） 

府省等名 
一般統計調査の結果の公表件数 

 うち周期調査等により
作成された統計 

うち経常調査により作
成された統計 

内閣府 10(1) 1 9(1) 

総務省 8(1) 3 5(1) 

財務省 4(1) 0 4(1) 

文部科学省 13(1) 2 11(1) 

厚生労働省 48(1) 13 35(1) 

農林水産省 28(1) 2 26(1) 

経済産業省 26(2) 0 26(2) 

国土交通省 23 4 19 

環境省 4 2 2 

人事院 2 0 2 

合計 162(4) 27 135(4) 
（参考） 

平成26年度の実績 176(4) 32 144(4) 

注１）平成27年度に第一報の公表を行った一般統計調査を計上している。 

注２）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、公表を行った一般統計調査の 

件数の内数。共管調査は、共管の府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の公表を行った一般統 

計調査の件数を単純合計しても、合計には一致しない。 

 

（４）一般統計調査の統計精度確認の状況 

「平成26年度統計法施行状況に関する審議結果報告書（未諮問基幹統計

確認関連分）」等を踏まえ、平成27年度統計法施行状況報告を取りまとめ

るに当たって、各府省の報告事項に統計精度に係る項目を追加し、27年度

に公表された統計調査結果の統計精度について確認を行った。 

平成27年度に結果が公表された一般統計調査のうち、調査を行うに当た

り、一度に全ての標本の交替を行っているものは63件、標本の交替を分割

して行っているものは８件となっている（表13参照）。 

また、集計に当たり、未回答項目があった場合に、欠測値を補完して集

計しているものは38件となっている（表14参照）。 

さらに、公表した結果の統計精度について、標準誤差など達成精度によ

り確認しているものが36件、回収率により確認しているものは107件、回

答不詳の割合により確認しているものは６件、他統計との比較などその他
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の方法により確認しているものが33件となっている（表15参照）。 

 

表13 一般統計調査における標本の交替の状況（平成27年度） 

府省名 

公表を行った件数 

 

うち周期
調査等  

うち経常
調査 

全数調査、
有意抽出等
標本の交替
を要しない
件数 

全部の標本を
交替している
件数 

分割して標本
を交替してい
る件数 

内閣府 10(1) 1 9(1) 4 4 2(1) 

総務省 7(1) 2 5(1) 2(1) 4 1 

財務省 4(1) 0 4(1) 1 2 1(1) 

文部科学省 13(1) 2 11(1) 9 4(1) 0 

厚生労働省 48(1) 12 36(1) 25 22(1) 1 

農林水産省 28(1) 2 26(1) 16 12(1) 0 

経済産業省 26(2) 0 26(2) 21(1) 4(1) 1 

国土交通省 23 4 19 10 11 2 

環境省 4 2 2 3 1 0 

人事院 2 0 2 0 1 1 

合計 161(4) 26 135(4) 90(1) 63(2) 8(1) 
注１）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、公表等を行った一般統計調

査の件数の内数。共管調査は、共管の府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の公表等を行っ

た一般統計調査の件数を単純合計しても、合計には一致しない。 

注２）特定の加工統計を作成するために実施している一般統計調査（国際比較プログラムに関する小売物価

調査）を除く。 

注３）標本の交替については、標本設計の見直しに伴う交替を含む。 

注４）一つの統計調査について、調査票によって調査対象や標本抽出方法が異なる場合は、そのうちの主要

な調査票について把握した。 

 

表14 一般統計調査における欠測値補完の状況（平成27年度） 

府省名 

公表を行った件数 

 

うち周期
調査等  

うち経常
調査 

欠測値がな
い等補完を
要しない件
数 

未回答項目の
全項目につい
て欠測値を補
完していない
件数 

未回答項目の
一部又は全項
目について、
欠測値を補完
している件数 

内閣府 10(1) 1 9(1) 3 6(1) 1 

総務省 7(1) 2 5(1) 0 0 7(1) 

財務省 4(1) 0 4(1) 1 2(1) 1 

文部科学省 13(1) 2 11(1) 11(1) 2 0 

厚生労働省 48(1) 12 36(1) 9(1) 39 0 

農林水産省 28(1) 2 26(1) 0 26 2(1) 

経済産業省 26(2) 0 26(2) 1 12 13(2) 

国土交通省 23 4 19 4 8 11 

環境省 4 2 2 0 1 3 

人事院 2 0 2 0 1 1 

合計 161(4) 26 135(4) 28(1) 96(1) 37(2) 
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注１）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、公表等を行った一般統計調

査の件数の内数。共管調査は、共管の府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の公表等を行っ

た一般統計調査の件数を単純合計しても、合計には一致しない。 

注２）特定の加工統計を作成するために実施している一般統計調査（国際比較プログラムに関する小売物価

調査）を除く。 

注３）一つの統計調査について、調査票によって調査対象や標本抽出方法が異なる場合は、そのうちの主要

な調査票について把握した。 

 

表15 一般統計調査における統計精度確認の状況（平成27年度） 

府省名 

公表を行った件数 

 

うち周期
調査等 

うち経常
調査 

標準誤差
など達成
精度によ
り確認し
ている件
数 

回収率に
より確認
している
件数 

回答不詳
の割合に
より確認
している
件数 

その他の
方法によ
り確認し
ている件
数 

内閣府 10(1) 1 9(1) 2(1) 6(1) 1 2 

総務省 7(1) 2 5(1) 3 3(1) 3(1) 1 

財務省 4(1) 0 4(1) 1(1) 3(1) 0 0 

文部科学省 13(1) 2 11(1) 2 11(1) 0 13(1) 

厚生労働省 48(1) 12 36(1) 11 28(1) 2 10(1) 

農林水産省 28(1) 2 26(1) 7 21(1) 0 0 

経済産業省 26(2) 0 26(2) 2 23(2) 1(1) 5 

国土交通省 23 4 19 8 12 0 2 

環境省 4 2 2 1 2 0 1 

人事院 2 0 2 0 2 0 0 

合計 161(4) 26 135(4) 36(1) 107(4) 6(1) 33(1) 
注１）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、公表等を行った一般統計調査

の件数の内数。共管調査は、共管の府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の公表替等を行った

一般統計調査の件数を単純合計しても、合計には一致しない。 

注２）特定の加工統計を作成するために実施している一般統計調査（国際比較プログラムに関する小売物価調

査）を除く。 

注３）複数の方法により統計精度の確認を行っている場合は、それぞれの方法に計上している。 

注４）一つの統計調査について、調査票によって調査対象や標本抽出方法が異なる場合は、そのうちの主要な

調査票について把握した。 

 

３ 政令で定める地方公共団体が行う統計調査 

（１）政令で定める地方公共団体が行う統計調査の届出状況 

法第24条第１項においては、政令で定める地方公共団体（平成28年３月

31日現在で、47都道府県及び20指定都市）の長が統計調査を行おうとする

場合には、あらかじめ、総務大臣に届け出なければならないと規定されて

おり、これを変更しようとするときも同様とされている。 

平成27年度に、政令で定める地方公共団体の長が、統計調査の新規実施

の届出を行った件数は115件、統計調査の変更の届出を行った件数は107件

となっている（表16参照）。 
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   表16 政令で定める地方公共団体が行う統計調査の届出件数 （平成27年度） 

 統計調査の新設の届出件数 統計調査の変更の届出件数 

都道府県 92 91 

指定都市 23 16 

合計 115 107 
（参考） 

平成26年度の実績 134 119 

 

（２）政令で定める地方公共団体が行う統計調査の実施状況 

平成27年度に、政令で定める地方公共団体が実施した統計調査の件数は

509件となっている（表17参照）。 

 

   表17 政令で定める地方公共団体が実施した統計調査数 （平成27年度） 

 都道府県 指定都市 合計 

実施した統計調査の件数 463 46 509 
（参考） 

平成26年度の実績 451 60 511 

注）平成28年熊本地震により施行状況の報告が困難と判断した熊本県及び熊本市を除いている（平成26年度の実

績にはこれらを含む。）。 

 

４ 届出独立行政法人等が行う統計調査 

法第25条においては、独立行政法人等（その業務の内容その他の事情を勘

案して大規模な統計調査を行うことが想定されるものとして政令で定めるも

のに限る。）が、統計調査を行おうとする場合には、あらかじめ、総務大臣

に届け出なければならないと規定されており、これを変更しようとするとき

も同様とされている。平成27年度末現在、同条の規定による届出を行った独

立行政法人等（以下「届出独立行政法人等」という。）は日本銀行のみであ

る。 

平成27年度に行われた統計調査の新規実施の届出の件数は１件、変更の届

出の件数は０件となっている。 

また、届出独立行政法人等が、平成27年度に実施した統計調査の件数は４

件となっている。 

 

５ 事業所母集団データベース 

（１）事業所母集団データベースの整備及び情報の利用状況 

法第27条第１項においては、総務大臣は、事業所母集団データベースを

整備するものと規定されており、同条第２項では、国の行政機関の長、政

令で定める地方公共団体の長、届出独立行政法人等は、事業所に関する統

計調査の対象の抽出又は事業所に関する統計の作成を目的とする場合には、

事業所母集団データベースに記録されている情報の提供を受けることがで

きると規定されている。 

平成27年度に、国の行政機関、政令で定める地方公共団体及び届出独立
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行政法人等が事業所母集団データベースに記録されている情報の提供を受

けた件数は144件となっている（表18参照）。 

 

表18 事業所母集団データベースの情報の利用状況 （平成27年度） 

提供先 

府省等名 

提供を受けた件数  

うち調査対象の

抽出目的 

うち統計の作成

目的 

うち調査対象の抽出

及び統計の作成目的 

内閣府 4 4 0 0 

総務省 7 3 3 1 

財務省 0 － － － 

文部科学省 1 1 0 0 

厚生労働省 13 12 0 1 

農林水産省 3 3 0 0 

経済産業省 4 2 1 1 

国土交通省 5 5 0 0 

環境省 2 2 0 0 

人事院 1 0 0 1 

都道府県 79 79 0 0 

指定都市 25 22 3 0 

届出独立行政法人等 0 － － － 

合計 144 133 7 4 
（参考） 

平成26年度の実績 139 121 13 5 

 

（２）重複是正及び調査履歴登録の実施状況 

法第27条においては、事業所母集団データベースを整備する目的の一つ

として、統計調査における被調査者の負担の軽減に資することが挙げられ

ている。 

国の行政機関は、事業所母集団データベースを利用することにより、事

業所・企業を対象とした統計調査について、①各統計調査において調査対

象となった又は回答を行った個々の事業所・企業の履歴の登録（調査履歴

登録）を行うとともに、②統計調査の実施前に調査対象を確認し、過重な

調査負担が課されている事業所・企業を統計調査の対象から除外（重複是

正）している。 

平成27年度に、国の行政機関が事業所母集団データベースを用いて重複

是正を行った統計調査は、重複是正の対象となる79件のうち77件（実施率

97.5％）、調査履歴登録を行った統計調査は、調査履歴登録の対象となる

161件のうち161件（実施率100％）となっている（表19参照）。 
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表19 重複是正及び調査履歴登録の実施状況 （平成27年度） 

 

府省等名 

重複是正 調査履歴登録 

対象調査数 実施調査数 実施率 

（％） 

対象調査数 実施調査数 実施率 

（％） 

内閣府 3(1) 3(1) 100.0 7(1) 7(1) 100.0 
総務省 5 5 100.0 8(1) 8(1) 100.0 
財務省 3(1) 3(1) 100.0 3(1) 3(1) 100.0 

文部科学省 2 2 100.0 13(1) 13(1) 100.0 
厚生労働省 18 18 100.0 32(1) 32(1) 100.0 
農林水産省 23(1) 22(1) 95.7 33(1) 33(1) 100.0 
経済産業省 9(1) 8(1) 88.9 34(2) 34(2) 100.0 
国土交通省 12 12 100.0 25 25 100.0 
環境省 3 3 100.0 7 7 100.0 
人事院 3 3 100.0 3 3 100.0 

合計 79(2) 77(2) 97.5 161(4) 161(4) 100.0 
（参考） 

平成26年度の実績 87(3) 83(3) 95.4 166(6) 159(6) 95.8 

注） （ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、共管調査は、共管の府省にそれ

ぞれ１件と計上しているため、各府省等の対象調査数等の件数を単純合計しても、合計には一致しない。 

 

６ 統計基準の設定 

法第２条第９項においては、公的統計の作成に際し、その統一性又は総合

性を確保するための技術的な基準を、統計基準と定義し、法第28条では、総

務大臣が統計基準を定め、これを公示しなければならないと規定されている

（統計基準を廃止又は変更する場合も同様）。 

平成27年度に、統計基準の廃止又は変更を行ったものはないが、27年２月

13日に公示されていた「疾病、傷害及び死因の統計分類」が28年１月１日に

施行された（表20参照）。 

 

表20 統計基準の設定状況 （平成27年度末現在） 

統計基準名 統計基準の概要 公示日 施行日 

日本標準職業分類 
統計を職業別に表示する場合に
使用する基準 

平成21年 
12月21日 

平成22年 
４月１日 

指数の基準時に関す
る統計基準 

指数を作成する場合に使用する
基準 

平成22年 
３月31日 

平成22年 
４月１日 

季節調整法の適用に
当たっての統計基準 

季節調整法を適用する場合に守
るべき手法や公表事項の基準 

平成23年 
３月25日 

平成23年 
５月１日 

日本標準産業分類 
統計を産業別に表示する場合に
使用する基準 

平成25年 
10月30日 

平成26年 
４月１日 

疾病、傷害及び死因
の統計分類 

統計を疾病、傷害及び死因別に
表示する場合に使用する基準 

平成27年 
２月13日 

平成28年 
１月１日 

 
７ 法に基づく協力要請 

（１）国の行政機関に対する行政記録情報の提供の要請状況 

法第29条第１項においては、国の行政機関の長は、国の他の行政機関が

保有する行政記録情報を用いることにより正確かつ効率的な統計の作成又
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は統計調査における被調査者の負担の軽減に相当程度寄与すると認められ

るときは、当該行政記録情報を保有する行政機関の長に対してその情報の

提供を求めることができると規定されている。 

平成27年度に、国の行政機関が行政記録情報の提供を受けた件数は２件

となっている（26年度の実績は３件）。 

 

（２）国の行政機関に対する調査、報告その他の協力の要請状況 

法第29条第２項においては、国の行政機関の長は、基幹統計調査を円滑

に行うためその他基幹統計を作成するために必要があると認めるときは、

国の他の行政機関の長に対し、調査、報告その他の協力を求めることがで

きると規定されている。 

平成27年度に、国の行政機関が、国の他の行政機関に対し協力要請を行

った件数は12件となっている。このうち、11件の協力要請が応諾されてお

り、27年度末現在で１件の協力要請が要請中となっている（26年度の要

請・応諾の実績は25件）。 

 

（３）地方公共団体及びその他の関係者に対する協力の要請状況 

法第30条においては、国の行政機関の長は、基幹統計調査を円滑に行う

ためその他基幹統計を作成するために必要があると認めるときは、地方公

共団体の長その他の関係者に対し、協力を求めることができると規定され

ている。 

平成27年度に、国の行政機関が、地方公共団体の長その他の関係者に対

して協力要請を行った件数は４件となっており、全ての協力要請が応諾さ

れている（平成26年度の要請・応諾の実績は12件）。 

 

（４）総務大臣が行う協力の要請状況 

法第31条においては、総務大臣は、統計委員会の意見を聴いた上で、基

幹統計の作成のために必要があると認めるときは、当該基幹統計を作成す

る行政機関以外の行政機関の長その他の関係者に対し、当該基幹統計を作

成する行政機関の長への必要な資料の提供その他の協力を行うよう求める

ことができると規定されている。 

平成27年度に、総務大臣から国の行政機関の長及びその他の関係者に対

し資料の提供その他の協力を行うよう求めた実績はなかった（平成26年度

も実績はなかった。）。 
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Ⅲ 調査票情報等の利用及び提供 

 １ 調査票情報の二次利用 

   法第32条においては、国の行政機関の長又は届出独立行政法人等は、統計

の作成等を行う場合又は統計を作成するための調査に係る名簿を作成する場

合には、その行った統計調査に係る調査票情報を自ら用いること（二次利用）

ができると規定されている。 

   平成27年度に、国の行政機関及び届出独立行政法人等が、所管する統計調

査の調査票情報を二次利用した件数は596件となっている（表21、資料16

（P100）、資料18（P104）参照）。 

表21 法第32条の規定に基づく調査票情報の二次利用 （平成27年度） 

統計調査 

所管府省等名 
利用件数 

 

統計の作成等を行う場合 統計を作成するための調査に係
る名簿を作成する場合 

内閣官房 0 - - 

内閣府 5 5 0 

総務省 54 53 1 

法務省 0 - - 

外務省 0 - - 

財務省 7 6 1 

文部科学省 85 77 8 

厚生労働省 180 163 17 

農林水産省 74 62 12 

経済産業省 139 124 15 

国土交通省 45 43 2 

環境省 2 2 0 

防衛省 0 - - 

人事院 0 - - 

日本銀行 5 5 0 

合計 596 540 56 
（参考） 

平成26年度の実績 628 588 40 

注）平成27年度に利用を開始したものの数であり、26年度以前から継続して利用しているものは含まない。 

 ２ 調査票情報の提供 

   法第33条においては、国の行政機関の長又は届出独立行政法人等は、 

  ・ 国の行政機関、地方公共団体、独立行政法人等その他これに準ずる機関

（以下「公的機関」という。）が、統計の作成等又は統計を作成するため

の調査に係る名簿の作成を行う場合（法第33条第１号） 

  ・ 公的機関が行う統計の作成等と同等の公益性を有する統計の作成等とし

て総務省令で定めるものを行う者が、当該総務省令で定める統計の作成等

を行う場合（法第33条第２号） 

  に、その行った統計調査に係る調査票情報を、これらの者に提供することが

できると規定されている。 
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   後者の場合について、総務省令においては、公的機関が行う統計の作成等

と同等の公益性を有する統計の作成等として、 

  ・ 公的機関と共同して行う調査研究に係る統計の作成等 

  ・ 公的機関が費用の全部又は一部を公募の方法により補助する調査研究に

係る統計の作成等 

  ・ 国の行政機関、地方公共団体が政策の企画、立案、実施又は評価に有用

であると認める統計の作成等その他特別な事由があると認める統計の作成

等 

  が規定されている。 

   平成27年度に、国の行政機関及び届出行政機関等が、法第33条第１号に該

当するとして、調査票情報を提供した件数は2,585件となっている。また、

法第33条第２号に該当するとして、調査票情報を提供した件数は267件とな

っている（表22、資料17（P102）、資料18（P104）参照）。 

 

表22 法第33条の規定に基づく調査票情報の提供 （平成27年度） 

統計調査 

所管府省等名 

法第33条第1号該当件数 

（公的機関への提供） 

法第33条第２号該当件数 
  公的機関が行う統計作成と同等の公益性を 

有する統計の作成等を行う者への提供 

 統計の作成
等を行う場
合 

統計を作成
するための
調査に係る
名簿を作成
する場合 

 公的機関と
共同して行
う調査研究
に係る統計
の作成等を
行う者への
提供 

公的機関が
費用の全部
又は一部を
公募の方法
により補助
する調査研
究に係る統
計の作成等
を行う者へ
の提供 

国の行政機
関、地方公
共団体が政
策の企画、
立案、実施
又は評価に
有用である
と認める等
の統計の作
成等を行う
者への提供 

内閣官房 0 - - 0 - - - 

内閣府 1 1 0 3 0 3 0 

総務省 420 310 110 43 0 43 0 

法務省 0 - - 0 - - - 

外務省 0 - - 0 - - - 

財務省 9 8 1 8 3 5 0 

文部科学省 251 250 1 2 0 2 0 

厚生労働省 1,262 1,257 5 184 5 178 1 

農林水産省 32 31 1 2 1 1 0 

経済産業省 400 385 15 18 1 17 0 

国土交通省 206 206 0 7 0 5 2 

環境省 4 4 0 0 - - - 

防衛省 0 - - 0 - - - 

人事院 0 - - 0 - - - 

日本銀行 0 - - 0 - - - 

合計 2,585 2,452 133 267 10 254 3 
（参考） 

平成26年度の実績 
2,437 2,279 158 281 11 263 7 

注）平成27年度に利用を開始したものの数であり、26年度以前から継続して利用しているものは含まない。 
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３ 委託による統計の作成等の実施 

  法第34条においては、統計法施行規則（平成20年総務省令第145号）第10条

に基づき、国の行政機関の長又は届出独立行政法人等は、その業務の遂行に

支障のない範囲内において、学術研究の発展に資すると認められる場合又は

高等教育の発展に資すると認められる場合に、一般からの委託に応じ、その

行った統計調査に係る調査票情報を利用して、統計の作成等（以下「オーダ

ーメード集計」という。）を行い、これを提供することができると規定され

ている。 

  平成27年度末現在、国の行政機関及び届出行政機関等がオーダーメード集計

の対象としている統計調査は26調査（259年次分）となっている（資料19（1）

（P107）参照）。これらのうち、13調査については、法第37条の規定に基づ

き、政令で定める独立行政法人等（独立行政法人統計センター）に委託して

オーダーメード集計の提供を実施している。 

  平成27年度のオーダーメード集計の提供件数は22件となっている（表23、資

料20（1）（P108）参照）。 

 

表23 オーダーメード集計の結果の提供件数 （平成27年度） 

統計調査 

所管府省等名 

オーダーメード集計

の結果の提供件数 

 （参考） 

統計調査ごとに

計上した場合の

提供件数 

学術研究の発展

に資すると認め

られる場合 

高等教育の発展

に資すると認め

られる場合 

内閣府 1 1 0 1 

総務省 20 20 0 20 

財務省 0 - - 0 

文部科学省 0 - - 0 

厚生労働省 1 1 0 1 

農林水産省 0 - - 0 

経済産業省 0 - - 0 

国土交通省 0 0 0 0 

日本銀行 0 0 0 0 

合計 22 22 0 22 
（参考） 

平成26年度の実績 29 29 0 29 

注）１件の申出で複数の統計調査に係る匿名データの提供を受け付けている場合があるため、統計調査ごとに計上

した場合の提供件数を参考値として記載している。 

 

４ 匿名データの作成及び提供 

  法第35条第１項においては、国の行政機関の長又は届出独立行政法人等は、

その行った統計調査に係る調査票情報を加工して、匿名データを作成するこ

とができると規定されており、同条第２項においては、国の行政機関の長は、

基幹統計調査に係る匿名データを作成しようとするときは、あらかじめ、統

計委員会の意見を聴かなければならないと規定されている。 
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  平成27年度においては、総務大臣から就業構造基本調査に係る匿名データの

作成について統計委員会に諮問が行われた。 

 

注）就業構造基本調査に係る匿名データについては、平成４年、９年及び14年調査の匿名データの提供

が既に開始されていたが、19年調査の匿名データについて、匿名化手法に変更があったことから改め

て諮問が行われたものである。 

 

  また、法第36条においては、統計法施行規則第15条から第19条までの規定に

基づき、学術研究の発展に資すると認められる場合、高等教育の発展に資す

ると認められる場合又は国際社会における我が国の利益の増進等に資すると

認められる場合には、一般からの求めに応じ、匿名データを提供することが

できると規定されている。 

  平成27年度末現在、国の行政機関が匿名データの提供を行っている統計調査

は７調査（43年次分）となっている（資料19（2）（P107）参照）。これらの

うち、６調査については、法第37条の規定に基づき、政令で定める独立行政

法人等（独立行政法人統計センター）に委託して匿名データの提供を実施し

ている。 

  平成27年度の匿名データの提供件数は39件となっている（表24、資料20（2）

(P109）参照）。 

 

表24 匿名データの提供件数 （平成27年度） 

統計調査 

所管府省名 

 

 

匿名データ

の提供件数 

 

（参考） 

統計調査ごとに

計上した場合の

提供件数 

学術研究の

発展に資す

ると認めら

れる場合 

高等教育の

発展に資す

ると認めら

れる場合 

国際社会にお

ける我が国の

利益の増進等

に資すると認

められる場合 

総務省 30 26 4 0 38 

厚生労働省 9 8 1 0 9 

合計 39 34 5 0 47 
（参考） 

平成26年度の実績 37 36 1 0 45 

 注）１件の申出で複数の統計調査に係る匿名データの提供を受け付けている場合があるため、統計調査ごとに計上し

た場合の提供件数を参考値として記載している。 

 

５ 調査票情報等の適正管理のための措置 

  法第39条第１項においては、国の行政機関の長、政令で定める地方公共団体

の長及び届出独立行政法人等は、調査票情報等を適正に管理するために必要

な措置を講じなければならないと規定されている。 

  国の行政機関、政令で定める地方公共団体及び届出独立行政法人等において

は、「調査票情報等の管理及び情報漏えい等の対策に関するガイドライン」

（平成21年２月６日総務省政策統括官（統計基準担当）決定）に基づき、又

は同ガイドラインを参考として、調査票情報等を適正に管理するための措置
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（管理台帳の整備、研修の実施、点検・監査の実施等）を講じている。 

  平成27年度には、統計調査員が過失により調査票や調査対象名簿を紛失する

などの管理上問題がある事案が確認されたため、関係機関においては、管理

の徹底についての指導等、再発防止に引き続き取り組んでいる。 
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Ⅳ 統計委員会 

法第５章の規定、統計委員会令（平成19年政令第300号）等に基づき、内閣

府に統計委員会が置かれ＊、法に定める事項について調査審議が行われている。

また、統計委員会には部会を置くことができるとされており、平成27年度末時

点で７部会が置かれている。 
＊ 内閣の重要政策に関する総合調整等に関する機能の強化のための国家行政組織法等の一部を改正する法律（平成

27年法律第66号）が平成28年４月１日に施行され、現在は統計委員会が総務省に移管されている。 

 

１ 統計委員会及び部会の開催実績等 

平成27年度においては、統計委員会は11回開催され、部会は合計で37回開

催されている（表25参照）。 

統計委員会に平成27年度に諮問され、同年度に答申した案件は８件あった。

また、平成27年度当初時点で、26年度から審議継続となっていた諮問案件が

１件（経済センサス‐活動調査の変更について）あり、27年度に答申が行わ

れた。平成27年度に諮問が行われ、27年度末時点で調査審議中となっている

ものは１件（就業構造基本調査に係る匿名データの作成について）となって

いる（表26参照）。 

 

表25 統計委員会及び部会の開催実績等 （平成27年度） 

 

統計委員会 

開催回数 

平成 
27年度 

（参考） 

平成 
26年度 

平成 
25年度 

平成 
24年度 

平成 
23年度 

11 11 11 9 11 

部会名 部会の所掌 

開催回数 

平成 
27年度 

（参考） 

平成 
26年度 

平成 
25年度 

平成 
24年度 

平成 
23年度 

基本計画

部会 

公的統計の整備に関する基本的

な計画、基幹統計を作成する機

関に対する協力要請及び法律の

施行の状況に関する事項 

10 10 12 5 5 

国民経済

計算部会 

国民経済計算の作成基準の設定

及び産業連関表に関する事項 
0 5 0 0 1 

人口・社

会統計部

会 

人口及び労働統計並びに家計、

住宅、厚生、文化及び教育など

国民生活・社会統計に関する事

項 

10 11 8 8 4 

産業統計

部会 

農林水産、鉱工業、公益事業及

び建設統計に関する事項 
6 4 11 3 6 
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サービス

統計・企

業統計部

会 

通信、運輸、商業、貿易、物

価、サービス、流通、環境、財

政及び金融統計並びに企業経営

及び企業・事業所全般を対象と

する統計などの企業統計に関す

る事項 

10 10 12 4 4 

統計基準

部会 
統計基準に関する事項 0 1 4 0 0 

匿名デー

タ部会 

基幹統計調査に係る匿名データ

に関する事項 
1 5 1 4 3 

部会計 
 

37 46 48 24 23 

 

 

表26 統計委員会における諮問・答申件数 

 

平成 26年度
に諮問され
27年度に答
申した事案 

平成 27年度
に諮問され
同年度に答
申した事案 

平成 27年度
に諮問され
同年度末で
調査審議中
の事案 

国民経済計算の作成基準（法第６条第２項） 0 0 0 

基幹統計調査（法第９条第４項、第11条第２項） 1 8 0 

統計基準の設定（法第28条第２項） 0 0 0 

匿名データの作成（法第35条第２項） 0 0 1 

合 計 1 8 1 

 

 

２ 統計精度改善に係る取組 

平成27年10月及び11月に開催された経済財政諮問会議において、ＧＤＰ推

計の基となる基礎統計の充実や経済統計の改善に関する指摘がされたことを

受け、統計委員会では、平成26年度法施行状況に関する審議の中でこれらの

指摘についても議論を行った。これに関し、統計委員会は、平成28年３月22

日に報告書をとりまとめ、同日、法第55条第３項の規定に基づく意見として、

総務大臣に対し「平成26年度統計法施行状況に関する審議結果について」を

提出した。 

同意見では、「全ての公的統計において」、「統計的手法を活用した統計

作成・提供の改善を図る取組を進め、統計精度の向上を図る」こと、また、

「継続的に、統計委員会が統計技術的観点から精度向上策の審議とフォロー

アップを行い改善の取組の進捗を確認する必要」があり、そのために、「Ｐ

ＤＣＡサイクルを構築し、従来の枠組みにとらわれることなく、統計改善の

取組を図るべき」とされている。 

  

30



Ⅴ その他 

１ 統計情報の提供（e-Statの取組等） 

「政府統計の総合窓口（e-Stat）」（http://www.e-stat.go.jp/）は、国

の行政機関が作成する統計に関する情報のワンストップサービスを実現す

ることを目指し、総務省が中心となって政府全体で運営する政府統計のポ

ータルサイトである（資料27（P117）参照）。 

国の行政機関等が登録した統計表ファイル、統計データ、公表予定、新着

情報、調査票項目情報、統計分類等の各種統計関連情報は、e-Statを通じ

て提供されており、e-Statは法第54条の規定に基づく公的統計の所在情報

の提供の取組並びに法第８条及び第23条の規定に基づく統計の公表の取組

の中核を担っている。 

平成27年度末時点で、e-Statに登録されている統計の数は534件、提供さ

れている統計表の数は約64.2万表となっており、27年度には約5,734万件の

アクセスがあった（このうち、クローラによるアクセス＊を除いた件数は約

2,520万件）（表27参照）。 

 
＊ クローラによるアクセス：検索エンジン運営会社による検索用インデックス作成のためのデータ収集を目的

とした機械による自動アクセス 

 

表27 政府統計の総合窓口（e-Stat）のアクセス件数 （平成27年度） 

府省等名 
府省等のコンテンツに 
対するアクセス件数 

内閣官房 8,627 

内閣府 731,338 

総務省 15,372,697 

法務省 1,011,973 

外務省 16,605 

財務省 14,507,455 

文部科学省 2,865,936 

厚生労働省 7,221,565 

農林水産省 13,323,586 

経済産業省 646,839 

国土交通省 1,543,342 

環境省 62,087 

防衛省 158 

人事院 23,549 

合計 57,335,757 

(参考)平成26年度実績 48,903,354 
注）アクセス件数は、基幹統計調査・一般統計調査の情報に関するコンテンツに係るものの他、業務統計や加工統

計の情報に関するコンテンツに係るものも含む。 
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２ 罰則等 

平成27年度に、法第７章に規定する罰則等に関係して、告発が行われた事

案又は起訴若しくは裁判が行われた事案はなかった。ただし、告発等に至

っていないものの法との関連で問題があるとみられる事案として関係府省

等から公表されているものは１件（小売物価統計調査において統計調査員

が不正な事務処理を行っていた。）あった。 

 

 

 

 

32



 

 

 

 

 

 

 

（別 編） 

 

【基本計画 事項別推進状況】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ この「別編」には、原則として、基本計画別表「今後５年間に講ずる具体的施策」

に掲げられた事項の平成 27年度における推進状況（取組実績）を掲載しているが、そ

の他、基本計画本文の記述で別表に具体的施策が記載されていないもののうち、特に

フォローアップが必要と考えられる事項についても推進状況（取組実績）を掲載して

いる。 

※ 「具体的な措置、方策等」欄における「◎」は基幹統計に係る事項を、「○」はその

他の公的統計に係る事項（基幹統計を含む公的統計全般に共通した事項を含む。）を示

す。 

※ 「平成 27年度の検討状況又は進捗状況」欄に担当府省名が【  】で記載されてい

ない場合、当該取組の担当府省は、「担当府省」欄と同一である。 

※ 統計委員会は、平成 28年４月１日に内閣府から総務省へ移管されたが、「担当府省」

欄の記載は、基本計画作成時のままとし、移管は反映させていない。 
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[基本計画　事項別推進状況]

項　目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期

第１ 【計画本文記載事項】
３ 経済・社会
の環境変化へ
の的確な対応

○ 「第３次男女共同参画基本計画」に基づく男女
別等統計（ジェンダー統計）のほか、地域別表章
及び各歳別表章の充実を図るなど、既存統計の見
直しを含め、経済・社会の環境・ニーズの変化に
対応した統計の作成及び提供を推進する。

(各府省)

○ 骨太方針における実効性あるＰＤＣＡの実行に
資するため、既存統計の利活用を含め統計の作成
及び提供を一層推進する。

(各府省)

第２
１ 経済関連統
計の整備
(1) 国民経済
計算の整備

【
○

計画本文記載事項】
今後の国民経済計算の推計については、消費税

率の引上げを始めとする経済環境の変化に適切に
対応していくこと（中略）が何よりも重要な課題
である。

(内閣府)

ア 精度の確
保・向上

◎ 支出、生産及び所得の三面からの推計値を供
給・使用表の枠組みにより調整する手法を確立
し、推計の精度向上を図る。

内閣府 平成28年度末
までに実施を
目指す。

◎ 供給・使用表の枠組みを通じた国民経済計算の
精度向上のため、国民経済計算と産業連関表及び
延長産業連関表の作成部局の間で、必要な情報の
共有や整合性の確保に努めつつ、連携を行う。

内閣府、
経済産業
省、産業
連関表作
成府省庁

平成26年度か
ら実施する。

◎ 国民経済計算の基準年の供給・使用表につい
て、産業連関表と整合する形で整備することの必
要性、可能性について検討する。

内閣府 平成28年度末
までに結論を
得る。

○ 延長産業連関表について、推計手法の高度化や
一次統計の整備等を通じた精度向上を図る。ま
た、その結果を踏まえ、基幹統計化の可否を検討
し、結論を得る。

経済産業
省

平成26年度か
ら精度向上の
検討を行い、
次回の延長産
業連関表の基
準改定までに
結論を得る。

◎ 統計上の不突合の原因の一つとなっているＧＤ
Ｐ（生産側）推計のための輸出入と支出系列の輸
出入概念の相違の取扱いについて研究する。

内閣府 平成26年度か
ら実施する。
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平成27年度の検討状況又は進捗状況

・ 平成26年全国消費実態調査において、少子高齢化の進展等の社会・経済状況の変化を踏まえ、介
護や育児が家計へ与える影響を詳細に明らかにするため、介護や育児に関する調査事項を新設した
上で、新たな結果表を作成し、公表した。

また、大規模な自然災害の発生が多くなっている状況を踏まえ、自然災害という外的要因が世帯
の家計へ与えた影響を把握するため、被災に関する調査事項を新設した上で、新たな結果表を作成
し、公表した。【総務省】

・ 2015年農林業センサスにおいては、新たに経営方針の決定に参画する者を男女別に把握するとと
もに農業集落の活性化の取組状況を把握し、平成28年３月25日に確定値を公表した。【農林水産
省】

・ 農政改革の推進に対応するための統計整備を行うため、省内に検討会を設置して政策ニーズを把
握し、的確な統計整備に努めているところ。【農林水産省】

・ 平成26年度の四半期別ＧＤＰ速報と同様、平成26年度国民経済計算確報について、平成26年４月
の消費税率の引上げを推計値に適切に反映させるよう、出荷額の推計において、賃金など消費税率
改定の影響を受けない基礎統計を用いている場合や売上高に消費税率改定が反映されない場合に、
別途消費税率改定分の加算を行う等の対応をとるとともに、統計利用者の利便に資するよう、その
対応について同確報公表の事前に公表を行った。

・ 平成28年12月以降の公表を予定している国民経済計算の次回基準改定に際して、平成26年度の統
計委員会基本計画部会での報告に沿って、コモディティ・フロー法等から推計される財貨・サービ
ス別の中間消費と付加価値法等から推計される財貨・サービス別の中間投入について、供給・使用
表の枠組みを通じた精度向上を実現することを目指し、必要な推計システムの開発や実推計作業を
進めた。

・ 平成23年産業連関表の作成に当たっては、同表と国民経済計算との間の整合性を確保すべく、経
常的に開催している産業連関幹事会（内閣府を含む10府省庁）において協議を行いつつ作業を進
め、平成27年６月に同表（確報）の公表に至ったところである。
次回表である平成27年産業連関表に関しては、「平成27年産業連関表作成基本方針」（平成28年

３月18日産業連関部局長会議決定）において、「08ＳＮＡの概念・定義との整合性の確保を図る観
点から（中略）産業連関表上の取扱いに関する検討を計画的に行う」と明記した。今後、研究開発
（Ｒ＆Ｄ）への対応等、2008ＳＮＡ関係等で想定される課題について、内閣府から情報提供を行う
などして、産業連関表と国民経済計算との整合性の確保に努めていく予定。

・ 平成28年12月以降の公表を予定している国民経済計算の次回基準改定に際して、平成27年６月に
公表された平成23年産業連関表（確報）を基準年（平成23年）の推計に反映させるとともに、コモ
ディティ・フロー法等から推計される財貨・サービス別の中間消費と付加価値法等から推計される
財貨・サービス別の中間投入について供給・使用表の枠組みを通じた精度向上を実現することを目
指し、必要な推計システムの開発や実推計作業を進めた。

・ 延長産業連関表（以下「延長表」という。）は、平成27年度において、平成17年基準から平成23
年基準への基準改定を行い、平成28年４月に公表した。延長表の作成方法については、平成23年産
業連関表（以下「基本表」という。）の作成方法に準拠することを基本としているが、基本表と全
く同じ情報を得ることができないため、推計手法の高度化や一次統計の整備等が精度向上を図るう
えで必要不可欠である。
推計手法の高度化については、平成23年基準から輸入表を考慮した試算表を作成するなどの推計

手法の見直しを行い、精度向上を図った。
一方、一次統計の整備等については、精度向上を図る上で基本表で用いられた統計データと同

じ、または同等の精度のデータを増やすことが重要であるが、基本表が経済センサス-活動調査に
よる産業横断的な統計データを採用したのに対し、延長表では、これまで毎年調査が行われていた
統計データの中に調査が終了となったものも存在するなど、統計データの充実が進んでいない状況
であることから、延長表の基幹統計化は困難との結論に至った。

・ 平成28年12月以降の公表を予定している国民経済計算の次回基準改定に際して、国民経済計算体
系内での輸出入概念の整合性の向上を図ることを目指して、昨年度に引き続き、実推計作業を進め
た。
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項　目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期

ア 精度の確
保・向上

◎ 国民経済計算における推計業務システムを再構
築し、新たに生ずる推計課題への対応を迅速・確
実に行う体制を確立する。また、これにより計数
のチェック体制を強化する。

内閣府 平成28年度末
までに実施す
る。

イ 国際比較
可能性の向上

◎ 2008ＳＮＡについて可能な限り早期に対応する
ため、改定の是非や可能性を検討し、改定項目に
優先順位を付した上で、移行を進める。

内閣府 平成28年度末
までに実施す
る。

◎ 間接税及び補助金に関する基礎データ並びに各
種一次統計における間接税の取扱いを踏まえつ
つ、基本価格表示による産業連関表の作成につい
て、次回表（現在作成途上にある平成23年表の次
の表）での実現を目指す。さらに、国民経済計算
においては、産業連関表の作成状況を踏まえ、国
民経済計算の次々回基準改定での実現に向けた所
要の検討を併せて行う。

産業連関
表作成府
省庁、内
閣府

平成23年産業
連関表の確報
が公表される
平成27年度か
ら検討する。

◎ 国民経済計算と産業連関表の整合性を確保する
ため、産業連関表における自社開発ソフトウェア
及び研究開発の固定資本としての計上など、国民
経済計算との整合性及び国際的な動向への対応を
検討する。

産業連関
表作成府
省庁

平成23年産業
連関表の確報
が公表される
平成27年度か
ら検討する。

ウ 提供情報
の整備

◎ 支出面の精度の確保・向上に引き続き努めると
ともに、生産及び分配所得面を含む三面の四半期
推計を整備し、当面、その速報を参考系列として
公表することを目指す。推計に当たっては、三面
の推計値相互の整合性を高めるよう努めるととも
に、行政記録情報の活用等も併せて検討する。

内閣府 平成28年度の
基準改定後で
きるだけ速や
かに参考系列
の公表を目指
す。

◎ 長期時系列計数について、利用者の要望を踏ま
えつつ、提供を進める。

内閣府 平成28年度の
基準改定時以
降できるだけ
速やかに実施
する。

○ 地域経済計算について、提供情報を含めた充実
に向け、地方公共団体に対する支援を強化する。

内閣府 平成26年度か
ら実施する。

エ 一次統計
等との連携強
化

◎ 経済センサス‐活動調査の結果の活用により、
産業連関表及び国民経済計算の生産構造及び中間
投入構造をより正確に把握する。

産業連関
表作成府
省庁、内
閣府

産業連関表は
平成27年度末
ま で に 実 施
し、国民経済
計算は平成28
年度末までに
実施する。
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平成27年度の検討状況又は進捗状況

・ 国民経済計算の各分野の推計システムについて、平成26年度に大型電子計算機を廃止しサーバ等
のオープンシステムに移行したところであり、平成27年度は、同システムに基づき、平成26年度国
民経済計算確報や平成28年12月以降の公表を予定している国民経済計算の次回基準改定の実推計作
業を進めた。

・ 平成26年度に統計委員会より、研究開発（Ｒ＆Ｄ）や防衛装備品の資本化、企業年金受給権の発
生ベースでの記録といった2008ＳＮＡへの対応を含む「国民経済計算の作成基準」の変更について
答申を得たところであるが、平成27年度は、これに基づき、平成28年12月以降の公表を予定してい
る国民経済計算の次回基準改定に向けて、実推計作業を進めた。なお、平成27年12月には、統計利
用者の利便に資する観点から、2008ＳＮＡ対応を含む次回基準改定に関する今後の予定等を示した
資料を公表した。

・ 経常的に開催している産業連関幹事会において協議を行いつつ作業を進めている。「平成27年産
業連関表作成基本方針」において、「基本価格表示による産業連関表については、推計に必要な一
次統計資料の新たな収集も含め、その試算等作成方法、精度等の検討を行う」と明記した。

・ 経常的に開催している産業連関幹事会において協議を行いつつ作業を進めている。本件につき、
「平成27年産業連関表作成基本方針」において、「産業連関表としての取り扱いに関して、定義範
囲の検討、一次統計等推計資料の整備状況の検討を行う」と明記した。

・ 平成26年度中に、「国民経済計算次回基準改定に関する研究会」等において、参考系列としての
公表に向けた推計手法等の検討を行ったところ。平成27年度においては、平成28年12月以降の公表
を予定している国民経済計算の次回基準改定に向けた作業に優先的に取り組んだところであるが、
今後、次回基準改定後できるだけ速やかな参考系列としての公表を目指して、生産面（経済活動別
付加価値）及び分配所得面（家計可処分所得、家計貯蓄等）の四半期推計の開発に係る検討を進め
る。

・ 国民経済計算の次回基準改定に向けた作業にまずは取り組んでいるところであり、時系列計数の
在り方については次回基準改定に向けた実推計作業を進める中で検討を行っていく。

・ 県民経済計算に関する全国主管課長会議等において、2008ＳＮＡへの対応等、国民経済計算の次
回基準改定に向けた現状の取組について説明を行うなど、各県市に適宜のタイミングで情報提供を
行った。また、県民経済計算の標準方式の改定に向けて、県民経済計算における2008ＳＮＡ対応の
在り方について、研究開発（Ｒ＆Ｄ）の資本化を中心に、国民経済計算での対応を踏まえながら検
討を進めた。

・ 平成23年産業連関表（平成27年６月確報公表）の多くの部門において、平成24年経済センサス-
活動調査で得られた売上高データ及び費用構成のデータを利用した。【産業連関表作成府省庁】

・ 平成28年12月以降の公表を予定している国民経済計算の次回基準改定において、基準年（平成23
年）について、平成24年経済センサス‐活動調査を活用して作成された「平成23年産業連関表（確
報）」の結果を反映するよう実推計作業を進めた。【内閣府】
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項　目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期

エ 一次統計
等との連携強
化

◎ ①サービス産業の中間投入構造等のより詳細な
経理項目の把握に資する基礎統計の整備、②流通
在庫などの在庫推計のための基礎統計の整備、③
個人企業の活動把握などに資する基礎統計の整備
等についての有用性、必要性を引き続き整理す
る。

内閣府 平成26年度か
ら検討する。

◎ ファイナンシャル・リースの経済的所有原則に
よる部門配分を可能とするため、基礎統計につい
ての有用性、必要性を整理した上で、基礎統計の
整備状況を踏まえた推計手法を検討する。

内閣府 平成26年度か
ら検討する。

◎ 建設業の産出額をより的確に把握するため、そ
の推計手法を抜本的に見直し、進捗ベースの建設
統計を活用して推計する方式を確立する。

内閣府 平成28年度末
までに結論を
得る。

◎ 上記１(1)ウの支出面の四半期推計の精度確保や
生産面からの四半期推計を行うために有用な基礎
情報の確保について、サービス産業動向調査を中
心に検討する。

内閣府 平成26年度か
ら検討する。

◎ 商品別供給・需要の推計を行うためのコモディ
ティ・フロー法における商品別配分比率の推計、
企業を事業所単位に変換するコンバータの在り
方、労働生産性及び全要素生産性指標を把握する
ための基礎情報の整備について検討を行う。

内閣府 平成26年度か
ら検討する。

◎ 上記１(1)に記載した基礎統計の整備に関する事
項を含む、国民経済計算及び産業連関表と一次統
計との連携強化について、協議、情報共有する場
を設け、優先順位・時間軸を念頭にその推進に努
める。

総務省、
内閣府、
産業連関
表作成府
省庁、一
次統計作
成府省

平成26年度か
ら実施する。

(2) 経済構造
統計を軸とし
た産業関連統
計の体系的整
備
ア 経済構造
統計の整備

◎ 平成28年に実施される経済センサス‐活動調査
については、統計調査を取り巻く環境が厳しさを
増していることを踏まえ、調査の円滑な実施と調
査結果の精度向上のため、報告者の負担軽減を含
めた調査計画の見直しを行う。

総務省、
経済産業
省

平成28年調査
の企画時期ま
でに結論を得
る。
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平成27年度の検討状況又は進捗状況

・ サービス産業に関しては、総務省が実施しているサービス産業に係る統計調査における付加価値
等の把握に関する検討等が「サービス産業統計研究会」（総務省）で行われており、内閣府として
も本研究会に参加し、連携に努めた。

在庫については、商業動態統計調査（経済産業省）において、平成27年７月分以降、小売の期末
商品手持額の商品分類が従来の３品目から９品目に細分化されたことを受けて（いずれも計を除
く。）、平成28年12月以降の公表を予定している国民経済計算の次回基準改定に際して、同統計を
基礎統計としている四半期別ＧＤＰ速報の推計に反映すべく、所要の検討を進めた。

個人企業については、平成26年度に個人企業経済調査（総務省）におけるサービス産業の対象業
種数の拡充等を総務省に要望したところであり、同調査においてサービス産業の対象業種を拡大す
べく、「個人企業経済調査研究会」（総務省）において所要の検討が進められている。

・ 平成26年度には、平成28年経済センサス-活動調査の調査事項として、物品賃貸業についてフィ
ナンシャル・リース分を区分して把握するなどの要望を行ったが、調査実施者側（総務省・経済産
業省）が団体ヒアリングを行った結果、報告者側の要因（契約高ベースでフィナンシャル・リース
を区分した情報が現状取れない）等の観点から、平成28年経済センサス-活動調査では導入が見送
られることとなった（平成27年６月には同統計の変更についての統計委員会の答申が行われ
た。）。こうした状況を踏まえ、本事項については、平成28年12月以降の公表を予定している国民
経済計算の次回基準改定後に所要の検討を再開する予定。

・ 平成28年12月以降の公表を予定している国民経済計算の次回基準改定に際して、建設部門の産出
額について、産業連関表の計数を基に、延長年次等について、建設総合統計（国土交通省）等の進
捗ベースの基礎統計を活用した推計手法を導入すべく、実推計作業を進めた。

・ 平成28年12月以降の公表を予定している国民経済計算の次回基準改定に際して、支出面の四半期
推計において、サービス分野の一部の基礎統計をサービス産業動向調査に変更するための検討を、
同統計の作成部局である総務省と連携しつつ進めた。

・ 国民経済計算のコモディティ・フロー法の配分比率のベースとなる平成23年産業連関表の推計に
おいて各商品の配分に係る情報が平成23年の実態に即したものになるよう産業連関幹事会の検討を
通じて関係省庁と連携を行い、平成27年６月には同表（確報）の公表に至った。また、平成28年12
月以降に公表予定の国民経済計算の次回基準改定において、供給・使用表の枠組みにより延長年次
の財貨・サービスごとの中間消費と中間投入を調整する方法を検討する中で、その調整結果をコモ
ディティ・フロー法の商品別配分比率の推計につなげるための検討も進め、所要の推計システムの
開発及び実推計作業を進めた。

・ 本課題を含めた関係府省間の連絡及び調整並びに検討を行うため、「産業関連統計の体系的整備
等に関する検討会議」（以下「産業関連統計検討会議」という。）を平成26年４月23日に設置する
とともに、同検討会議の下で実質的な議論を行う「産業関連統計の体系的整備等に関するワーキン
ググループ」（以下「産業関連統計ＷＧ」という。）において、平成26年４月以降、協議・情報共
有を行っている。
平成27年度においては、経済センサス‐活動調査の中間年における関連する大規模統計調査の在

り方及び企業活動を産業横断的に把握する統計の作成に係る検討において、国民経済計算及び産業
連関表と連携しつつ、議論・情報共有を行った。

なお、平成27年産業連関表の作成に当たっては、平成23年産業連関表と同様、経済センサス-活
動調査を始めとする一次統計を多数活用することになるが、最も重要なデータである同調査の実施
が調査対象年経過後１か月後から５か月後に繰り下げられることに伴い、推計作業が遅れざるを得
ないため、詳細な情報のニーズに留意し、国民経済計算等で必須とされる確報の公表早期化に努
め、速報と一本化して公表する予定。

・ 平成28年経済センサス‐活動調査については、調査の円滑な実施と結果精度の向上のため、地方
公共団体及び各府省との調整、試験調査、企業ヒアリング等を実施した上で、実施時期を前回の２
月から今回は６月にすることや個人経営者向けに簡素化した調査票の作成等を含む新たな調査計画
案を策定し、統計委員会の審議を経て、平成27年７月に総務大臣の承認を得たところ。平成28年度
は、当該調査計画に基づき調査を実施する予定である。
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項　目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期

ア 経済構造
統計の整備

○ 平成28年経済センサス‐活動調査と平成33年同
調査の中間年における母集団情報の整備のための
統計調査の在り方について、事業所母集団データ
ベースの整備状況を踏まえ検討する。

総務省 平成27年度末
までに結論を
得る。

イ 経済構造
統計を軸とし
た新たな枠組
みの構築

○ 上記の検討結果を踏まえ、経済センサス‐活動
調査の中間年における、関連する大規模統計調査
を含めた調査期日の在り方、総売上高の把握等に
ついての枠組みについて検討する。

総務省、
関係府省

平成27年度末
までに結論を
得る。

○ 上記の検討結果も踏まえつつ、経済センサス‐
活動調査及び関連する大規模統計調査の役割分担
等についての新たな枠組みの構築に向けて検討
し、結論を得る。

総務省、
関係府省

平成30年度末
までに結論を
得る。

◎ 2015年農林業センサスのうち、法人形態の農林
業経営体について、経済センサス‐活動調査から
データ移送を受けることにより、他産業からの農
業への参入状況や農林業と農林業以外の事業の関
係等を把握・分析するための統計作成に向けた研
究を行う。

農林水産
省

平成28年度か
ら実施する。
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平成27年度の検討状況又は進捗状況

・ 「事業所母集団データベース研究会」における検討などを踏まえ、母集団情報の整備のための統
計調査である経済センサス‐基礎調査の在り方については、今後、以下のとおりとする方針を平成
28年２月に取りまとめた。
・これまで５年に１回実施してきた経済センサス‐基礎調査については、今後、企業構造・活動状
況及び事業所の開業・廃業状況を経常的に把握していく方法に変更する。
・母集団情報の整備に当たっては、地域別、属性別、規模別等の事業所数等を把握する統計を小地
域単位で毎年度作成するとともに、地域特性に応じた特別集計などを柔軟かつ機動的に行うことを
目指す。
・事業所母集団情報の新たな整備方法については、平成31年度からの本格的実施を目指し、引き続
き、事業所母集団データベース研究会等において具体化に向けた課題等の検討を行う。
・経済構造統計を軸とした産業関連統計の体系的な整備の検討状況を踏まえ、事業所母集団情報の
整備において必要な措置を講ずる。

・ 平成27年５月から産業関連統計ＷＧにおける検討を開始し、平成27年度ブロック別統計主管課長
会議（５～６月開催）において把握した地方公共団体の意見・要望や、関連する総務省統計局及び
経済産業省の取組状況も踏まえつつ、①対象とする調査の範囲、②実施時期、③業務の平準化等に
ついて計９回の検討を実施した上で、第24回同ＷＧ（３月17日開催)において最終報告書を取りま
とめ、第３回産業関連統計検討会議に報告した。
　最終報告書における主な検討結果は以下のとおり。
１　対象とする調査の範囲

経済センサス‐活動調査の中間年における大規模統計調査とは、毎年又は数年毎に実施する調査
であって、企業・事業所を調査対象とする統計調査とする。
２　調査期日

経済センサス‐活動調査の中間年における大規模統計調査の調査期日については、①基準年の調
査である経済センサス‐活動調査との比較可能性の確保、②世帯を対象とする周期調査の調査期日
（主に10月頃）、③数年に一度実施される統一地方選挙及び通常選挙事務との輻輳の回避、④調査
対象企業の決算公表時期等の諸事情を勘案し、原則として６月から７月の間の１日とする。ただ
し、企業活動の状況を決算等により把握する調査については、３月末を決算とする企業が多いとい
う実情を踏まえ、調査期日を設定し、調査の実施時期については、６月から７月に設定することが
望ましい。なお、調査対象や調査事項の特性や結果提供時期の制約等、特段の事情が認められる場
合については例外とし、調査の目的を達成するための特定の調査期日・調査実施時期を設定するこ
ととする。
３　調査の輻輳への対応

地方公共団体における事務の輻輳対策としては、①国と地方の役割分担、②調査周期、③調査方
法、④調査内容等の見直しを適切に実施し、地方の業務負担の軽減を可能な限り推進する。
４　総売上高の把握について
平成28年経済センサス‐活動調査以降の事業所母集団情報の新たな整備方法として、経済センサ

ス‐基礎調査における事業所の活動状態（廃業、新設等）や売上高・従業者数等の把握方法を、①
事業所の活動状態（廃業、新設等）を統計調査員が複数年にわたって順次把握する「ローリング調
査」と、②企業等の売上高や従業者数等を職員の照会により把握する「プロファイリング活動」の
２つを組み合わせて把握する方法に変更する方向で検討を進めている。このローリング調査及びプ
ロファイリング活動については、報告者の記入負担及び地方公共団体の事務負担の軽減と母集団情
報の整備に必要な情報の把握の両立を目指す取組であり、また、地方事務の平準化・負担軽減と
いった中間年における大規模統計調査全般の課題解決にも資するという効果も認められる。

・ 第24回産業関連統計ＷＧ（３月17日開催)においては、上記最終報告書において整理した「新た
な枠組み検討に向けた課題」を中心にした平成28年度の検討の進め方等についても、おおむねの合
意を得たところ。今後、平成28年度末の取りまとめに向けた検討を推進する。

・ 平成26年度から、統計作成に向けた研究の準備として、両センサス間の地域区分の対応可能性等
の検討を行っている。
2015年農林業センサスについては、平成28年３月25日に確定値を公表したが、平成28年経済セン

サス-活動調査のデータ移送は喫緊にはできないことから、2015年農林業センサス結果と前回（平
成24年）経済センサス-活動調査結果との経営体突合（マッチング）を平成28年度より開始する予
定である。
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項　目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期

○ 生産物分類の構築について、商品及びサービス
の特性を踏まえて段階的に検討を進める。

総務省、
関係府省

平成26年度か
ら検討する。

○ 売上高等の集計に関する消費税の取扱い（消費
税込、消費税抜の補正）について、検討の場を設
け、早期に結論を得る。

総務省、
関係府省

平成28年経済
センサス‐活
動調査の企画
時期までに結
論を得る。

(3) サービス
産業に係る統
計の整備

○ サービス産業動向調査について、国民経済計算
等における利活用状況等を踏まえ、できる限り速
やかに基幹統計化について検討し、結論を得る。

総務省 できる限り速
やかに結論を
得る。

○ 第３次産業活動指数について、次回基準改定に
向け、精度や利便性の向上など統計の有用性の更
なる向上を図る。その結果を踏まえ、基幹統計化
の可否を検討し、結論を得る。

経済産業
省

次回基準改定
までに結論を
得る。

○ サービス産業に係る統計の横断的整備として、
関係府省の協力を得て、付加価値等の構造面を把
握する統計の在り方について研究を進める。

総務省 平成26年度か
ら実施する。

(4) 企業活動
に係る統計の
整備

○ 企業活動に関する各種統計調査で共通的に把握
すべき項目を整理した上で、事業所母集団データ
ベースを活用し、企業活動を産業横断的に把握す
る統計の作成及び提供について検討する。

総務省、
関係府省

平成26年度か
ら検討する。

○ 情報通信業基本調査について、企業活動を産業
横断的に把握する統計の作成及び提供についての
検討状況を踏まえ、基幹統計化についての結論を
得る。

総務省、
経済産業
省

上記の検討を
踏まえ、可能
な限り早期に
結論を得る。

○ 事業所を対象とした統計調査における同一企業
内取引について、報告者の負担を考慮した上で、
その把握可能性について検討する。

総務省、
経済産業
省、関係
府省

平成27年度末
までに結論を
得る。

イ　経済構造
統計を軸とし
た新たな枠組
みの構築
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平成27年度の検討状況又は進捗状況

・ 「需要サイド」概念に基づき構築されているとされるＮＡＰＣＳ（北米生産物分類）を適用して
いる米国経済センサスについて情報収集を行い、分析を進めた。【総務省（政策統括官）】

・ 平成26年７月から産業関連統計ＷＧにおける検討を開始し、計９回の検討を経て、平成27年４月
に「統計調査における売上高等の集計に係る消費税の取扱いに関するガイドライン(案)」及び「売
上高等の集計に係る消費税の取扱いに係る検討結果(最終報告)(案)」を取りまとめ、同年５月の各
府省統計主管課長等会議において、ガイドラインを正式決定した。

また、平成28年１月の産業関連統計ＷＧにおいて、消費税率変更及び軽減税率導入に向けた検討
方針に関する合意を得たことから、同年５月以降、具体的な検討を開始し、平成28年度末の取りま
とめに向けた検討を推進する。

・ サービス産業動向調査の産業別売上高（収入額）を四半期別ＧＤＰ速報（ＱＥ）の財貨・サービ
ス別の産出額推計に利用することについて内閣府で検討されていたが、平成27年１-３月期以降の
ＱＥにおける一部サービスの出荷額の推計について、サービス産業動向調査の利用が開始された。
また、平成27年度は、昨年度に引き続き「サービス産業統計研究会」を開催し、サービス産業動向
調査の実施状況の検証や調査の見直しを行ってきたところ。今後、この実施状況の検証や結果の蓄
積、国民経済計算等における利活用の状況等を踏まえ、基幹統計化の適否についても判断する予
定。

・ 第３次産業活動指数（以下「３次指数」という。）は、平成27年９月に平成22年基準改定を実施
し、基準時、ウェイト算定年次、業種分類及び採用系列の見直し、また再編集系列を拡充する等に
より、産業構造の変化に即したサービス活動の実態をより適切に反映した指数に改めるとともに、
多様な分析の用途に資するものとした。基準改定後は、３次指数の分析事例を経済産業省統計ＨＰ
やフェイスブック等へ定期的に掲載し、利活用促進を図っているところ。

一方、３次指数の更なる質的な向上を目指す上では、個別業種の活動状況を適切に捉えた一次統
計データの採用を増やすことが重要であるが、平成17年基準時に採用していた一次統計データの中
には調査が終了となったものも存在するなど、３次指数の作成に用いる一次統計データの充実が進
んでいない状況であり、更なる精度向上は難しい状況である。
　こうした状況を踏まえ、基幹統計化はできないとの結論に至った。

・ サービス産業に係る統計の横断的整備として、平成27年度は、「サービス産業統計研究会」にお
いて試算結果等を提示し、有識者及び関係府省も交えて議論を行った。これらの議論の結果を踏ま
え、今後も引き続き研究を進める予定。

・ 平成26年11月から産業関連統計ＷＧにおける検討を開始し、平成27年度中に実施した計４回の検
討において、本統計の①整備目的、②対象範囲、③位置付け等の基本的な考え方を整理した。
また、本件に関連する詳細な検討（海外文献調査等）を実施するため、平成27年10月から民間事

業者・外部有識者を活用した調査研究を開始し、平成28年２月に調査報告書を取りまとめた。
平成28年４月以降、同調査報告書も踏まえつつ、具体的な検討を開始し、平成28年度末の取りま

とめに向けた検討を推進する。

・ 情報通信業基本調査の基幹統計化に向けた検討課題については、企業活動を産業横断的に把握す
る統計の作成及び提供に関する検討状況を踏まえ、結論を得ることとされており、産業関連統計検
討会議及び産業関連統計ＷＧにおける当該課題への検討に参画しているところ。

・ 平成27年６月に開催した第15回産業関連統計ＷＧにて本件に関する検討を開始し、平成27年度中
に実施した計３回の検討において、把握の必要性や既存調査事項における算出の可能性等を整理す
るとともに、平成27年11月に実施した企業ヒアリング結果も踏まえつつ、平成28年３月に対応方針
及び最終報告書を取りまとめ、産業関連統計検討会議に報告した。
　最終報告書における主な検討結果は以下のとおり。
同一企業内取引を、事業所を対象とする統計調査で網羅的に把握することは困難であるものの、

企業活動をより的確に把握する観点からも同一企業内取引及び付随的活動の実態を把握することは
重要であり、企業活動の産業横断的把握における事項としての対応の可能性について引き続き検討
を進める。【総務省、経済産業省及び関係府省】

・ 平成28年経済センサス‐活動調査においては、同一企業内取引の把握については困難という結論
を得て調査計画案を策定し、統計委員会から適当である旨の答申（平成27年６月）を得たところ。
【総務省及び経済産業省】
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項　目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期

(4) 企業活動
に係る統計の
整備

◎ 平成24年経済センサス‐活動調査の結果を、平
成21年経済センサス‐基礎調査で把握された企業
グループの情報を活用して集計し、企業グループ
に関する統計の研究を行う。

総務省 平成26年度か
ら実施する。

○ 事業所母集団データベースにおける企業グルー
プの把握の進捗を踏まえ、純粋持株会社実態調査
の結果と合わせ、純粋持株会社のグループ活動を
明らかにすることについて検討する。

経済産業
省

平成29年度末
までに結論を
得る。

◎ 四半期別法人企業統計調査の資本金1,000万円か
ら2,000万円までの標本抽出方法の見直し（売上高
で細分化して層化抽出を行う等）を検討する。

財務省 平成28年度末
までに結論を
得る。

(5) 経済活動
のグローバル
化に対応した
統計の整備

【
○

計画本文記載事項】
国際収支マニュアル第６版に準拠した国際収支

統計の見直しの定着度合や利用者の反応をフォ
ローアップする。

(財務省)

○ 事業所母集団データベースの企業情報と貿易統
計とのマッチングを行うことにより、輸出入行動
を当該企業の企業特性（外資比率等）と関連付け
た、新たな統計を作成することについては、両
データベースの収録情報の接続が可能か否か、本
来の行政手続の円滑な実施が阻害されないか、個
別企業の情報が識別されることがないか等といっ
た観点から、引き続き、その作成が可能か否かを
検討する。

財務省 平成28年度末
までに結論を
得る。

○ 貿易統計については、統計調査以外の方法によ
り作成される統計であることから、その特性に留
意するとともに、国民への情報提供の充実、本来
業務への要請と両立し得るかという観点等も考慮
し、引き続き基幹統計化の可否について検討す
る。

財務省 平成30年度末
までに結論を
得る。

○ 海外事業活動基本調査の更なる充実、精度向上
を行い、基幹統計化の可否についても検討する。

経済産業
省

平成28年度末
までに結論を
得る。

○ 関係府省等の協力の下、一般政府収支、一般政
府債務総額、金融健全性指標等に関するデータの
四半期化等について、必要な対応を検討する。

財務省、
総務省、
内閣府、
金融庁、
国土交通
省

平成26年度か
ら検討する。

○ 上記の一環として、財政統計の担当省の協力を
得て、一般政府収支の四半期ベースでの把握や発
生主義での推計手法を検討する。

内閣府 平成26年度か
ら検討する。
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平成27年度の検討状況又は進捗状況

・ 企業グループに関する統計の研究として、個票を用いた研究を進め、平成24年経済センサス‐活
動調査の結果を、平成21年経済センサス‐基礎調査で把握された企業グループの情報を活用して集
計し、企業グループの経済活動について明らかにした。今後、統計学会等において平成26年経済セ
ンサス‐基礎調査の結果も含め研究結果の発表を行うとともに、統計局ホームページ等において公
表する予定。

・ 事業所母集団データベースにおける企業グループの把握の進捗及び純粋持株会社実態調査の結果
を踏まえ、純粋持株会社のグループ活動を明らかにすることについての検討に今後取り組む予定。

・ 四半期別法人企業統計調査の資本金1,000万円から2,000万円までの標本抽出方法の見直しとし
て、売上高で細分化して層化抽出を行うためには、母集団名簿に売上高に関する情報が含まれてい
る必要があるが、法人企業統計調査で使用している母集団名簿には、売上高に関する情報は含まれ
ていない。このため、売上高に関する情報を含む事業所母集団データベースの活用が前提となる。
しかしながら、法人企業統計調査の母集団名簿と事業所母集団データベースには法人数のかい離が
生じているため、当省において、法人企業統計と経済センサスの名簿のマッチングを行ったとこ
ろ、資本金１億円以上については大部分の法人が一致したが、資本金1億円未満については大きく
かい離していることが判明した。今後、総務省と相談しながら検討を進める予定。

・ 国際収支マニュアル第６版に準拠した国際収支統計の見直しの定着度合や利用者の反応を、ヒア
リング等を通じて引き続きフォローアップした。

・ 平成27年度は事業所母集団データベースの現状及び関係省庁の取組状況について情報収集を実施
した。

・　基幹統計化の可否について、平成30年度末までに結論を得るよう今後検討予定。

・ 調査対象名簿整備や回収率・記入率など基幹統計調査とする場合の問題点などについて検討を
行った。

・ 平成28年３月に金融健全性指標の四半期データの公表を開始。また、同年４月のＩＭＦの特別
データ公表基準（ＳＤＤＳ）プラス参加に向けてＩＭＦとの具体的な調整を行った（４月18日に参
加）。引き続き関係省庁等で協力しつつ、一般政府収支、一般政府債務総額の推計に必要となる
データの検討や公表に向けた準備を行っている。

・ 基礎統計に制約のある四半期別の地方政府の支出額に係る情報を把握するべく、平成27年６月末
分以降、地方公共団体消費状況等調査（内閣府）を拡充し、67の全都道府県・政令指定都市の情報
把握を開始するとともに、一般政府の税収について発生ベースによる推計手法の検討を進めた。
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項　目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期

２ 分野別経済
統計の整備
(1) 環境に関
する統計の整
備

○ 家庭からの二酸化炭素排出実態を把握するため
に必要な統計調査の本格実施に向けた検証など、
温室効果ガスの排出及び吸収に関する統計データ
の更なる充実に取り組む。

環境省 平成26年度か
ら実施する。

○ 廃棄物等に関する統計の精度向上及び公表の迅
速化に向けた更なる検討を行う。

環境省 平成26年度か
ら検討する。

○ 平成23年環境分野分析用産業連関表の作成にお
いて、平成17年表で精度が不十分であった部門別
投入量等の把握を行うなど、課題の解決方法を関
係府省の協力を得ながら検討する。

環境省 平成29年度末
までに結論を
得る。

○ エネルギー消費統計については、総合エネル
ギー統計への組込みに向けて、これまで行ってき
た検討により明らかとなった問題点、課題等の解
決に取り組むとともに、引き続きデータの精緻化
を図る。

資源エネ
ルギー庁

平成26年度か
ら実施する。

○ 上記の検討を踏まえ、エネルギーに関する統計
について体系的な整備を行い、基幹統計の範囲に
ついて検討を行う。

資源エネ
ルギー庁

平成29年度末
までに結論を
得る。

(2) 観光に関
する統計の整
備

○ ＴＳＡについて、引き続き内閣府の協力を得つ
つ、平成23年度公表に至る作成経験等を踏まえ
た、更なる精度向上や未整備な表の作成に取り組
み、その充実を図る。

観光庁 平成26年度か
ら実施する。

○ 都道府県の観光入込客統計について、現行推計
方法の検証により精度向上に向けた改善を検討す
る。また、各都道府県が統計整備を継続するため
に、利活用につながる分析事例等の提示を行い、
地域の観光統計の改善を支援する。

観光庁 平成26年度か
ら実施する。

○ 観光地域経済調査について、調査の実施に際し
て明らかとなった課題の解決や調査結果の有用性
を踏まえた利活用について検討を行い、平成28年
度における次回調査の実施の可否等について早期
に結論を得る。

観光庁 平成26年度末
までに結論を
得る。

○ 宿泊旅行統計調査及び旅行・観光消費動向調査
など既存の観光統計について、それぞれ統計の精
度向上に取り組む。

観光庁 平成26年度か
ら実施する。
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平成27年度の検討状況又は進捗状況

・ 温室効果ガスの排出及び吸収に関する統計データの更なる充実について、平成27年度は「温室効
果ガス排出量算定方法検討会」を１回開催し、国際ルールの変更や最新の科学的知見を踏まえ、温
室効果ガスの算定方法の精緻化を行った。（27年度の検討結果を基に、28年４月には精緻化された
算定方法による「平成26年度 温室効果ガス排出量（確報値）」を公表し、気候変動枠組条約事務
局に提出した。）
家庭からの二酸化炭素の排出実態を把握する統計の整備のため、総務省から一般統計調査の承認

を得て「家庭からの二酸化炭素排出量の推計に係る実態調査 全国試験調査」を平成26年10月から
27年９月にかけて実施した。調査結果として平成28年３月24日に報道発表資料（「家庭からの二酸
化炭素排出量の推計に係る実態調査 全国試験調査」の結果（速報値）について）を公表した。ま
た、平成28年６月の確報値及びｅ－Ｓｔａｔによる統計表の公表に向けての準備、加えて本格調査
に向けた総務省への一般統計調査の承認申請準備を行っているところである。

・ 廃棄物等に関するデータの精度向上及び公表の迅速化について、平成27年度は「循環利用量調査
改善検討会」を３回開催し、産業廃棄物の中間処理プロセスの精緻化について検討を進めた。

引き続き、廃棄物等の循環利用量データの改善について、精度向上及び公表の迅速化等の観点か
ら既存の情報資産の活用を含めて検討を進めていく。

・ 平成23年環境分野分析用産業連関表の作成については、平成26年度に引き続き、作成要領に記載
されている推計方法の精度向上について検討を進めた。また、同連関表の作成・公表に向けて、関
連する統計調査の収集や作成要領の見直し及び課題抽出を継続的に行った。

・ 課題である時系列安定化などに向けて、委託研究により得られた方策を採用し、平成27年度調査
（28年４月から６月にかけて実施）において、標本を半数ずつ入れ替えるローテーション・サンプ
リングを導入することとした。

・ エネルギーに関する統計の体系的な整備の検討を効率的・効果的に行うため、昨年度行った経済
産業省特定業種石油等消費統計調査の所管部署変更のための承認手続きに続き、業務委託契約を活
用して平成28年１月から実際に調査を開始し、本格的な検討のための環境を整備した。

・ 全部で10表あるＴＳＡの各表のうち、未整備の第８表から第10表について、整備に向けて作成方
法の試行を行いつつ検討を進めた結果、第８表及び第10表は作成可能の見通しが立ったため、平成
25年版から作成し、平成27年３月に公表した。一方、第９表（観光集合消費）については、観光集
合消費を算出することが資料上の制約や技術の上で困難であること、また、ＴＳＡ導入国が必ずし
もＴＳＡ全表を整備していないことに鑑み、同表は作成しない予定である。

・ 平成26年度と同様、都道府県の観光入込客統計について、全国の地方運輸局において、地方公共
団体の観光統計担当者を対象とした説明会を開催し、観光地点の入込状況の把握や近隣都道府県と
の観光消費額の比較など、分析事例等を紹介した。今後は引き続き現行推計方法の検証により精度
向上に向けた改善を検討し、各都道府県が統計の整備を推進するための支援を継続する。

・ 観光地域経済調査について、平成24年度の調査結果の利活用に向け、自治体向けに周知活動、
ニーズ調査、モデル地域を対象とした分析事例の作成等を実施した。

平成24年度の調査設計の課題等については、解決は技術的に困難と判断しつつあったが、一方
で、地方創生に向けた各種施策を政府が進めている中、効果測定や新たな施策を実施していくにあ
たり、地域観光統計の必要性は高まっている状況である。

こうした状況を受け、都道府県別の旅行者数と旅行消費額について、既存の観光統計を用いた加
工統計の作成に着手するとともに、平成24年度の調査設計の課題等の解決が技術的に困難であるこ
とを受け、平成28年度の調査は行わないこととした。

・ 宿泊旅行統計調査については、精度向上のためオンライン調査に係る周知・普及方法の改善策
や、オンライン調査以外でも調査対象施設の協力が得られやすい環境の整備に向けた取組について
検討し、回収率の向上を図る取組を実施しているところである。

また、旅行・観光消費動向調査の精度向上について、同調査は現在、速報値及び確報値を公表し
ているが、速報値から確報値への改定により、値が約10％押し下がる傾向が見受けられる。この傾
向の解消に向けて、調査票の各設問の記入率の状況を調べた結果、過去６か月の旅行回数の回答が
必要なため、忘却等の要因により過小申告となることが要因と考えられる。そのため、平成28年の
調査以降、調査期間を６か月から３か月に縮小し、その後の調査票の記入率の状況を引き続き検証
することとした。
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項　目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期

(2) 観光に関
する統計の整
備

○ 上記の検討を踏まえ、宿泊旅行統計調査及び旅
行・観光消費動向調査について、観光地域経済調
査及び国際基準との整合性を勘案した上で、基幹
統計化に向けた観光統計の体系的整備について検
討し、結論を得る。

観光庁 平成28年度末
までに結論を
得る。

(3) 交通に関
する統計の整
備

◎ 物流の効率化を輸送モード横断的に評価するた
め、輸送貨物品目分類の統一及び品目別輸送量の
把握を行う。

国土交通
省

平成28年度末
までに実施す
る。

◎ 環境に関する基礎統計の整備として、関係府省
と連携を取りながら内航海運や自動車における燃
料消費量を把握する統計の精度向上に取り組む。

国土交通
省

平成28年度末
までに実施す
る。

◎ 自動車輸送統計を総合的に活用するため、輸送
量に加え、ロードファクター（積載効率、実車率
等）の把握とともに、他の輸送統計や行政記録情
報の活用も含めて体系的整備を行う。

国土交通
省

平成28年度末
までに体系的
整備に向けた
考え方の結論
を得る。

(4) 建設・不
動産に関する
統計の整備

○ 建築物リフォーム・リニューアルについて、建
設総合統計及び国民経済計算へ反映することを目
的とした投資額の把握と、住宅施策等の適切な推
進に寄与するための工事内容ごとの投資額等の把
握を図る。

なお、建築着工統計で一部把握されている建築
物リフォーム・リニューアル投資額部分との重複
に関する取扱いの整理なども行う。

国土交通
省

平成27年度末
までに結論を
得る。

○ ５年ごとに実施する法人土地・建物基本調査を
中心とした体系的整備を進めるため、中間年にお
ける土地取得のフローを継続的に把握する必要性
等を整理した上で、フローとストックの情報を構
造的に把握することを検討し、結論を得る。

国土交通
省

平成30年法人
土地・建物基
本調査の企画
時期までに結
論を得る。

○ 平成25年法人土地・建物基本調査等の結果を踏
まえ、世帯、公的部門も含めた我が国の土地の所
有及び利用状況の全体の捉え方について検証を行
う。

国土交通
省

平成27年度か
ら実施する。

３ 人 口 ・ 社
会、労働関連
統計の整備
(1) 社会保障
全般に関する
統計の整備

【
○

計画本文記載事項】
ＳＨＡ手法に基づく保健医療支出推計について

は、引き続き、推計の基となる既存統計等の精度
向上に努めるとともに、ＯＥＣＤにおけるＳＨＡ
改定に積極的に関与し、国際比較可能性の向上を
図る。

(厚生労
働省)
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平成27年度の検討状況又は進捗状況

・ 上記のとおり宿泊旅行統計調査及び旅行・観光消費動向調査については、精度向上に向けた方策
を検討している段階のため、基幹統計化に向けた観光統計の体系整備について検討する段階に至っ
ていない。

・ 自動車輸送統計調査及び内航船舶輸送統計調査（いずれも基幹統計調査）について、陸上輸送及
び海上輸送の比較可能性の向上等の観点から、輸送貨物品目分類の見直しを行い、平成27年度の調
査から適用した。

・ 内航船舶輸送統計調査については燃料消費量の精度向上のため、平成27年度の調査から、従前の
月間総輸送量に加えて新たに月間総燃料消費量についても目標精度（５％）を設定した標本設計に
より、調査を実施した。

自動車燃料消費量調査についても、平成28年度の調査から、従前の原単位に加えて新たに月間総
燃料消費量について目標精度（５％）を設定した標本設計により、調査を実施することとした。

・ 自動車輸送統計調査については、「自動車輸送統計調査の体系的整備等に係る検討委員会」を設
置し、調査体系等の見直しの方向性について、他の統計や行政記録情報の活用の余地も含め、議論
を実施したところ、現行の自動車輸送統計調査では把握できない貨物営業用における最大積載量別
の輸送実績及び旅客営業用乗合における輸送実態（一般路線・高速路線）別の輸送実績を把握する
必要性が発生したことから、貨物営業用については最大積載量別、旅客営業用乗合については一般
路線・高速路線別の調査項目を付した自動車輸送統計予備的調査を平成27年９月～11月に実施した
ところである。その結果等を踏まえ、引き続き自動車輸送統計の体系的整備に向けた考え方の検討
を行うこととする。

・ 基本計画において課題として挙げられた事項全体について、建築物リフォーム・リニューアル調
査の調査内容の見直しを行い、平成27年11月18日に総務大臣より当該調査（一般統計調査）の変更
承認を受け、平成28年度から見直し後の調査を実施する予定である。

見直し内容については、①建設総合統計等へ反映するため、改装・改修工事（建設投資部分）と
維持・修理工事（消費部分）に項目を分けて投資額の把握を行うこととした。②ＣＯ２削減等環境
負荷低減など住宅施策等の適切な推進に寄与するため、省エネルギー工事の部位別工事内容につい
ての投資額の把握を行うこととした。③建築物リフォーム・リニューアル調査と建築着工統計調査
との重複部分を把握するため、建築工事届提出の有無についての項目を追加することとした。

なお、国民経済計算等への反映については、見直し後の調査により得られるデータの蓄積が必要
であることから、遡及推計及び反映時期等の具体的事項について、引き続き内閣府と調整を行う予
定である。

・ 平成25年法人土地・建物基本調査結果及び平成26年土地動態調査結果等を踏まえ、検討すること
としており、平成26年度中に、学識経験者等からなる「土地基本調査研究会」において、調査の実
施状況及び基本計画の「具体的な措置、方策等」について説明し、認識を共有したところである。
今後検討に着手し、平成30年法人土地・建物基本調査の企画時期までに結論を得る予定である。

・ 平成25年法人土地・建物基本調査結果等を踏まえ、検討することとしており、平成26年度中に
は、学識経験者等からなる「土地基本調査研究会」において、調査の実施状況及び基本計画の「具
体的な措置、方策等」について説明し、認識を共有したところ。

また、平成27年度においては、平成27年12月に「土地基本調査研究会」を開催し検証に着手し
た。今後も引き続き、学識経験者等の意見も踏まえて検証作業を行う。

・ 保健医療支出推計のデータソースの一つとして利用されている「介護給付費等実態調査」につい
ては、平成27年介護報酬改定を踏まえ結果表章の見直しを行った。
【内容】
・小規模多機能型居宅介護の短期利用別、複合型サービスの看護小規模多機能型居宅介護・短期利
用別の追加等

また、厚生労働省として、ＳＨＡ手法に基づく医療保健支出推計の推計方法を検討するＯＥＣＤ
のＳＨＡ検討委員会に出席し必要な情報を収集等を行った。
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項　目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期

(1) 社会保障
全般に関する
統計の整備

◎ 社会保障費用統計の公表時期の早期化、ＩＬＯ
基準に基づいた制度間移転のクロス集計の充実及
び集計項目の細分化に努める。

厚生労働
省

平成26年度か
ら実施する。

○ 医療、福祉及び介護に関連する統計について、
統計の利便性、有用性等の向上を図るため、これ
らの分野における統計体系の全体像を整理し、公
表する。

厚生労働
省

平成26年度末
までに実施す
る。

(2) 人口減少
社 会 や ワ ー
ク・ライフ・
バランスに対
応した統計の
整備

◎ 国勢調査について、ＩＣＴや高齢化の進展等を
踏まえ、オンライン調査の対象を全国に拡大する
とともに、報告者の特性にも配慮した記入支援を
行うなど、調査方法等の見直しを進める。また、
調査結果について、一層の公表時期の早期化に努
める。

総務省 平成27年調査
の企画時期ま
でに結論を得
る。

○ 現在推計人口の基幹統計化について、集計の充
実に向けて都道府県間移動等に係る外国人人口に
関する新たな推計方法の検討を推進し、結論を得
る。

総務省 平成28年度前
半までに結論
を得る。

◎ 欧州統計家会議（ＣＥＳ）による「生活時間調
査に関するガイドライン」（ Guidelines for
Harmonizing Time-Use Surveys）の内容を精査
し、社会生活基本調査（基幹統計調査）の調査計
画の検討に活用する。

総務省 平成28年調査
の企画時期ま
でに結論を得
る。
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平成27年度の検討状況又は進捗状況

・ 平成27年度は指摘事項について、前年の有識者ヒアリングや研究会から得られた方法のうち、集
計項目の細分化を進めた。また、公表の早期化については抜本的集計方法の見直しを含めて検討を
行った。

１．公表早期化
平成25年度の公表の遅れが国民医療費のデータ提供の遅延によるものだったため、平成26年度

は、国民医療費の作成部局に提供の早期化を強く働きかけ、11月11日に公表したが、そこからさら
に平成27年度は約３週間早めて、10月23日に公表することができた。しかし、国民医療費を使用す
ると、これ以上の早期化は難しい上、今後も同統計の公表時期が不測の事態で遅れることも考えら
れるため、他の方法を検討した。その結果、ＯＥＣＤの「保健」については、ＩＨＥＰ(医療経済
研究機構）がＯＥＣＤに提出している速報値を使うという案を提示し、関係各局と協議を行った。
平成28年度からは、速報値を当該年度については用い、次年度公表時に前の年の速報値を確定値に
置き換えて遡及することで合意がとれた。平成28年度集計においては、この方法を採用して、より
早期の公表が実現するよう鋭意努力している。

２．集計項目の細分化 (クロス集計）
第16表 社会保障給付費参考表２（介護保険）の追加：ＩＬＯ基準の社会保障給付費の基礎表で

ある集計表２では、各医療保険者の収入として介護保険第２号被保険者の介護保険料徴収分が計上
されている一方で、介護保険の保険料拠出は第１号被保険者分のみの計上となっていたため、制度
設計上の収入構成と一致していない。そこで第16表では、各医療保険者の介護保険分の集計を再掲
し、また介護保険には第２号被保険者分の保険料収入を別掲することで、制度設計上の収入構成を
再現できるように工夫した。

第19表 児童・家族関係給付費の推移（1975～2013年度）」において、児童福祉サービス費のう
ち保育所費が占める金額を再掲して細分化した。
　第21表　「制度別・分野別社会支出」において、「保健」を制度レベルに細分化して公表した。

・ 「厚生労働統計一覧」（厚生労働省で実施している主な統計調査や業務統計について、調査名と
調査内容が13の分野に分けられ、掲載されている。）について、分野の変更（細分化）、業務統計
の追加を行い、より分かりやすくした全体像を、平成27年４月末に厚生労働省ホームページに掲載
した。

また、分野内における各統計の主な調査事項、統計指標などを簡潔に整理した「厚生労働統計調
査・業務統計等体系図のポイント」を作成し、平成28年３月29日に厚生労働省ホームページに掲載
した。

・ 国勢調査について、これまでの有識者会議や第１次・第２次の試験調査の結果を踏まえ、第３次
試験調査を実施し、本番を想定した実査事務の地方自治体における習熟を兼ねた最終的な検証を
行った。また、これまでの検討結果を踏まえ、オンライン調査の全国展開やオンライン調査を推進
するためのいわゆる「オンライン調査先行方式」による調査手法の導入、高齢者世帯など記入の支
援を円滑に行うための任意封入方式の採用、結果の早期提供などの見直し案を盛り込んだ実施計画
案を統計委員会に諮問（平成26年６月）し、平成26年10月20日に見直し案に沿った答申を得た。こ
れを受け、平成27年国勢調査を実施した。

・ 現在推計人口については、住民基本台帳法の改正に伴い、利用可能となった外国人住民関連統計
を用いた都道府県別人口の推計方法の改善について検討を行った。また、地方公共団体における人
口推計の実態確認を行うとともに、国における新たな推計方法の概要について周知を行うなど、基
幹統計化に向けた取組を実施した。
　なお、基幹統計としての指定に向けて、平成28年度中に統計委員会への諮問を行う予定である。

・ 平成28年社会生活基本調査の調査計画の検討に当たって欧州統計家会議（ＣＥＳ）による「生活
時間調査に関するガイドライン」の内容を精査したところ、ガイドラインの勧告には概ね対応済み
であると確認できた。

上記確認を踏まえた平成28年社会生活基本調査の調査計画案について統計委員会に諮問（平成27
年10月）し、適当であるとの答申（平成28年１月）を得た。
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項　目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期

(2) 人口減少
社会やワー
ク・ライフ・
バランスに対
応した統計の
整備

◎ 国民生活基礎調査（基幹統計調査）の所得票及
び貯蓄票を用いた調査結果において、都道府県別
表章が可能となるよう標本規模を拡大することに
ついて、試験調査等を実施し、その結果を踏まえ
て検討する。

厚生労働
省

平成28年調査
の企画時期ま
でに結論を得
る。

○ 21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）の調
査対象者が平成25年度に中学生になったことを勘
案し、関係府省との調整を含め、今後の調査の方
向性や調査内容について検討する。

厚生労働
省

平成26年度末
までに結論を
得る。

○ 各調査の
実施府省

平成26年度か
ら実施する。

(3) 教育をめ
ぐる状況変化
等に対応した
統計の整備

○ 児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関
する調査について、客観性及び比較可能性を確保
するための基準の設定等、引き続きその改善に向
けた取組の充実を図る。

文部科学
省

平成26年度か
ら実施する。

○ 子供の学習費調査について、報告者の負担を考
慮した上で、学習費のより的確な把握に向け、学
習費に関連する調査内容等の充実を図る。

文部科学
省

平成26年度か
ら実施する。

○ 学校教育から就業へのライフコースを的確に捉
える統計（縦断調査）の実施について、予算の確
保や実施体制等多くの課題が存在することから、
既存調査との連携も含めて、実現に向けて検討す
る。

文部科学
省

平成27年度末
までに結論を
得る。

○ 社会教育調査について、教育委員会制度等の在
り方に関する中央教育審議会の審議結果等を踏ま
えつつ、施設の利活用・運営状況など新たな調査
内容を含めた統計の整備を検討する。

文部科学
省

次期（平成27
年度予定）調
査の企画時期
までに結論を
得る。

(4) 企業活動
の変化や働き
方の多様化等
に対応した労
働統計の整備

○ 同一企業内における雇用形態の転換をより的確
に把握する観点から、労働力調査（基幹統計調
査）における当月と前月の呼称及び勤め先の名称
をマッチングすることにより、雇用形態転換数を
推計し、他の調査結果との比較検証や結果精度を
踏まえ、公表の可否を検討する。

総務省 平成26年度末
までに結論を
得る。

年齢階級別に表章している調査において、結果
精度や報告者の負担等を考慮した上で、各歳別表
章の実施及び年齢区分の見直しなどを検討し、可
能なものから統計データの充実を図る。
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平成27年度の検討状況又は進捗状況

・ 平成26年に試験調査を計画していたが、予算が確保できず実施できなかったため、これに代わる
方法として、本調査の調査ルートである地方公共団体（保健・福祉部局及び保健所・福祉事務所）
及び調査員を対象に、上記計画に沿って実施した場合の負担感や実施可能性を検討するため、アン
ケート調査等を実施した結果、地方公共団体等の負担は必ずしも軽減されないこと、また、有識者
から調査事項の大幅な削減は失われる情報と得られる新たな情報との見合いで妥当とはいえないと
の指摘があること等から、所得票及び貯蓄票による調査の標本規模の拡大は事実上困難であるとの
検討結果を統計委員会に報告した。

それを受けて、統計委員会の答申（平成27年10月26日付け諮問第82号）において、「調査実施者
の結論は、現時点では昨今の限られた統計リソースを踏まえるとやむを得ないものと考えられ
る。」とされた。

・ 21世紀出生児縦断調査の調査対象者のうち平成13年出生児については、平成29年１月の調査か
ら、調査実施主体を文部科学省とする縦断調査（厚生労働省との共管調査）において、調査してい
くこととなった。

・ 平成26年全国消費実態調査において、高齢化の進展を踏まえた年齢区分の見直しを行い、集計世
帯数を考慮の上、年齢階級別の結果表における「75歳以上」を、「75～79歳」、「80～84歳」及び
「85歳以上」に分割した結果表を追加し、公表した。【総務省】

・ 平成26年上半期及び平成27年上半期の雇用動向調査結果を用いて、各歳別表章の分析を行った。
平成26年（年期）及び平成27年（年期、平成28年夏頃公表予定）の雇用動向調査についても同様の
分析を行う予定。【厚生労働省】

・ 2015年農林業センサスにおいては、今後の人材育成・確保等に関する施策の検討に資するため、
平成28年３月25日の確報値公表において、雇用者（常雇い）を年齢階層別に表章した。【農林水産
省】

・ 調査の客観性及び比較可能性を確保するため、平成27年度に実施した平成26年度調査（平成27年
９～10月公表）から、「都道府県別教育委員会が設置する｢教育支援センター（適応指導教室）｣の
状況」、「事由別中途退学者数の『国公私別』・『課程別』」「都道府県別 都道府県・指定都市
における教育相談機関及び教育相談員数」を公表した。

また、全国の生徒指導担当者が出席する会議において、正確な実態の把握を依頼するとともに、
いじめの認知件数が少ない10自治体に対して、積極的認知の働き掛けや重大事態に係る分析等につ
いて、直接の訪問等により意見交換を実施した。（平成27年11月）

次回調査においては、いじめの重大事態の調査について、計上基準を分かりやすい表現に改める
とともに、不登校について詳しく分析できるように調査項目を見直す。

・ 平成26年度調査において、学習費のより詳細な把握のため、附帯調査として通塾頻度や進路希望
等を把握したところであるが、平成28年度調査では、附帯調査の調査事項に、兄弟姉妹の数及び学
齢並びに学校外学習時間の項目を追加することとした。

今後、附帯調査を取りまとめ、当該項目を本体調査の調査事項として追加するか否かについて
は、報告者への負担感も考慮して検討を行うとともに、調査内容等の充実を図る。

・ 平成27年度において、厚生労働省が実施する21世紀出生児縦断調査のうち平成13年出生児に係る
縦断調査を当省と厚生労働省との共管調査として継続実施できるかについて検討と調整を行ったと
ころ。

文部科学省としては、縦断調査は教育の効果等を測定できる貴重な統計調査になると認識してい
るため、平成13年出生児に係る縦断調査を文部科学省が実施主体（厚生労働省と共管）となり、引
き続き、実施体制の整備や具体的な調査計画の策定を行うことで、平成29年１月から実施すること
とした。

・ 平成27年度において、これまでの統計委員会からの指摘を踏まえ、各社会教育施設の「運営状況
に関する評価の実施状況」に関する項目等を追加の上、実施した。

さらに、平成30年度調査の実施に向け、施設利用者に関する情報の詳細な把握について検討する
ためのアンケート調査の準備を行い、平成28年度に実施予定である。

・ 平成26年度中に、同一企業内での雇用形態の転換の的確な把握の可否について、労働力調査の平
成25年２月～５月の当月及び前月の４か月分のデータを用いて、当月と前月の呼称及び勤め先の名
称をマッチングすることにより検証した。また、併せて、集計・公表に係る事務量等についても検
証した。その結果、調査世帯内において当月と前月で記入者が異なる等の要因により記入内容に差
異が生じるという問題があることなどから、現状では同一企業内での雇用形態の転換を的確に把握
し公表することは困難であるとの結論に至った。
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項　目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期

(4) 企業活動
の変化や働き
方の多様化等
に対応した労
働統計の整備

○ ＩＬＯにおける就業・失業等に関する国際基準
の見直しや今後の実務マニュアルの検討状況を踏
まえ、失業者等の定義の変更や失業率を補う新た
な指標の作成及び提供について、既存の研究結果
や試験調査の実施等を含めた検討を行った上で、
時系列比較の観点にも留意しつつ、国際基準に可
能な限り対応した統計の作成及び提供に努める。

総務省 平成28年度末
までに結論を
得る。

○ 労働者の区分等について、厚生労働省から提示
された案及び同省が平成25年度末までにまとめる
検証結果を基に、府省横断的な情報共有・検討の
場において、検証・検討のポイントを整理し、関
係府省の所管調査における実査可能性や影響等の
検証を実施する。その結果を基に府省横断的な見
直し内容の結論を得て、順次調査の見直しを行
う。

総務省、
関係府省

平成26年度か
ら実施する。

第３
１ 統計作成の
効率化及び報
告者の負担軽
減

【
○

計画本文記載事項】
年次フレームの作成及び提供、共通事業所コー

ドの保持並びに保持に必要な調整及び支援につい
ては、関係府省との連携を図りつつ、引き続き取
組を強化・継続する。

(総務省､
各府省)

(1) 事業所母
集 団 デ ー タ
ベ ー ス の 整
備・利活用

○ 新たな行政記録情報等の活用や企業への直接的
な照会などにより企業組織構造の変化を経常的に
確認する方法について検討し、母集団情報の効果
的かつ効率的な整備を推進する。また、これらの
取組に当たり、専門性を持つ人材の育成や体制整
備等に努める。

総務省 平成26年度か
ら順次実施す
る。
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平成27年度の検討状況又は進捗状況

・ ＩＬＯにおける就業・失業等に関する国際基準の見直しへの対応について、平成27年度には、実
地検証のため「就業希望の把握に関する準備調査」を実施するとともに、海外主要国・機関に対し
て、ＩＬＯ決議の対応状況を照会した。

また、有識者及び関係省を構成員とする「雇用失業統計研究会」において引き続き検討を行って
おり、今後、「就業希望の把握に関する準備調査」の結果等を踏まえ、労働力調査の変更計画案を
策定し、平成28年度内に、同計画の承認申請を行う予定である。

・ 平成26年５月から産業関連統計ＷＧにおける検討を開始し、計20回の検討を経て、平成27年４月
に「統計調査における労働者の区分等に関するガイドライン(案)」及び「労働者の区分等に関する
検証・検討結果(最終報告)(案)」を取りまとめ、同年５月の各府省統計主管課長等会議において、
ガイドラインを正式決定した。

また、平成27年度においては、統計委員会における平成26年度統計法施行状況報告審議において
指摘された①結果表章の在り方、②間接雇用の把握の在り方、③常用労働者の内訳区分の改善等に
ついて、平成27年８月以降、順次検討を行い、平成28年３月に最終報告書を取りまとめ、第３回産
業関連統計検討会議に報告した。
　最終報告書における主な検討結果は以下のとおり。
１　結果表章の在り方（「常用雇用者」と「常用労働者」の用語の統一余地の検討）

当面、ガイドラインの対象となる統計調査については、結果表章の工夫により、「常用雇用者」
と「常用労働者」の定義が同じであることを明確にする。その他の事業所・企業を調査対象とする
統計調査についても、結果表章の工夫余地を検討し、統計間の比較可能性の向上に努める。中長期
的な観点からは、国際労働機関（ＩＬＯ）等における動向や、「世帯・個人を対象とする統計調
査」における取組状況も踏まえた第Ⅲ期基本計画の策定に向けた議論を踏まえ、必要に応じて用語
の統一に向けた府省横断的な検討を再開する。
２　間接雇用の把握の在り方
（１）派遣労働者の詳細な内訳区分の把握

経済センサスを始めとする事業活動の把握を主目的とする統計調査においては、派遣労働者数の
詳細な内訳区分は把握しない。ただし、全体の派遣労働者数は、引き続き把握し、派遣労働者実態
調査等の個別統計における内訳区分の人数比率を用いた推計を可能とする。
（２）間接雇用を把握している統計調査における整合性

受入者及び送出者の取扱いについて、経済センサスとの間に相違が見られる統計調査について
は、経済センサスを軸とした産業関連統計の体系的整備の観点から、特段の支障のない限り、経済
センサスと同様の区分に完全準拠することが望ましい。
３　常用労働者の内訳区分の改善等
（１）より客観的な指標を用いた常用労働者の内訳区分
処遇による区分からより客観的な区分への改善としては、「雇用契約期間（無期・有期）」を基

本的な調査事項とする。平成28年度以降は、試験調査や企業ヒアリング等により、実査可能性に係
る検証・検討を推進した上で、平成33年経済センサス‐活動調査の企画時までに、現行ガイドライ
ンの改正を目指す。
（２）実労働時間の把握
現時点では、仕事ベース（本業・副業を区別してカウント）の実労働時間を一部の統計調査の結

果から推計しており、特に支障も生じていないことから、全調査共通的な調査項目として実労働時
間を導入することは当面見合わせる。

・ 年次フレームについては、平成25年から毎年度作成し、関係府省等に対して提供しているとこ
ろ。
事業所母集団データベースから各府省に提供する共通事業所コードの保持について、関係府省と

連携を図り、その状況を把握し、必要な調整及び支援を実施している。【総務省】

・ 「事業所母集団データベース研究会」における検討などを踏まえ、企業組織構造の変化を経常的
に確認する方法については、母集団情報の整備のための統計調査である経済センサス‐基礎調査に
おいて、以下のとおり実施するものとする方針を平成28年２月に取りまとめた（平成31年度から実
施予定）。
・主要な企業グループ等について、本所・支所等の企業構造と売上高、従業者数などの企業活動状
況に関する基本的事項を経常的に把握する。
・これを効率的かつ効果的に行うプロファイリング活動として、主要な企業グループのトップに位
置する企業に対して専任の担当職員を当て、企業等の中核的な情報や組織構造を把握するととも
に、このための人材育成及び体制整備を行う。
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項　目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期

(1) 事業所母
集 団 デ ー タ
ベ ー ス の 整
備・利活用

○ 事業所母集団データベースを活用して、我が国
の事業所・企業の実態を把握する統計に加え、事
業所・企業の異動状況や産業の成長・衰退等に着
目した統計を作成する。また、地理情報の活用等
についても研究を推進する。

総務省 平成26年度か
ら順次実施す
る。

(2) 行政記録
情報等の利活
用の推進

【
○

計画本文記載事項】
所管府省における行政記録情報等の活用に関す

る検討状況については、総務大臣による統計調査
の承認の審査や統計委員会における基幹統計調査
の審議において確認する。

(内閣府､
総務省）

○国際的な動向も踏まえつつ、統計データとビッグ
データを相互に結び付け、活用することについて
研究を進める。

(各府省)

ア 行政記録情
報等の活用

○ 総務省、
各府省

平成26年度か
ら実施する。

○ 行政記録情報等の統計への活用実態等につい
て、府省間の情報共有を図るとともに、各府省と
連携して行政記録情報等を活用するに当たっての
課題等を整理し、解決のための方策を検討する。

また、特別集計による税務データの活用可能性
については、財務省及び経済産業省が地域や業種
を限定して作成した特別集計値における経済統計
への活用可能性の検証結果等について府省間の情
報共有を図る。その後、関係府省は、この検証結
果を踏まえ、所管統計の作成に当たって、その活
用余地を検討する。

総務省、
各府省

平成26年度か
ら実施する。

イ 社会保障・
税番号制度の
統計への活用

○ 法人番号については、その運用・管理の状況を
踏まえ、事業所母集団データベースへの利用に向
けた検討を行う。また、企業を対象とする統計調
査における法人番号の利活用について検討し、情
報共有を図る。

総務省、
各府省

平成26年度か
ら実施する。

○ 個人番号については、その利用範囲の拡大に関
する番号法の見直しに併せて、統計作成における
活用について検討する。

関係府省 平成30年度末
までに結論を
得る。

各府省の協力の下、行政記録情報等の統計作成
への活用に係る実態調査の充実を図った上で、定
期的に実施し、行政記録情報等から作成される業
務統計の作成・公表状況等についてホームページ
に掲載する。なお、業務統計を作成する府省にお
いては、合理的な理由がある場合を除き、当該統
計をホームページ等で公表する。

56



平成27年度の検討状況又は進捗状況

・ 「事業所母集団データベース研究会」における検討などを踏まえ、事業所・企業の実態を把握す
る統計及び事業所・企業の異動状況や産業の成長・衰退等に着目した統計については、経済センサ
ス‐基礎調査の抜本的な見直しに伴い、地域別、属性別、規模別等の事業所数等を把握する統計を
小地域単位で毎年度作成するとともに、地域特性に応じた特別集計などを柔軟かつ機動的に行うこ
とを目指すという方針を平成28年２月に取りまとめた（平成31年度から実施予定）。

また、地理情報の活用等については、引き続き、事業所母集団データベース研究会等において検
討を行うこととする。

・ 統計委員会における基幹統計調査の審議に当たっては、所管府省における行政記録情報等の活用
に関する検討状況を確認している。答申の中で具体的に言及したものは、以下の１件である。
・工業統計調査
また、統計法施行状況に関する審議（第Ⅱ期基本計画関連分及び未諮問基幹統計確認関連分）に

おいても行政記録情報の活用に関する審議を行った。【総務省（統計委員会担当室）】

・ 平成27年度においても、基幹統計調査及び一般統計調査に係る全ての承認手続（計98件）の過程
において、活用可能な行政記録情報の有無を確認し、行政記録情報の活用による代替や調査簡素化
の可能性について審査した。【総務省（政策統括官）】

・

・

オープンデータを先進化するために、データの提供方法を更に高度化し、利用しやすくする取組
として、オープンデータの国際的な評価指標である「５スターオープンデータ」による公開レベル
の最高ランクであるＬＯＤ形式で統計データ等を提供することについて検討を進めており、平成27
年度には、福井県、福井県内全市町及び独立行政法人統計センターと連携して、統計データをＬＯ
Ｄ形式で提供する「オープンデータモデル事業」を実施した。

本モデル事業の成果及び検討結果を踏まえ、平成28年度にＬＯＤ等のデータ提供の実施や手引き
書の策定等を行う。
統計データ・ビッグデータを活用する能力の高い人材育成を図るため、パソコン等でデータの活

用方法や統計に関する知識を学べる日本政府初のＭＯＯＣ講座である「データサイエンス・オンラ
イン講座」及び統計力向上サイト「データサイエンス・スクール」について、コンテンツの拡充を
進めた。【以上、総務省】

・ 委託事業として「平成27年度ビッグデータとその解析技術を活用した新指標の開発事業」を行っ
た。【経済産業省】

・ 前年度に引き続き平成27年度も、各府省の協力の下、「行政記録情報等の統計作成への活用に係
る実態調査」を実施し、その結果を府省間で共有するとともに、総務省ホームページに掲載した。

なお、同実態調査については、統計調査における行政記録情報の活用状況をより具体的に把握す
るなど、内容の充実を平成26年度に行ったところ。【総務省（政策統括官）】

・　作成した業務統計は、原則として各府省ホームページ等により公表している。【各府省】

・ 前年度に引き続き、「行政記録情報等の統計作成への活用に係る実態調査」について、各府省に
調査結果を送付し、情報共有を行った。

・ 平成26年９月から産業関連統計ＷＧにおける検討を開始し、平成27年度末までに計３回の検討を
実施。平成27年９月には国税庁の協力を得て、法人番号制度の①概要、②番号付与の仕組み、③今
後のスケジュール等について情報共有を図った。

・ 人口動態調査においては、戸籍事務での個人番号の活用に向けた法務省の検討状況も踏まえ、引
き続き情報収集に努めている。【厚生労働省】
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項　目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期

(3) オンライ
ン調査の推進

【
○

計画本文記載事項】
所管府省におけるオンライン調査の導入に関す

る検討状況については、総務大臣による統計調査
の承認の審査や統計委員会における基幹統計調査
の審議において確認する。

(内閣府､
総務省)

○ 統計調査の実施計画を企画する際、オンライン
調査を導入していない調査は導入の適否、導入し
ている調査はオンラインによる回収率の向上方策
について事前に検討する。

各府省 平成26年度か
ら実施する。

○ オンライン調査を推進するため、各府省と連携
して、オンライン調査の導入状況や課題等に係る
情報を共有する場を設置し、各府省の取組を支援
する。

総務省 平成26年度か
ら実施する。

○ 政府統計オンライン調査総合窓口の機能の改
善・拡充等を検討するとともに、パソコン以外の
モバイル機器の利用も可能とするなどのＩＣＴの
普及状況に伴う対応についても検討する。

総務省、
各府省

平成27年度末
までに結論を
得る。

(4) 統計基準
等の見直し

【
○

計画本文記載事項】
統計基準については、今後とも、継続性の観点

に留意しつつ、社会経済情勢の変化等を踏まえ、
設定又は改定からおおむね５年後を目途に、改定
の必要性について検討し、必要に応じて所要の措
置を講ずる。

(総務省)

○ 各府省と連携して、基幹統計を中心に表章区分
（年齢や事業所規模等）の現状を整理した上で、
標準的な表章区分の在り方について検討する。

総務省 平成29年度末
までに結論を
得る。

２ 統計リソー
スの確保及び
有効活用

【
○ (各府省)

計画本文記載事項】
統計リソースの確保及び有効活用に向けて引き

続き不断の努力を行う。なお、各府省における統
計リソースの確保及び有効活用の取組を支援する
ため、引き続き取組状況に関する情報の共有など
を行う。
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平成27年度の検討状況又は進捗状況

・ 統計委員会における基幹統計調査の審議に当たっては、所管府省におけるオンライン調査の導入
に関する検討状況を確認している。答申の中で具体的に言及したものは、以下の６件である。
・経済センサス‐活動調査
・経済産業省生産動態統計調査
・社会生活基本調査
・国民生活基礎調査
・工業統計調査
・商業動態統計調査
また、統計法施行状況に関する審議（未諮問基幹統計確認関連分）においても各未諮問基幹統計

におけるオンライン調査の導入に関する審議を行った。【総務省（統計委員会担当室）】
・ 平成27年度は、基幹統計調査、一般統計調査合わせて98本の承認の審査を行い、その全てについ

て、オンライン調査の導入に関する検討状況について確認を行った。審査に当たっては、オンライ
ン調査が未導入の調査やオンライン調査の利用率が低調な調査については、更なる導入の推進を図
るよう適宜指導を行っており、経済センサス‐活動調査や社会生活基本調査における全面的なオン
ライン調査の導入等の成果が得られたところ。【総務省（政策統括官）】

（資料編　資料４参照）

・ 各府省のオンライン調査推進の取組を支援するため、「オンライン調査の推進に関する行動指
針」（平成27年４月オンライン調査推進会議申合せ）を策定した。
また、平成27年７月に「オンライン調査の推進に関するワーキンググループ」を開催し、政府統

計オンライン調査総合窓口の改善等（ＨＴＭＬ調査票作成支援ツールの提供など）の具体的な検討
や情報共有の実施、行動指針に基づく各府省の取組状況についてフォローアップ調査等を行った。

・ 政府統計オンライン調査総合窓口については、検討の結果、平成30年１月のシステム更改におい
て大規模改修を行い、それまでは機能強化を中心とした改善を行うこととした。平成27年度には、
ログインの際の確認コードの制限の緩和など機能を改善するとともに、パソコン以外のモバイル機
器携帯型端末で回答が可能となるよう政府統計オンライン総合窓口を、画面サイズに応じて表示で
きる方式への対応を行った。

さらに、ＩＣＴの普及状況に伴う対応については、モバイル機器で回答できる電子調査票の作成
についての検討を進め、27年度にモバイル機器で回答できるＨＴＭＬ形式の電子調査票が作成でき
るＨＴＭＬ電子調査票作成支援ツールを開発した。【総務省】

・ 特定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査では、オンライン調査のホームページ
について、回答者の利便性の観点から、タブレット端末・スマートフォンに対応した仕様とし、市
民の社会貢献に関する実態調査では、督促のハガキにＱＲコードを記載した。【内閣府】

・ 一部の一般統計調査について、スマートホンやタブレッド端末での回答を可能とした対応を行っ
た。【国土交通省】

・ 統計基準改定の必要性について、各府省からの意見も参考としつつ、不断の検討・検証を行って
いる。

・　各府省の調査における関連情報の収集を行っている。

・ 前年度に引き続き、各府省における統計リソースの確保及び有効活用の取組を支援するため、平
成28年度歳出予算概算要求書の提出前（平成27年７月）及び提出後（同11月）に、「統計リソース
の確保及び有効活用等に関するワーキンググループ」（以下「統計リソース確保等ＷＧ」とい
う。）を開催し、予算概算要求及び機構定員要求の状況について、府省間の情報共有及び意見交換
を実施した。

・ 内閣人事局に対する平成28年度分の機構定員要求の結果、日本生産物分類の設定等のための生産
物分類専門官（１名）の設置が認められた。【総務省（政策統括官）】
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項　目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期

２ 統計リソー
スの確保及び
有効活用

(1) 統 計 リ
ソースの確保
のための取組

○ 公的統計に共通する統計の作成方法・利活用等
の研究を実施するとともに、各府省における統計
の作成、企画等を支援するため、統計研修所にお
ける研究体制の整備及び研究機能の拡充を行う。
また、同研修所を中心に、独立行政法人統計セン
ターとの連携を図るなどして、各府省の要請に応
じた統計の作成や調査実施計画の策定等を支援す
る。

総務省 平成27年度か
ら実施する。

○ 統計の信頼性を確保しつつ、調査票情報等の提
供及び活用、政府統計共同利用システムを通じた
情報提供機能の強化等に中核的な役割を果たすこ
とが期待される独立行政法人統計センターのリ
ソースを確保するよう努力する。

また、各府省を支援する観点から、調査票情報
等の提供及び活用、政府統計共同利用システムを
通じた情報提供機能の強化等に係る各府省に共通
する取組（一般用ミクロデータ（仮称）の作成、
オンサイト利用等による調査票情報の利用、ＡＰ
Ｉ機能の提供のためのデータ登録等）のうち、専
門的な技術や知見を要し、一元的な検討・実施が
効果的かつ効率的な事項については、独立行政法
人統計センターの機能を最大限活用できるよう措
置する。

総務省 平成26年度か
ら実施する。

(2) 調査体制
の機能維持、
国と地方公共
団体の連携

【
○

計画本文記載事項】
地方公共団体とも連携し、統計調査員の役割や

重要性等に関する周知を引き続き推進するととも
に、統計調査員の確保・育成や処遇改善等に関す
る取組を継続的に実施する。

(関係府
省)

○ 報告者の特性も勘案した適切かつ効率的な調査
手法を検討するなどして、引き続き地方公共団体
の業務量の軽減及び中長期的な観点からの業務量
の平準化を図るとともに、地方公共団体のニーズ
を踏まえつつ、地域別表章の充実・支援を実施す
る。

関係府省 平成26年度か
ら実施する。
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平成27年度の検討状況又は進捗状況

・ 平成28年度から縦断調査を取り組むにあたって、実施体制を整備する必要があるため、内閣人事
局に対して平成28年度分の定員要求を行い、１人の増員、１人の自律的再配置が認められた。【文
部科学省】

・ 内閣人事局に対する平成28年度分の機構定員要求において、自律的再配置を要求し、２人認めら
れた。【厚生労働省】

・ 内閣人事局に対する平成28年度分の機構定員要求において、自律的再配置を要求し、１人認めら
れた。【国土交通省】

・ 第32回統計リソース確保等ＷＧ（11月27日開催）において、各府省が統計調査計画を企画する
際、統計技術的な課題が発生した場合に総務省政策統括官（統計基準担当）に相談してもらえば、
統計研修所が支援する仕組みを示し、活用を促した。

第４回経済財政諮問会議（３月24日開催）において、高市総務大臣から「政府統計の精度維持・
向上に向けた取組について」が提出された。

同取組においては、新たな統計行政機能の改善・強化の方向性として、総務省における新たな体
制づくりが示され、統計委員会及び各府省の統計改善業務を支援するため、統計技術改善支援ＰＴ
（仮称）を統計研修所に設け、統計技術改善に関する技術的手法等について、研究開発を行うとさ
れた。

これを受け、統計研修所において、３月28日に「統計技術改善支援プロジェクトチーム設置要
綱」を定めた。

・

・

・

政府統計共同利用システム（統計情報データベース及びＡＰＩ機能）の統計情報データベースに
統計データが登録されていなかった基幹統計（13統計）について、平成27年度に、政府統計共同利
用システムを運用・管理している独立行政法人統計センターで登録作業を実施した。

一般用ミクロデータの作成については、統計センターの専門的な技術や知見を活用し、統計局と
統計センターで作成し、平成28年３月30日から統計センターのＨＰにて提供を開始した。今後は、
利用者ニーズを把握し、提供中のデータの改善、新たなデータの作成等の検討を行う。

リモートアクセスを活用したオンサイト利用については、総務省と統計センターで検討を行い、
中央データ管理施設の管理を行う者として統計センターのリソースを活用することを念頭に、大学
等研究機関との連携も含め、実現に向けた具体化を進めている。

・

・

・

　
統計調査員の役割や重要性等に関する周知については、地方公共団体と連携し、以下の取組を引

き続き実施。
　・調査対象に対しては、依頼状・リーフレットによる周知
　・一般に対しては、経常調査用広報ポスター等の掲出
　上記のほか、統計局ホームページに統計調査員の役割等について記載。
統計調査員の調査活動における事故等を防止するための安全確保に関する周知については、以下

の取組を引き続き実施
　・各種事務打合会等において『調査の手引』等を用いた安全確保の意識の啓発
　・統計調査員に対する支援体制の整備並びに複数人による活動の推進
　・調査活動時における安全対策用品の携行の徹底

平成27年国勢調査においては、平成26年度から27年度にかけて調査員募集に係るキャンペーンサ
イト、ポスター及びリーフレットを作成し、地方公共団体における調査員確保への支援をした。
【以上、総務省】

・ 統計調査員の確保・育成に資するために、引き続き「調査員だより」の発行を行い、調査員の役
割や重要性に関する周知を行っているところ。【農林水産省】

・　調査員の役割や身分などについて継続してホームページに掲載した。【経済産業省】

・ 地方公共団体の負担軽減のため、大規模統計調査である平成28年経済センサス‐活動調査及び平
成29年工業統計調査においては、従前国直轄調査部分のみオンライン調査を導入してきたが、調査
員調査部分においてもオンライン調査の導入を立案し、総務大臣の了承を得た。【総務省及び経済
産業省】

61



項　目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期

(2) 調査体制
の機能維持、
国と地方公共
団体の連携

○ 統計調査事務地方公共団体委託費については、
試行検証の結果や都道府県の意見も踏まえつつ、
配置実態を反映した交付対象範囲に見直す方向で
検討する。

総務省 平成27年度末
までに結論を
得る。

(3) 統計職員
等 の 人 材 育
成・確保

【
○

計画本文記載事項】
人材の確保・育成を意識した人事交流や研修を

充実するなど、これまでの多面的な取組の更なる
定着の促進を図る。その際、これまでの取組状況
を踏まえ、特に効果がある取組を重点的に推進す
る。

(各府省)

○ 研修参加機関や参加者の評価・ニーズも踏まえ
つつ、研修内容の充実・見直しを実施するととも
に、地方公共団体等からの研修講師派遣要請への
積極的な対応、各府省等における研修企画の支
援、統計研修の講師育成など、統計職員等に対す
る研修の実施体制の整備及び研修機能の拡充を行
う。

総務省 平成26年度か
ら段階的に実
施する。

(4) 災害発生
時等の備え

○ 大規模災害が発生した場合の対応に関する検討
の場を設置し、個別調査ごとに対応する課題と府
省横断的に対応する課題に整理した上で、対応指
針を取りまとめ、各府省における具体的な行動計
画の策定を促進する。その際、大規模災害が発生
した場合における調査票情報の提供の在り方につ
いても検討する。

また、対応方針の取りまとめに当たっては、日
頃から統計調査関係者の自覚・判断力を養う方策
についても検討し、各統計調査の実施時や、地方
公共団体及び統計調査員等を対象とした研修等に
おいて周知徹底を図る。

総務省、
各府省

平成27年度末
までに対応指
針を取りまと
め、平成28年
度から順次実
施する。

(5) 民間事業
者の活用

【
○

計画本文記載事項】
民間事業者の活用については、調査業務の負担

軽減及び効率化を図ることを共通認識として、こ
れまでの取組の更なる定着促進を図る。

(各府省)

○ 民間事業者に委託する際の仕様書の改善を図る
ことで、より的確な民間事業者の活用を図るた
め、「公的統計の品質保証に関するガイドライ
ン」におけるプロセス保証の導入状況を踏まえ、
「統計調査における民間事業者の活用に係るガイ
ドライン」に、プロセス保証の考え方を導入する
方向で検討する。

総務省、
各府省

平成28年度末
までに結論を
得る。

３ 統計調査環
境の改善
(1) 統計ニー
ズの的確な把
握

○ 統計委員会委員と統計利用者等との意見交換会
については、報告者、地方公共団体及び政策部局
にも対象を拡大するとともに、掘り下げた検討結
果を府省横断的な統計等の整備・改善の審議等に
活用するなど、一層の活性化を図る。

内閣府
（統計委
員会）

平成26年度か
ら実施する。

○ 報告者の利便性の向上等にも配慮し、統計ニー
ズに係るアンケート調査の内容等を見直す。ま
た、各府省が個別に把握している所管統計の改善
や統計データの提供に係る統計ニーズの情報共有
を図るなど、府省間の連携を強化する。

総務省、
各府省

平成26年度か
ら実施する。

○ 各府省 平成26年度か
ら実施する。

(2) 統計の品
質保証活動の
推進

統計の品質保証活動に関する取組状況、効果的
かつ効率的実践手法等の情報共有を通じ、自己評
価の計画的な推進、評価結果の公表等に関する取
組を強化する。
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平成27年度の検討状況又は進捗状況

・ 統計専任職員の対象範囲等の見直しについては、都道府県の実情や意見を踏まえ、再任用短時間
勤務職員を対象範囲に含めた定数管理を平成25年度から試行期間として実施し、問題点の有無を検
証してきたところである。検証結果を踏まえ、再任用短時間勤務職員を平成29年度から統計専任職
員の対象とする方向で、準備を進めている。

（資料編　資料５参照）

・ 統計研修所では、毎年６月に各府省や地方公共団体等に対し研修内容に関するアンケートを実施
しており、その結果を受け、平成27年度は「エクセルによる社会に活かすためのデータ分析入
門」、「社会・人口統計の基本」及び「ＧＩＳによる統計活用」を新設した。

また、各府省や都道府県等から依頼に基づき講師を派遣（10件）するとともに、平成28年度統計
研修を検討し、「初めて学ぶ統計 -公務員のためのオンライン講座-」、「統計解析ソフト「Ｒ」
の基礎」、「１日で学ぶ標本設計」の３コースを新設することとした。

・ 統計リソース確保等ＷＧ（平成27年９月、11月、28年１月の３回）において、対応指針の策定に
向け、対応指針の位置付け、構成、府省横断的に対応する課題や個別調査ごとに対応する課題、調
査票情報の提供の在り方、日頃から統計調査関係者の自覚・判断力を養う方策等について議論を行
い、「大規模災害が発生した場合に関する対応指針」（平成28年３月30日総務省政策統括官（統計
基準担当）決定）を決定した。
また、28年度以降、各府省における行動計画の策定状況について同ＷＧで情報共有を行うこと等

により、各府省における行動計画の策定の促進を図る予定である。

（資料編　資料６参照）

・ 「統計の品質保証及び民間事業者の活用に関するワーキンググループ」（以下「統計品質保証等
ＷＧ」という。）において、「公的統計の品質保証に関するガイドライン」における導入状況を踏
まえ、「統計調査における民間事業者の活用に係るガイドライン」へのプロセス保証の考え方の導
入に向け検討を開始した。

・ 統計委員会委員と統計利用者等との意見交換会について、平成26年度中にテーマを選定（ビッグ
データの利用可能性）し、27年４月に開催した。

・ 「統計ニーズの的確な把握の枠組み」（平成26年３月25日統計データの有効活用に関する検討会
議了承）に基づき、統計一般に関するニーズ把握について、平成26年度に引き続き、テーマの設定
や実施期間の集中化、広報活動の重点化を行った。

・ 統計品質保証等ＷＧにおいて、各府省における統計の品質保証活動に関する取組状況等に関する
情報共有を行った。

・ 基幹統計（国民経済計算）及び一般統計調査について、品質表示及び品質評価に係る実施計画を
定め、当該計画に基づき、調査実施部局において、品質保証活動に関する取組を実施。大臣官房に
おいて、部局ごとの取組結果を確認し、府内の取組状況について適宜部局と情報共有し、取組内容
の改善等を促した。【内閣府】
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項　目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期

○ 国際的な動向や関連学会における研究結果等を
踏まえ、公的統計へのプロセス保証を、「公的統
計の品質保証に関するガイドライン」に導入する
方向で同ガイドラインの見直しを実施する。

総務省、
各府省

平成27年度末
までに実施す
る。

○ 各府省

○ 各府省の協力を得て、集中的な調査票の提出促
進運動や、きめ細かな業界団体への周知活動な
ど、各府省における広報・啓発活動の充実を図る
上で効果的かつ効率的な実践手法等に係る情報共
有を行うとともに、統計調査に対する非協力者へ
の対応について総合的な観点から検討する。

総務省 平成26年度か
ら実施する。

「統計調査の円滑な実施を阻害する行為への対
処に係る考え方」を参考に、府省間及び地方公共
団体との情報共有を行うとともに、所管統計調査
の実施状況を検証した上で、行動指針に基づく具
体的な取組を行う。

平成26年度か
ら順次実施す
る。

(3) 統計に係
る広報・啓発
活動の推進等

(2) 統計の品
質保証活動の
推進
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平成27年度の検討状況又は進捗状況

・ 品質表示及び品質評価について、「公的統計の品質保証に関するガイドライン」等に準じて可能
な範囲で実施する体制を維持している。【警察庁】

・ 平成26年度及び27年度実施の統計調査について、「公的統計の品質保証に関するガイドライン」
に基づき、表示の見直し及び自己評価を実施し、26年度実施分の評価結果の概要を28年３月に統計
局ホームページ上で公開した。引き続き、所管する統計について、自己評価を計画的に実施する。
【総務省】

・ 「犯罪被害に関する総合的研究（第４回犯罪被害実態（暗数）調査）」については、外部有識者
等から構成される委員会において、調査研究実施前の事前評価及び実施後の事後評価をもって品質
評価を実施し、調査研究の客観性と専門性の担保に努めているところ、平成27年度において、同研
究に係る事後評価を実施し、その結果を公表した。【法務省】

・ 「公的統計の品質保証に関するガイドライン」に基づき、財務省が所管する基幹統計及び一般統
計について自己評価を実施した。【財務省】

・ 「公的統計の品質保証に関するガイドライン」に基づき、文部科学省が所管する基幹統計におい
て自己評価を実施した。【文部科学省】

・ 品質表示については、平成26年度に引き続き、所管する統計についてフォローアップを実施し
た。品質評価については、予算の概算要求の前に、実施する予定の統計調査について、簡易的な自
己評価を実施した。【厚生労働省】

・ 品質表示について、順次当省ホームページを更新済。統計調査の見直しの検討に当たっては、
「公的統計の品質保証に関するガイドライン」を踏まえた品質評価を行っているところ。【農林水
産省】

・ 省内の全ての統計調査における自己評価を行った。その際、管理・調整室が二次的チェックを行
い、可能な限り客観性を担保する体制で実施した。【経済産業省】

・ 「公的統計の品質保証に関するガイドライン」に基づき、所管する16統計について、品質表示の
評価及び品質評価を実施した。

評価の結果、品質表示の項目で改善できる部分については、改善指導を行い、各統計作成課室に
て改善対応が可能な箇所から修正等を行っているところである。【国土交通省】

・ 一般社団法人日本品質管理学会における「公的統計調査のプロセス－指針と要求事項」の検討状
況を踏まえ、プロセス保証（統計調査の実施過程に係る質の評価）を導入することで「公的統計の
品質保証に関するガイドライン」の見直しを実施した（同ガイドラインを平成28年２月23日改
定）。

・ 総務省政策統括官（統計基準担当）が毎年度開催しているブロック別統計主管課長会議を活用
し、各ブロックにおいて地方公共団体からの意見を聴取し、情報共有を行った。

・

・

・

・

統計調査の重要性及び必要性を国民に理解してもらうことを目的として、統計調査の利活用実例
や最近の統計調査結果を用いた広報冊子を作成し、図書館での閲覧に供したり、イベント会場で配
布する等、統計調査に対する理解増進に努めた。

平成27年国勢調査を円滑かつ正確に実施するため、各府省及びマンション管理団体をはじめとす
る各種団体に対し協力依頼を行った。

平成28年経済センサス-活動調査を正確かつ円滑に実施するため、27年度においては、新聞広告
による広報や、各府省、関係団体、商業施設を有する企業等に対し、協力依頼を行った。
平成27年度経常調査を円滑かつ正確に実施するために、地方公共団体と相互協力し、ポスター掲

出及びリーフレット配布、新聞広告ほか、YouTube統計局チャンネルへの映像掲載やインターネッ
ト広告等、広く国民一般に向けての広報を行った。【以上、４事項総務省】

・ 平成27年10月に当省の「消費者の部屋」及び平成27年11月に農林水産祭「実りのフェスティバ
ル」において、統計調査に対する理解と協力の啓発を図るため、農林水産統計の役割や「統計で見
る農林水産業」のパネル展示を行った。【農林水産省】

・

・

平成27年５月から６月にかけて、地方公共団体から出された非協力者への対応に係る意見や周
知・広報の好事例等について、地方公共団体と情報共有を行った。その上で、当該意見や事例等に
ついて、各府省とも情報共有を行った。

「統計調査に対する国民の理解増進のための行動指針」に基づく各府省の取組状況に係るフォ
ローアップ調査を実施した（平成28年５月31日回答期限）。
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項　目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期

(4) 統計リテ
ラシー等の向
上

○ 文部科学省の協力を得つつ、学会や教育関係者
等と連携し、教員等の研修参加者が児童・生徒の
統計リテラシーを高めるための実践方法を習得で
きるよう研修内容の充実を図るとともに、地方に
おいて研修を開催するなど、研修参加機会を拡大
する。

また、学会や教育関係団体等と連携し、カリ
キュラム及び副教材を開発・作成する。

さらに、上記の研修やカリキュラム及び副教材
を活用し、ワークショップ型授業の導入を促進す
るための支援を行う。

総務省 平成26年度か
ら順次実施す
る。

○ 統計研修所における研修内容について、統計
データの探し方や利用方法等教育関係者のニーズ
に即したものとなるよう充実を図る。

総務省 平成26年度か
ら実施する。

○ 地方公共団体等とも連携し、統計に関係する有
識者や職員ＯＢ等の人材を有効に活用して、ワー
クショップ型授業の導入を促進するための支援を
行う。

各府省 平成26年度か
ら実施する。

○ 広く一般的に活用可能な「一般用ミクロデータ
（仮称）」については、利用者ニーズの把握を
行った上で、作成に関する検討を行い、早期に提
供を開始する。

総務省 平成27年度か
ら実施する。

(5) 研究開発
成果の共有

○ 各府省と連携して、研究開発の成果を共有でき
る仕組みを構築し、各府省の研究開発を支援す
る。

総務省 平成26年度か
ら実施する。

４ 統計データ
の有効活用の
推進

【
○

計画本文記載事項】
今後も引き続き、調査実施者における調査票情

報等の適切な保管を徹底する。
(各府省)

(1) 調査票情
報等の提供及
び活用

○ オーダーメード集計については、利用条件を緩
和する方向で検討を進める。また、オンデマンド
集計の技術的検証等の実用化に向けた検討を行
う。

さらに、利用者のニーズに留意しつつ、提供す
る統計調査の種類や年次の追加等を行う。

総務省、
各府省

平成26年度か
ら検討する。

○ 調査票情報の提供については、セキュリティ確
保に万全を期す観点から、リモートアクセスを含
むオンサイト利用やプログラム送付型集計・分析
といった新たな利用方法の実現を目指し、役割分
担の整理を含め、実用化に向けた検討を行う。

総務省、
各府省

平成26年度か
ら検討する。

○ 匿名データの作成及び提供については、利用者
のニーズや匿名性の確保と有用性の向上に留意し
つつ、提供する統計調査の種類や年次の追加等を
行う。

各府省 平成26年度か
ら実施する。

○ 匿名データの年次追加に伴う手続の簡素化につ
いて検討する。

内閣府
（統計委
員会）、
総務省

平成26年度か
ら検討する。
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平成27年度の検討状況又は進捗状況

・ 平成26年度に、教員を対象とした「統計指導者講習会」に関して、統計教育の実践方法等に関す
る班別討議、公的統計を活用した実践事例（実践講習）など、研修内容を充実した。また、平成27
年度においては、青森県、福井県、岐阜県、愛知県及び佐賀県において統計指導者講習会等を開催
して、研修参加機会の拡大を図った。

上記講習会等の開催に当たっては、文部科学省の協力を得て、教育関係者の参加を促すととも
に、教育関係部局と都道府県統計主管課の連携を要請した。

・ 統計研修所では、平成26年度から教員、教育関係者を対象として、統計データの探し方や見方、
統計データの利用方法等の授業に役立つヒントを研修内容とした「教育関係者向けセミナー」を実
施している。（27年度受講者数27名）

・ 地方公共団体が統計教育の推進に当たって必要とする支援を把握するため、平成26年度に引き続
き「統計教育に関する意見交換会」（27年度は、岐阜県を始め５県が参加）を実施し、先進的取組
を共有するとともに、27年度は新たに、小中学校への「出前授業」用のコンテンツを都道府県等に
提供した。【総務省】

・ 「一般用ミクロデータ」については、ニーズを把握の上、総務省統計局と独立行政法人統計セン
ターで平成21年全国消費実態調査の一般用ミクロデータを作成し、平成28年３月30日から独立行政
法人統計センターのＨＰにおいて提供を開始した。

・ 各府省が実施した調査研究の結果について、平成26年12月に開設した「各府省統計研究情報
フォーラム」（政府共通インフォメーションボード）へ掲載し、共有・蓄積を行った。

・　調査票情報等は、各府省において適切に管理している。

・

・

・

オーダーメード集計の利用条件の緩和については、「統計データの有効活用に関するワーキング
グループ」や「統計データの二次的利用促進に関する研究会」などで検討した結果、企業の研究利
用の促進を図りつつ、利用目的や公表義務など利用者にある程度の制約を課す方向で見直しを行う
こととし、平成28年１月にガイドライン、同年２月に省令、告示の改正を行った（いずれも平成28
年４月１日施行）。

オンデマンド集計については、その実用化に向けた秘匿処理技術等に係る研究を、一般用ミクロ
データ(仮称)の作成及び提供に関する研究と一体的に行うこととし、検討を進めている。【以上、
総務省】

平成27年度において、国の行政機関及び日本銀行がオーダーメード集計の提供対象とした統計調
査は、26調査（259年次分）であり、26年度における提供対象と比較して、新たに提供を開始した
統計調査は無かったが、20年次分のデータが追加された。【各府省】

・ セキュリティ確保に万全を期すとともに、多様なデータの利用など利用者の利便性を図りつつ、
施設の運用・管理、審査の効率化のため、「リモートアクセスを活用したオンサイト利用」の仕組
みを構築することとし、平成28年度中の試行運用開始に向けたスケジュールや施設の在り方に関す
る課題と対応について整理した。また、この仕組みを官学が連携して進めるため、学界における
「公的統計ミクロデータ研究コンソーシアム」の設立（平成28年３月）に協力した。【総務省】

・ 平成27年度において、国の行政機関が匿名データの提供対象とした統計調査は、７調査（43年次
分）であり、26年度における提供対象と比較して、新たに提供を開始した統計調査は無かったが、
２年次分のデータが追加された。

また、就業構造基本調査（総務省）（平成19年）に係る匿名データの作成について、統計委員会
に平成28年３月に諮問され、28年度まで継続して審議されている。

・ 平成27年９月の統計委員会において、年次追加に伴う手続の簡素化に関する方針を取りまとめ
た。平成28年１月に、当該方針に沿って「匿名データの作成・提供に係るガイドライン」を改正し
た。
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項　目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期

(1) 調査票情
報等の提供及
び活用

○ 「統計データ・アーカイブ（仮称）」の整備に
ついては、整備対象とするデータの範囲を、調査
票原票を除いた調査票情報等に限定し、調査票情
報等を活用する上で必要なデータ（メタデータ）
の整備を拡充する方向で具体的な検討を進めると
ともに、名称についても、その目的が明確になる
ように変更を検討する。

総務省、
各府省

平成28年度末
までに結論を
得る。

(2) 政府統計
共同利用シス
テム等による
統計データの
共有・提供の
推進

○ 政府統計共同利用システムの統計情報データ
ベースへの統計データの登録作業の簡素化・支援
方策を検討し、各府省の協力を得て、統計データ
登録の促進を図る。

総務省 平成26年度か
ら実施する。

○ 政府統計共同利用システムのｅ－Ｓｔａｔによ
る情報提供機能の改善に当たっては、利用者の満
足度等を把握し、利用者の利便性の向上に係る検
討に活用するほか、ＡＰＩ機能の提供や統計ＧＩ
Ｓの充実等の技術的研究の推進等、統計データの
高度利用についても検討する。

総務省 平成27年度末
までに結論を
得る。

５ 国際協力及
び国際貢献の
推進

【
○

計画本文記載事項】
国際会議等への積極的な参画など、国際協力の

推進を図る。
(各府省)

○ ＪＩＣＡ等と連携し、統計関係の国際機関等へ
の統計専門家の派遣、発展途上国等諸外国からの
統計に関する研修生の受入れなど、統計分野にお
ける積極的な国際貢献に努める。

○ 各府省と連携して、国際機関に対する我が国の
統計情報の提供状況を全体的に把握できる仕組み
を構築し、国際機関に対する統計情報の提供の充
実に努める。

総務省 平成26年度か
ら実施する。

第４ 【計画本文記載事項】
１ 施策の効果
的かつ効率的
な実施

○ 公的統計基本計画推進会議を通じた府省間の連
携を一層推進するとともに、第Ⅱ期基本計画に掲
げた施策に応じて推進体制を再構築し、政府一体
となった取組を促進する。

(各府省)

○ これまで統計委員会に諮問されていない基幹統
計（基幹統計調査）を中心に、品質評価の要素に
沿った見直し状況や基幹統計としての重要性及び
必要性の充足状況等について計画的に確認する。

(内閣府)

○ 統計委員会の諮問審議の答申に示した「今後の
課題」について、一定期間を経過したものからそ
の対応状況を計画的にフォローアップする。ま
た、統計委員会委員による統計調査員への同行等
の実情視察等を行い、統計委員会の審議に活用す
る。

(内閣府)
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平成27年度の検討状況又は進捗状況

・ 「統計データ・アーカイブ（仮称）」の整備については、「調査票情報等の提供及び活用の促進
の基礎」となるための窓口機能、研究助言機能、秘匿審査機能等が重要となるため、関連する「リ
モートアクセスを活用したオンサイト利用」の検討の進展を踏まえ、今後、具体化を進める。【総
務省】

・ 政府統計共同利用システム（統計情報データベース及びＡＰＩ機能）の統計情報データベースに
統計データが登録されていなかった基幹統計（13統計）について、平成27年度に、政府統計共同利
用システムを運用・管理している独立行政法人統計センターで登録作業を実施した。これにより今
後は、各府省が当該基幹統計について作成する新規の統計データを容易に登録できるようになっ
た。
　平成28年度からは、基幹統計以外の統計調査についても登録支援を実施する。

・ 統計データの高度利用のため、ＡＰＩ機能を平成26年10月31日からｅ－Ｓｔａｔ上に付加し、ま
た、試行段階での利用者からの意見等を反映し、27年１月30日から開発ガイドや開発サンプル、Ｆ
ＡＱ等をサイトに追加提供し、利用者の利便性向上を図った。統計ＧＩＳの充実については、平成
27年１月20日からｅ－Ｓｔａｔ上の統計ＧＩＳに「地図による小地域分析（ｊＳＴＡＴ ＭＡ
Ｐ）」を追加して機能を強化し、タブレット版の提供も開始した。
さらに、平成27年度には、福井県、福井県内全市町及び独立行政法人統計センターと連携して、

統計データをＬＯＤ形式で提供する「オープンデータモデル事業」を実施した。本モデル事業の成
果及び検討結果を踏まえ、平成28年度にＬＯＤ等のデータ提供の実施や手引き書の策定等を行う。

・　９府省から延べ149人の職員が70の国際会議に出席し、議論への参加、発表等を行った。

・ ６府省が、11の国際機関・国等に延べ32人の職員を派遣したほか、37の国際機関・国等から延べ
197人の研修生等を受け入れた。

・ 平成26年度に構築した各府省から国際機関への情報提供実績を把握する仕組みについて、平成27
年５月の「国際統計に関する関係府省等連絡会議」において、提供先である国際機関の部局名まで
把握するなどの見直しを図った。また、平成28年２月には、総務省（政策統括官）が、各府省から
国際機関への情報提供実績の報告を受けた上で取りまとめた。

・ 平成27年度中に公的統計基本計画推進会議を３回開催し、基本計画の取組状況に関する府省間の
情報共有等を行い、基本計画で掲げられた事項の推進を図った。

・ 基本計画部会において、確認の対象となる未諮問基幹統計について、諮問の状況等を勘案し、確
認スケジュールを改定した。そのうち平成27年度は、11月の経済財政諮問会議における経済統計の
改善に向けての検討依頼も踏まえ、以下の通り４統計を確認して、３月に審議結果報告書を取りま
とめ、経済財政諮問会議にも報告した。
・27年12月11日（金）毎月勤労統計について審議。
・28年１月21日（木）海面漁業生産統計及び法人企業統計について審議。
・28年２月16日（火）毎月勤労統計について補足的に審議、平成26年度に統計委員会が示した今後
の取組の方向性に対する家計統計の取組状況を審議。
・28年３月22日（火）審議結果報告書（未諮問基幹統計確認関連分）を決定。
・28年３月24日（木）第４回経済財政諮問会議で審議結果を報告

・ 統計委員会の諮問審議の答申に示した「今後の課題」については、従前より、次回の諮問審議の
際に対応状況をフォローアップしている。

この作業と重複しないよう本取組を効率的に進めるため、前回の諮問審議から一定期間を経過し
た基幹統計（調査）について、平成26年度以降の計画期間内における諮問実績・予定等を詳細に整
理し、どの統計（調査）を対象とするかなど、本取組の進め方について検討を行っているところ。
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項　目 具 体 的 な 措 置 、方 策 等 担当府省 実施時期

１ 施策の効果
的かつ効率的
な実施

○ 統計法施行状況審議や個別の諮問審議において
把握した府省横断的な統計上の課題に関する研究
や日本学術会議及び関連学会連携強化方策につい
て検討し、取組の推進を図る。

(内閣府)

２ 各種法定計
画等との整合
性の確保及び
的確な情報提
供の推進

○ 各種法定計画等における統計の整備及び当該分
野における各種施策との整合性に留意するなど、
政策の信頼性及び客観性の確保に資するよう取組
を推進する。

(各府省)

○ 国民に対し的確な情報提供を行うとともに、公
的統計に対する国民の意見やニーズの把握及びそ
の反映を推進する。

(各府省)
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平成27年度の検討状況又は進捗状況

・ 平成27年度は行政記録情報の活用に関する調査研究（委託研究）を行い、28年２月に調査報告書
を取りまとめた。

・ 平成26年度から、「特定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査」について、担当
者が、地方公共団体及び大学等において調査の概要について講義を実施。また、講義後の質疑応答
を通じて各ステークホルダー（自治体職員・研究者・ＮＰＯ関係者・市民）からの意見・ニーズを
把握。【内閣府】

・　作成した業務統計について、警察庁ホームページで公表している。【警察庁】

・ 統計データのトピックを、時節にちなんで紹介する「統計トピックス」、社会・経済の話題に
なっているデータについて分かりやすく解説した「話題の数字」など、身近かつ有用なテーマにつ
いて、統計情報を提供し、統計に関する国民の理解と協力の向上に取り組んだ。【総務省】

・ 文部科学省では、基幹統計調査である「学校基本調査」及び「学校教員統計調査」の調査規則を
改正する際、意見公募手続きを実施した。【文部科学省】

・ 統計調査結果については、集計表のほか、国民に分かりやすく伝えるため、図やグラフ等を利用
して調査結果のポイントをまとめた概況を作成し、厚生労働省ホームページに掲載している。
　また、国民の声等により国民の意見やニーズの把握を行っている。【厚生労働省】

・ 平成22年度より、ホームページにおいて統計情報の要望欄を設け、国民の意見やニーズの把握に
努めている。引き続き国民の意見等を的確に把握しているところ。【農林水産省】
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【資料編】 
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資料１ 統計法の概要 

 

１．目的 （第１条） 

公的統計が国民にとって合理的な意思決定を行うための基盤となる重要な情

報であることに鑑み、公的統計の作成及び提供に関し基本となる事項を定める

ことにより、公的統計の体系的かつ効率的な整備及びその有用性の確保を図り、

もって国民経済の健全な発展及び国民生活の向上に寄与 

 

 

 

２．公的統計の体系的整備 （第２条～第31条） 

・ 国勢統計、国民経済計算及び行政機関が作成する統計のうち重要なものと

して総務大臣が指定した統計を基幹統計として位置付け 

・ 公的統計の整備に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、公的

統計の整備に関する基本的な計画を閣議によって決定（おおむね５年ごとに

変更） 

・ 国民経済計算の作成基準をあらかじめ設定・公表することにより、中立

性・客観性を確保 

・ 行政機関が行う統計調査について、総務大臣が審査・承認を行うことによ

って品質確保や重複是正を図るとともに、報告義務やかたり調査の禁止など

の規定を整備することにより、基幹統計を作成するための調査（基幹統計調

査）における適正確実な報告を担保 

・ 統計調査以外の方法により作成される基幹統計の作成方法について、総務

大臣が必要に応じて意見を述べることとすることにより、公的統計の品質を

確保 

・ 行政機関が保有する各種の情報を統計の作成に活用する仕組みを整備する

ことにより、統計作成の正確性や効率性を向上させるとともに、統計調査に

おける被調査者の負担を軽減 

  

75



 

 

３．統計データの利用促進と秘密の保護 （第32条～第43条） 

・ 委託に応じた集計による統計の提供（オーダーメード集計）や、匿名性の

確保措置を講じた調査票情報（匿名データ）の提供に関する規定を整備する

ことにより、学術研究等の需要に対応（提供の対価として手数料を徴収） 

・ 公的統計の作成に用いられた調査票情報等について、適正管理義務や守秘

義務、目的外利用の禁止などの規定を整備するとともに、これらの規定を統

計調査事務の受託者に対しても同様に適用 

 

 

 

４．統計委員会の設置 （第44条～第51条） 

・ 基本計画案など、法律の定める事項について専門的かつ中立公正な調査審

議を行う統計委員会を内閣府※に設置することにより、公的統計の体系的かつ

効率的な整備を推進 

※ 内閣の重要政策に関する総合調整等に関する機能の強化のための国家行政組織法等の一部を改正する法律（平成27

年法律第66号）が平成28年４月１日に施行され、現在は統計委員会が総務省に移管されている。 

 

 

５．罰則等  

○ 雑則（第52条～第56条） 

・ 公的統計の利用者の利便を図るため、統計の所在情報の提供を義務化 

・ 法の施行状況を統計委員会に報告するとともに公表 

 

○ 罰則（第57条～第62条） 

・ 行政機関が行う統計調査秘密漏えい等に関する罰則や統計調査事務の受託

者に対する罰則 
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5
年

５
月

1
7
日

 
  
総

務
大

臣
か

ら
平

成
2

4
年

度
の

第
Ⅰ

期
基

本
計

画
の

推
進

状
況

を
統

計
委

員
会

に
報

告
 

 
 

 
 

 
 1

0
月

９
日

 
  
統

計
委

員
会

か
ら

第
Ⅱ

期
基

本
計

画
に

関
す

る
基

本
的

な
考

え
方

を
総

務
大

臣
に

提
示

 

 
 

 
 

 
 1

0
月

3
0
日

 
 総

務
大

臣
か

ら
第

Ⅱ
期

基
本

計
画

案
を

統
計

委
員

会
に

諮
問

 

 
 

 
 

 
 1

0
月

3
1
日

～
1

1
月

2
9
日

 
国

民
に

意
見

公
募

 

 
平

成
2

6
年

１
月

 3
1
日

  
  
統

計
委

員
会

か
ら

総
務

大
臣

に
答

申
 

 
 

 
 

 
 ３

月
2

5
日

 
  
閣

議
決

定
 

資
料

２
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第
Ⅱ
期
公
的
統
計
基
本
計
画
の
概

要
 

１ 
施
策
展
開
に
当
た
っ
て
の
基

本
的
な
視
点
及
び
方
針

 

(1
) 

 経
済
関
連
統

計
 

➣
 

国
内

総
生

産
（

Ｇ
Ｄ

Ｐ
）

を
計

算
す

る
基

準
を

国
連

の
新

基
準

（
2

0
0

8
Ｓ

Ｎ
A
）

に
対

応
 

 
（

例
：

現
行

基
準

で
は

費
用

と
し

て
Ｇ

Ｄ
Ｐ

に
含

ま
れ

て
い

な
い

 
 

 
 

 
 

 
研

究
開

発
費

を
、

新
基

準
で

は
投

資
と

し
て

Ｇ
Ｄ

Ｐ
に

計
 

 
 

 
 

 
上

）
 

 

➣
 

経
済

構
造

統
計

（
経

済
セ

ン
サ

ス
）

を
中

心
に

経
済

統
計

の
整

備
計

画
を

再
策

定
 

 
（

例
：

平
成

2
8
年

に
予

定
し

て
い

る
経

済
セ

ン
サ

ス
‐

活
動

調
査

は
調

査
環

境
の

良
い

時
期

に
実

施
。

 
ま

た
、

経
済

セ
ン

サ
ス

の
実

施
に

伴
い

、
関

連
す

る
経

済
統

計
調

査
の

調
査

事
項

、
実

施
時

期
、

周
期

等
を

再
検

討
）

 
 

統
計
の
体
系
的
整
備
・
有
用
性
の
確
保
・
向
上

 

①
 

統
計

相
互

の
整

合
性

の
確

保
・

向
上

 
②

 
国

際
比

較
可

能
性

の
確

保
・

向
上

 
③

 
経

済
・

社
会

の
環

境
変

化
へ

の
的

確
な

対
応

 
④

 
正

確
か

つ
効

率
的

な
統

計
作

成
の

推
進

 
⑤

 
統

計
デ

ー
タ

の
オ

ー
プ

ン
化

・
統

計
作

成
過

程
の

透
明

化
の

推
進

 

２
 

公
的
統
計
の
整
備

 

(2
) 

 人
口
・
社
会
、
労
働

関
連

統
計

 
➣

 
失

業
に

関
す

る
Ｉ

Ｌ
Ｏ

の
新

基
準

を
踏

ま
え

、
失

業
者

の
定

義
（

求
職

活
動

期
間

を
現

行
の

１
週

間
か

ら
１

か
月

）
の

変
更

に
つ

い
て

、
試

験
調

査
等

を
行

っ
た

上
で

、
時

系
列

比
較

に
も

留
意

し
つ

つ
検

討
 

 

➣
 

非
正

規
雇

用
を

よ
り

的
確

に
捉

え
る

労
働

者
区

分
の

見
直

し
に

向
け

た
取

組
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第
Ⅱ
期
公
的
統
計
基
本
計
画
の
概

要
 

３
 
公
的
統
計
の
整
備
に
必
要

な
事
項

 

➣
 

府
省

間
の

連
携

を
一

層
推

進
し

、
統

計
委

員
会

に
お

け
る

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
等

の
取

組
の

重
点

化
 

 ➣
 

各
種

法
定

計
画

に
基

づ
く

統
計

整
備

と
の

整
合

性
を

確
保

し
つ

つ
取

組
を

推
進

 

４
 
基
本
計
画
の
推
進

 

(2
) 

統
計
デ

ー
タ
の
有
効

活
用

の
推

進
等

 

➣
 

政
府

統
計

の
総

合
窓

口
（

e
-
S

ta
t）

の
機

能
拡

充
な

ど
の

統
計

デ
ー

タ
の

オ
ー

プ
ン

化
の

推
進

 
  
  

  

（
Ａ

Ｐ
Ｉ

機
能

：
政

府
の

統
計

デ
ー

タ
を

民
間

企
業

等
の

シ
ス

 
  

 テ
ム

が
自

動
的

に
取

得
・

更
新

）
 

（
統

計
Ｇ

Ｉ
Ｓ

：
地

理
情

報
シ

ス
テ

ム
（

G
IS

）
の

仕
組

み
を

 
活

用
し

、
統

計
デ

ー
タ

を
背

景
地

図
と

と
も

に
視

覚
化

し
て

提
供

す
る

も
の

（
地

図
で

見
る

統
計

）
）
 

 

➣
 

政
府

が
一

般
か

ら
委

託
を

受
け

て
統

計
を

作
成

す
る

（
オ

ー
ダ

ー
メ

ー
ド

集
計

）
場

合
の

利
用

条
件

（
学

術
研

究
の

発
展

に
限

定
）

を
緩

和
す

る
こ

と
を

検
討

 
 

➣
 

統
計

分
野

に
お

け
る

積
極

的
な

国
際

協
力

・
国

際
貢

献
（

発
展

途
上

国
等

か
ら

の
研

修
生

の
受

入
れ

）
 

(1
) 

 統
計
作
成
の
効

率
化

、
報

告
者

の
負
担
軽
減
等

 

➣
 

統
計

調
査

の
母

集
団

情
報

と
な

る
事

業
所

母
集

団
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
の

充
実

、
蓄

積
さ

れ
た

情
報

を
活

用
し

た
統

計
の

作
成

 
  
  

  

➣
 

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
の

推
進

 

（
例

：
平

成
2

7
年

国
勢

調
査

に
お

け
る

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
を

前
回

の
東

京
都

か
ら

全
国

に
拡

大
。

 
 

 
 

ま
た

、
モ

バ
イ

ル
端

末
の

普
及

状
況

を
踏

ま
え

、
ス

マ
ー

ト
フ

ォ
ン

な
ど

の
オ

ン
ラ

イ
ン

報
告

手
段

の
多

角
化

に
対

応
）

 
 

➣
 

社
会

保
障

・
税

番
号

制
度

の
統

計
へ

の
活

用
に

関
す

る
検

討
・

研
究

 
 ➣

 
大

規
模

災
害

等
の

発
生

時
の

備
え

と
し

て
、

課
題

の
整

理
、

対
応

方
針

の
取

り
ま

と
め
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複

数
府

省
連

携
事

項
 

     

資
料
３

 
「
公
的

統
計

の
整

備
に
関

す
る
基

本
的

な
計

画
」
の
推
進
体
制

 

 
府
省
横
断
的

事
項

 
   

 
各
府
省
個
別
事
項

 
（
適
宜
関
係
府
省
と
連
携
）
 

 

【公
的
統
計

基
本

計
画

推
進

会
議

】（
平

成
2
1
年
４
月

2
3
日

設
置

）
 

 
 

 
 

目
 

的
：

基
本

計
画

に
掲

げ
ら

れ
た

施
策

の
推

進
及

び
同

計
画

の
見

直
し

に
必

要
な

政
府

部
内

の
 

 
 

 
 

 
 

 
 

連
絡

、
調

整
及

び
検

討
 

 
 

 
 

構
成

員
：

各
府

省
の

部
局

長
級

 

基
本

計
画

（
別

表
）
に
掲
げ
ら
れ
た
事

項
 

◆
経

済
構

造
統

計
を

軸
と

し
た

産
業

関
連

統
計

の
体

系
的

整
備

（
産

業

関
連

統
計

の
体

系
的

整
備

等
に

関

す
る

検
討

会
議

）
 

◆
産

業
連

関
表

の
作

成
方

法
の

見
直

し
（

産
業

連
関

部
局

長
会

議
）

 

等
 

◆
国

民
経

済
計

算
の

推
計

手
法

の
改

善
 

◆
所

管
統

計
調

査
の

改
善

 
 

 
 

 
 

等
 

各
府

省
統

計
主

管
部

局
長

等
会

議
の

下
に
検
討
会
議
等
を
設
置
し
、
政
府
一
体
的

に
取
組

 

中
心
と
な
る
府
省
を
決
定
し
た
上
で
、
共

同
で
検

討
の

場
を
設

け
る
こ
と
な
ど
に

よ
り
関
係
府
省
が
協
力
し
て
取
組

 
担
当
府
省
が
責
任
を
持
っ
て
取
組

 

情
報
共
有
・
調
整

 

◆
二

次
的

利
用

の
促

進
（

統
計

デ
ー

タ
の

有
効

活
用

に
関

す
る

検
討

会
議

）
 

◆
民

間
事

業
者

の
活

用
、

統
計

の
品

質
保

証
等

（
統

計
基

盤
の

整
備

に
関

す
る

検
討

会
議

）
 

◆
国

際
協

力
、

国
際

貢
献

（
国

際
統

計
に

関
す

る
関

係
府

省
等

連
絡

会
議

）
 

◆
オ

ン
ラ

イ
ン

調
査

の
推

進
（

オ
ン

ラ
イ

ン
調

査
推

進
会

議
）
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資料４ オンライン調査の推進に係る各府省の検討状況又は進捗状況 

 

各府省 平成 27年度中の検討状況又は進捗状況 

内閣府 ・ 特定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査について、

オンライン調査を導入している。ＮＰＯ法人を対象とする特定非営利

活動法人に関する実態調査において、オンライン調査による効果が特

に高くなることが期待され得るため、昨年度に引き続き、調査票を送

付せずログイン情報を記載した依頼文のみの送付を行った。市民を対

象とした市民の社会貢献に関する実態調査において、スマートフォン

等での回答を容易にするため、平成 27年度から督促依頼のハガキにＱ

Ｒコードの記載を行った。 

 

・ 青少年のインターネット利用環境実態調査について、有識者による

企画分析会議を開催し、次年度に向けて調査方法の一層の改善に向け

た検討を行った。 

 

・ 「高齢者の生活と意識に関する国際比較調査」においては、調査結

果の正確性及び信頼性の確保、調査の有効回収率を上げるため、日本、

外国ともに個別面接聴取法を実施しているためオンラインによる調査

は実施していない。 

 

・ 「若者の生活に関する調査」においては、調査対象者には高齢の者

も含まれることから、インターネットの使用が必須となるオンライン

調査では回収率が低下するおそれがあり、また、本調査では、報告者

の家族関係など内面に係る事柄についても回答を求めているが、調査

対象者のうち、未成年者については、親の許可のもとインターネット

をしている者もいることから、オンライン調査では正確な回答がなさ

れないおそれがあるため、オンライン調査に適さず、１回限りの調査

であることから、オンライン調査を導入していない。 

 

・ 企業行動に関するアンケート調査について、調査対象企業に対し、

オンライン調査の特徴や回答方法を分かりやすく説明したパンフレッ

トを配布している。また、調査協力依頼の際にも、オンライン調査導

入を案内するなど、オンライン調査への理解を促し、オンライン回収

率の向上を図っている。 

 

・ 機械受注統計調査について、オンライン未利用企業に対して、提出

方法を分かりやすく説明した資料を送付し、紙面提出からの切り替え

を促すことにより、オンライン回収率の向上を図っている。 

 

・ 法人企業景気予測調査について、オンライン利用企業に対し、提出

方法を分かりやすく説明したパンフレットの作成や担当者変更時にお

ける利用方法の案内を丁寧に行うなど、紙面提出への切替えを防ぐ方
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各府省 平成 27年度中の検討状況又は進捗状況 

策を講ずることにより、オンライン回収率の維持向上を図っている。 

 

・ 消費動向調査について、平成 26年度に実施した試験調査（郵送調査

とオンライン調査の比較）の結果等を踏まえ、引き続き検討を行って

いる。 

総務省 ・ 所管する統計調査の実施状況等を踏まえ、必要に応じ各統計調査に

おけるオンライン調査の推進について検討している。個別の統計調査

における主な実施状況等は以下のとおり。 

 

・ 平成 27 年国勢調査について、平成 22 年調査では東京都のみで試行

的に実施していたオンライン調査を全国に拡大するとともに、オンラ

イン調査先行方式による実施やスマートフォンによる回答を導入し、

オンラインによる回答率が 36.9％となった。 

 

・ 平成 27年国勢調査事後調査について、政府統計共同利用システムの

オンライン調査システムを利用してオンライン調査を実施し、オンラ

イン回答率が 18.0％となった。 

 

・ 通信利用動向調査について、平成 26年調査から、郵送調査の他、メ

ール回答形式によるオンライン調査を実施した。 

 

・ 情報通信業基本調査及び通信・放送産業動態調査について、政府統

計共同利用システムによるオンライン回答を主な回答方法としてい

る。 

 

・ 平成 28 年経済センサス‐活動調査について、平成 24 年調査では一

部の企業のみで実施していたオンライン調査を全ての事業所、企業を

対象に実施するとともに、オンライン回答を促すため、調査書類の文

言の工夫や重点的な広報を実施している。 

 

・ 平成 28 年社会生活基本調査について、平成 23 年調査では調査票Ｂ

のみで実施したオンライン調査を調査票Ａにも拡大し全世帯を対象に

実施するとともに、平成 23年調査ではエクセル形式で作成した電子調

査票をＨＴＭＬ形式で作成することとし、報告者の利便性向上を図る

こととした。 

財務省 ・ 法人企業統計調査及び法人企業景気予測調査について、本省及び財

務局等職員によるオンラインの協力依頼を継続的に実施している。特

にオンライン利用企業に対しては、提出方法を分かりやすく説明した

パンフレットの作成や担当者変更時における利用方法の案内を丁寧に

行うなど、紙面提出への切替えを防ぐ方策を講じることにより、オン

ライン回収率の維持向上を図っている。また、電子調査票に利用して
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各府省 平成 27年度中の検討状況又は進捗状況 

いるエクセルの最新バージョンに28年度調査より対応するためのシス

テム改修を実施した。 

 

・ 民間給与実態統計調査について、平成 26 年度実施調査（平成 26 年

分調査）において、特定の階層の事業所に対しオンライン回答へ誘導

する電子媒体（ＣＤ－ＲＯＭ)を送付し、どの程度オンライン回答率に

影響するか検討したところ、有意な結果は得られなかった。平成 27年

度実施調査（平成 27年分調査）においては、オンライン回答を促すチ

ラシを全調査対象事業所へ送付した。 

 

・ 医療状況実態統計調査について、オンライン調査を実施していない

ものの、各共済組合でレセプト情報管理システムを本格導入したこと

から、平成 25年度調査より電子化可能なデータについては、電子化を

行い、磁気媒体による提出を受けているところである。 

 

・ 年金受給者実態調査について、無作為に抽出された受給者個人を対

象としており、調査対象者に高齢者等が多数含まれていることから、

オンライン調査にはなじまないと考える。 

文部科学省 ・ 平成 26年度子供の学習費調査について、オンライン調査の導入に向

けて一部の都道府県で試験的運用及びアンケート調査を実施した。平

成 28年度調査では、アンケート調査結果及び試験的運用の課題を改善

の上、全都道府県を対象に試行運用することとしている。 

厚生労働省 ・ 21世紀成年者縦断調査（平成 24 年成年者）について、平成 28 年調

査でオンライン調査を導入するため、電子調査票を開発した。また、

調査対象者に対し、オンライン調査実施に関する周知を行った。 

 

・雇用動向調査（事業所調査）について、調査票回収率向上のため、平

成28年度からのオンライン調査の導入に向けて調査票回収率向上のた

め電子調査票の開発を行った。 

 

・労働災害動向調査について、回収率向上のためオンライン調査に係る

利用ガイドを作成し、調査対象事業所へ配布した。また、広報誌を用

いて、本調査がオンラインでの回答が可能な旨を周知した。 

 

・労働組合基礎調査について、オンライン調査の促進のため関係団体へ

の協力要請を行った。また、オンライン回答率の高い都道府県の取組

事例について、各都道府県へ情報提供を行った。さらに平成 28年調査

からオンライン調査の範囲を全ての調査対象に拡大する。 

農林水産省 ・平成 27年度において、４調査（漁業経営調査、漁業就業動向調査、作

物統計調査、特定作物統計調査）について新たにオンラインによる調

査方法を導入した。 
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各府省 平成 27年度中の検討状況又は進捗状況 

 

・オンライン調査の回収率の向上方策について、全ての調査対象に政府

統計共同利用システムのログイン情報や操作方法を配布する取組を行

っている。 

経済産業省 ・ 所管統計調査のオンライン調査の促進のため、調査の企画時におい

てオンライン未導入の場合は、オンライン調査の導入についても検討

を行い、導入を図った。また、大規模統計調査である平成 28年経済セ

ンサス‐活動調査及び平成 29年工業統計調査においては、従前国直轄

調査部分のみオンライン調査を導入してきたが、調査員調査部分にお

いてもオンライン調査の導入を予定している。 

国土交通省 ・ 所管統計調査のオンライン調査の促進のため、報告者に対して記入

要領等へオンライン調査が可能な旨を案内するなど、オンラインによ

る回収率向上のための取組を行った。また、内航船舶輸送統計調査な

どの事業所を対象とする月次で実施する統計調査においては、オンラ

イン調査による効果が特に高くなることが期待されるため、電子メー

ルを用いての調査報告など簡便な手法を取り入れる取組を行った。引

き続き、オンラインによる回収率向上のため、費用対効果を勘案した

手法やパソコン以外のタブレッド端末やスマートフォンなどから回答

できる手法等も引き続き継続して検討を行う。 

環境省 ・ オンライン調査を導入している統計調査は、オンライン回収率向上

のため、調査票等においてオンラインでの回答が可能な旨を周知して

いる。 

人事院 ・ 所管統計調査のオンライン調査の促進のため、政府統計共同利用シ

ステムの活用等について、技術面、経費面、調査実施スケジュール及

び回答率の維持の観点から検討を行った。 
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府
省

名
内

閣
府

総
務

省
法

務
省

財
務

省
文

部
科

学
省

無 無 無 無 無 ・
統
計
入
門
課
程
（
２
人
）

無

統
計

部
局

の
主

催
す
る
統

計
関

係
の

研
究

会
等

(検
討

会
、
懇

談
会

等
を
含

む
。
)へ

の
外

部
有

識
者

の
活

用
実

績

１
　
対

象
と
な
る
研

究
会

等
の

数
　
⇒

　
２

２
　
参

加
し
て
い
る
外

部
有

識
者

の
延

べ
人

数
（
う
ち
統

計
委

員
会

委
員
、
臨
時

委
員

又
は

専
門

委
員

）
　
⇒

　
１
０
人

（
０
人

）
３
　
上

記
２
の

う
ち
平

成
２
７
年

度
新

規
参

加
者

の
数

　
⇒

　
３
人

１
　
対
象

と
な
る
研
究
会
等
の
数

　
⇒
　
１
７

２
　
参
加

し
て
い
る
外
部
有
識
者
の
延
べ
人
数
（
う
ち
統
計
委
員
会
委

員
、
臨
時

委
員
又
は
専
門
委
員
）

　
⇒

　
１
０
８
人

（
１
９
人

）
３
　
上
記

２
の
う
ち
平
成
２
７
年
度
新
規
参
加
者
の
数

　
⇒

　
１
４
人

１
　
対

象
と
な
る
研

究
会

等
の

数
　
⇒

　
２

２
　
参

加
し
て
い
る
外

部
有

識
者

の
延

べ
人

数
（
う
ち
統

計
委

員
会

委
員

、
臨

時
委

員
又

は
専

門
委

員
）

　
⇒

　
１
１
人

（
１
人

）
３
　
上

記
２
の

う
ち
平

成
２
７
年

度
新

規
参

加
者

の
数

　
⇒

　
０
人

無

統
計

部
局

職
員

に
よ
る
留

学
制

度
や

自
己

啓
発

等
休

業
制

度
の

活
用

に
よ
る
大

学
及

び
大

学
院

の
講

義
等

の
活

用
実

績

無
無

無
無

統
計

部
局

に
お
け
る
統

計
関

係
研

修
・
セ
ミ
ナ
ー
等

の
実

施
状

況
【
国

内
研

修
】

・
計

量
経

済
分

析
入

門
（
４
８
人

）
・
S
ta
ta
技
能

研
修

（
２
１
人

）
・
計

量
経

済
分

析
実

習
（
１
６
人

）
・
国

民
経

済
計

算
（
9
3
S
N
A
）
入

門
（
１
７
人

）
・
季

節
調

整
法

研
修

（
２
１
人

）
・
E
vi
e
w
s技

能
研

修
（
９
人

）
・
計

量
経

済
個

票
分

析
（
２
０
人

）
・
S
N
A
統
計

研
修

（
４
人

）

【
外

国
人

研
修

】
・
Ｓ
Ｎ
Ａ
統
計

研
修

（
研

修
所

直
轄

招
聘

）
（
７
人

）

※
上

記
研

修
へ

の
大

学
等

外
部

講
師

の
活

用
延

べ
人

数
：
１
０
人

・
本

科
（
１
３
人
）

・
統

計
入

門
課
程
（
７
７
１
人
）

・
統

計
基

本
課
程
（
１
５
９
人
）

・
統

計
専

門
課
程
（
１
６
７
人
）

・
特

別
コ
ー
ス
（
１
８
２
人
）

・
地

域
別

特
別
セ
ミ
ナ
ー
（
４
２
人
）

※
上

記
研

修
へ
の
大
学
等
外
部
講
師
の
活
用
延
べ
人
数
：
１
１
８
人

無
無

総
務

省
統

計
研

修
所

の
研

修
受

講
実

績
・
統

計
入

門
課

程
（
７
人

）
・
統

計
基

本
課

程
（
２
人

）
・
統

計
専

門
課

程
（
１
人

）
・
特

別
コ
ー
ス
（
２
人

）

・
本

科
（
３
人
）

・
統

計
入

門
課
程
（
１
０
１
人
）

・
統

計
基

本
課
程
（
１
１
人
）

・
統

計
専

門
課
程
（
１
０
人
）

・
特

別
コ
ー
ス
（
１
１
人
）

・
本

科
（
１
人

）
・
統

計
入

門
課

程
（
３
２
人

）
・
統

計
基

本
課

程
（
６
人

）
・
統

計
専

門
課

程
（
２
人

）

・
統

計
入

門
課

程
（
４
人

）
・
統

計
基

本
課

程
（
１
人

）
・
統

計
専

門
課

程
（
１
人

）

そ
の

他
、
統

計
部

局
職

員
と
し
て

の
人

材
育

成
に
関

す
る
取

組
無

無
無

統
計

部
局

に
所

属
す
る
主

な
統

計
関

連
職

員
に
つ
い
て
は

、
人

事
評

価
の

目
標

に
関

連
項

目
を
設

定

資
料

５
　

統
計

職
員

等
の

人
材

の
育

成
・

確
保

の
状

況

【
受

入
】

・
大

学
（
１
人

）

統
計

部
局

職
員

に
よ
る
学

会
の

大
会

等
へ

の
参

加
実

績
、
論

文
の

発
表

実
績

(参
加

者
数

／
発

表
論

文
数

)

【
大

会
参

加
実

績
】

・
2
0
1
5
年

度
統

計
関

連
学

会
連

合
大

会
（
１
人

）
・
第

1
0
回
日

本
統

計
学

会
春

季
集

会
（
１
人

）

【
論

文
発

表
実

績
】

・
2
0
1
5
年

度
統

計
関

連
学

会
連

合
大

会
（
１
本

）
・
第

1
0
回
日

本
統

計
学

会
春

季
集

会
（
１
本

）

【
大

会
等

参
加
実
績
】

・
日

本
人

口
学
会
第
６
７
回
大
会
（
５
人
）

・
２
０
１
５
年

度
統
計
関
連
学
会
連
合
大
会
（
２
４
人
）

・
経

済
統

計
学
会
第
５
９
回
全
国
研
究
大
会
（
８
人
）

・
第

２
４
回
地
理
情
報
シ
ス
テ
ム
学
会
研
究
発
表
大
会
（
５
人
）

・
日

本
品

質
管
理
学
会
第
４
５
回
年
次
大
会
（
１
人
）

・
日

本
経

済
学
会
２
０
１
５
年
度
春
季
大
会
（
２
人
）

【
論

文
発

表
実
績
】

・
日

本
人

口
学
会
第
６
７
回
大
会
（
３
本
）

・
２
０
１
５
年

度
統
計
関
連
学
会
連
合
大
会
（
１
１
本
）

・
経

済
統

計
学
会
第
５
９
回
全
国
研
究
大
会
（
６
本
）

無
無

統
計

部
局

に
お
け
る
大

学
等

と
の

人
事

交
流

の
実

績
(相

手
先

別
派

遣
者

数
、
受

入
者

数
等

)

【
派

遣
】

・
大

学
（
２
人
）

【
受

入
】

・
大

学
等

（
９
人
）

無
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府
省

名
厚

生
労

働
省

農
林

水
産

省
経

済
産

業
省

国
土

交
通

省

　
注

）
統

計
委

員
会

担
当

室
（
平

成
2
8
年

度
に
内

閣
府

か
ら
総

務
省

へ
移

管
）
の

実
績

は
、
内

閣
府

に
計

上
し
て
い
る
。

　
注

）
掲

載
し
て
い
な
い
省

等
に
お
い
て
は

、
特

段
の

取
組

を
行

っ
て
い
な
い
。

　
注

）
「
統

計
部

局
の

主
催

す
る
統

計
関

係
の

研
究

会
等

（
検

討
会

、
懇

談
会

等
を
含

む
。
）
へ

の
外

部
有

識
者

の
活

用
実

績
」
に
関

し
て
、
府

省
横

断
的

事
項

を
検

討
す
る
た
め
、
関

係
府

省
の

申
し
合

わ
せ

で
開

催
さ
れ

て
い
る
研

究
会

等
に
係

る
実

績
に
つ
い
て
は

、
事

務
局

で
あ
る
総

務
省

に
計

上
し
て
い
る
。

【
受
入
】

・
日
本
銀
行
（
１
人
）

無

１
　
対

象
と
な
る
研

究
会

等
の

数
　
⇒

　
７

２
　
参

加
し
て
い
る
外

部
有

識
者

の
延

べ
人

数
（
う
ち
統

計
委

員
会

委
員
、
臨
時

委
員

又
は

専
門

委
員

）
　
⇒
　
１
４
５
人
（
４
人

）
３
　
上

記
２
の

う
ち
平

成
２
７
年

度
新

規
参

加
者

の
数

　
⇒
　
３
７
人

１
　
対
象

と
な
る
研
究
会
等
の
数

　
⇒
　
２

２
　
参
加

し
て
い
る
外
部
有
識
者
の
延
べ
人
数
（
う
ち
統
計
委
員
会
委

員
、
臨
時

委
員
又
は
専
門
委
員
）

　
⇒

　
２
３
人
（
０
人
）

３
　
上
記

２
の
う
ち
平
成
２
７
年
度
新
規
参
加
者
の
数

　
⇒
　
２
人

１
　
対
象
と
な
る
研
究
会
等
の
数

　
⇒
　
４

２
　
参
加
し
て
い
る
外
部
有
識
者
の
延
べ
人
数
（
う
ち
統
計
委
員
会

委
員
、
臨
時
委
員
又
は
専
門
委
員
）

　
⇒
　
１
８
人
（
１
人
）

３
　
上
記
２
の
う
ち
平
成
２
７
年
度
新
規
参
加
者
の
数

　
⇒
　
５
人

１
　
対

象
と
な
る
研

究
会

等
の

数
　
⇒

　
３

２
　
参

加
し
て
い
る
外

部
有

識
者

の
延

べ
人

数
（
う
ち
統

計
委

員
会

委
員

、
臨

時
委

員
又

は
専

門
委

員
）

　
⇒

　
２
３
人

（
１
人

）
３
　
上

記
２
の

う
ち
平

成
２
７
年

度
新

規
参

加
者

の
数

　
⇒

　
１
人

【
大

会
等

参
加

実
績

】
・
２
０
１
５
年

度
統

計
関

連
学

会
連

合
大

会
（
４
人

）

無
無

無
無

無

【
留
学
制
度
】

・
メ
キ
シ
コ
（
１
人
）

無
統

計
部

局
職

員
に
よ
る
留

学
制

度
や

自
己

啓
発

等
休

業
制

度
の

活
用

に
よ
る
大

学
及

び
大

学
院

の
講

義
等

の
活

用
実

績

無
無

・
調
査
統
計
グ
ル
ー
プ
研
修
（
統
計
基
礎
、
統
計
応
用
、
経
済
分

析
基
礎
、
経
済
分
析
応
用
、
産
業
・
企
業
分
析
等
）
（
１
７
７
人
）

・
統
計
コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ
に
よ
る
ミ
ニ
講
習
会
（
１
０
８
人
）

・
国
民
経
済
計
算
（
Ｊ
Ｓ
Ｎ
Ａ
）
の
概
要
と
生
産
動
態
統
計
調
査
と
の
関

わ
り
（
６
５
人
）

・
転
入
職
員
及
び
非
常
勤
職
員
向
け
室
内
研
修
（
経
済
産
業
省
生

産
動
態
統
計
調
査
に
つ
い
て
）
（
５
人
）

※
上
記
研
修
へ
の
大
学
等
外
部
講
師
の
活
用
延
べ
人
数
：
２
４
人

無
統

計
部

局
に
お
け
る
統

計
関

係
研

修
・
セ
ミ
ナ
ー
等

の
実

施
状

況
・
統

計
基

礎
コ
ー
ス
（
３
９
人

）
・
統

計
実

務
コ
ー
ス
（
１
７
人

）
・
統

計
活

用
コ
ー
ス
（
３
５
人

）
・
統

計
理

論
コ
ー
ス
（
１
１
人

）
・
適

宜
企

画
す
る
研

修
（
３
６
人

）

・
農

林
水

産
統
計
専
門
職
員
研
修
（
統
計
調
査
実
務
コ
ー
ス
）

・
農

林
水

産
統
計
専
門
職
員
研
修
（
管
理
者
コ
ー
ス
）

・
農

林
水

産
統
計
専
門
職
員
通
信
研
修

※
延

べ
受

講
者
数
：
９
３
人

※
上

記
研

修
へ
の
大
学
等
外
部
講
師
の
活
用
延
べ
人
数
：
１
１
人

総
務

省
統

計
研

修
所

の
研

修
受

講
実

績
・
本

科
（
１
人
）

・
統

計
入

門
課
程
（
２
人
）

・
統

計
基

本
課
程
（
２
人
）

・
特

別
コ
ー
ス
（
１
人
）

・
国

連
ア
ジ
ア
太

平
洋

統
計

研
修

所
（
Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
指

標
に
係

る
統

計
の

作
成

能
力

の
向

上
コ
ー
ス
）
に
講

師
を
派

遣
（
１
人

）
・
ベ
ト
ナ
ム
統
計

総
局

の
職

員
来

日
時

に
説

明
を
実

施

無
・
国
連
ア
ジ
ア
太
平
洋
統
計
研
修
所
（
Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
指
標
に
係
る
統
計

の
作
成
能
力
の
向
上
コ
ー
ス
）
に
講
師
を
派
遣
（
１
人
）

・
財
務
省
主
催
の
経
済
調
査
事
務
研
修
（
生
産
統
計
の
見
方
に
つ
い

て
）
に
講
師
を
派
遣
（
１
人
）

無
そ
の

他
、
統

計
部

局
職

員
と
し
て

の
人

材
育

成
に
関

す
る
取

組

・
統

計
入

門
課

程
（
７
人

）
・
統

計
基

本
課

程
（
１
人

）
・
統

計
専

門
課

程
（
１
人

）
・
特

別
コ
ー
ス
（
２
人

）

無
・
統

計
入

門
課

程
（
９
人

）

統
計

部
局

に
お
け
る
大

学
等

と
の

人
事

交
流

の
実

績
(相

手
先

別
派

遣
者

数
、
受

入
者

数
等

)

統
計

部
局

の
主

催
す
る
統

計
関

係
の

研
究

会
等

(検
討

会
、
懇

談
会

等
を
含

む
。
)へ

の
外

部
有

識
者

の
活

用
実

績

統
計

部
局

職
員

に
よ
る
学

会
の

大
会

等
へ

の
参

加
実

績
、
論

文
の

発
表

実
績

(参
加

者
数

／
発

表
論

文
数

)
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資料６ 統計関連業務における民間委託の状況 
 

１ 統計事務の民間委託の状況 

統計関連業務のうち、統計調査に直接関連する統計事務の民間委託状況は次のとお

りであり、平成27年度に実施した統計調査に係る事務については、230統計調査中191

統計調査（全体の83.0％）において、何らかの事務について民間委託を実施している。

また、統計事務の種類別民間委託の状況は、表１及び図のとおりである。 

         表１ 統計事務の種類別民間委託の状況     （平成27年度）

調査
企画

標本
設計

標本
抽出

実査
準備

実査
内容
検査

符号
付け

デー
タ入
力

チェ
ック
等

統計
表作
成

結果
審査

調査
票の
保管

件数 230 164 159 220 229 227 79 218 229 230 229 227 230

件数 19 26 48 120 122 116 50 162 130 127 51 59 191

(割合

(%))
(8.3) (15.9) (30.2) (54.5) (53.3) (51.1) (63.3) (74.3) (56.8) (55.2) (22.3) (26.0) (83.0)

件数 0 0 2 0 2 6 7 11 17 17 10 11 21

(割合

(%))
(0.0) (0.0) (1.3) (0.0) (0.9) (2.6) (8.9) (5.0) (7.4) (7.4) (4.4) (4.8) (9.1)

件数 2 2 22 25 42 38 8 28 26 3 13 25 44

うち民間委託を

実施しているも

の

件数 1 1 2 4 4 4 4 6 4 1 1 1 7

全統計調
査件数
（注2）

統計事務の種類別件数

当該事務が存在する
統計調査

（参考）

うち独立行政法

人等への委託を

実施しているも

の

うち民間委託を

実施しているも

の

うち

地方支

分部局

当該事務が存在する

統計調査

府
省
全
体

 
注１）共管調査は、共管の府省にそれぞれ１件として計上している。 
注２）「全統計調査件数」は、国の機関において平成27年度に実施された統計調査の総件数である。 
注３）「符号付け」は、語句や文章で記入された調査事項を分類基準に従って符号に変換する事務をいう。 

 

図 統計事務の種類別民間委託の割合 

 
 

 

 

(%) 
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なお、府省別民間委託の状況は、表２のとおりである。 

 

 表２ 府省別民間委託の状況（統計事務） （平成27年度） 

統計調査

13

15

7

18

54

36

34

38

11

4

230

人事院

環境省

国土交通省

経済産業省

農林水産省

0 0

3 0

23 2

0

1 0

0 0

合計

0 0

44 7

府省名

内閣府

総務省

財務省

文部科学省

厚生労働省

2 0

10 5

0 0

5 0

0

0

4

2

21

29

31

11

2

191

27

0

10

2

0

3

12

14

6

11

48

うち民間委託を実

施しているもの

（参考）

うち独立行政法人

等への委託を実施

しているもの

うち地方支分部局

統計調査
うち民間委託を実

施しているもの

府省全体

 
注）共管調査は、共管の府省にそれぞれ１件として計上している。 
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資料７ 基幹統計調査の承認一覧 

（平成27年度） 

実施府省 基幹統計調査の名称 承認年月日 

総務省 

小売物価統計調査 平成27年10月７日 

国勢調査 平成27年10月27日 

社会生活基本調査 平成28年２月２日 

文部科学省 

学校保健統計調査 平成27年８月24日 

学校基本調査 平成28年２月26日 

学校教員統計調査 平成28年２月26日 

厚生労働省 

人口動態調査 平成27年11月19日 

国民生活基礎調査 平成28年２月１日 

医療施設調査 平成28年２月９日 

農林水産省 

農業経営統計調査 平成27年９月28日 

農林業センサス 平成27年９月28日 

漁業センサス 平成27年９月28日 

作物統計調査 平成27年９月28日 

海面漁業生産統計調査 平成27年９月28日 

木材統計調査 平成27年９月28日 

牛乳乳製品統計調査 平成27年９月28日 

作物統計調査 平成28年３月30日 

経済産業省 

経済産業省生産動態統計調査 平成27年７月２日 

工業統計調査 平成28年２月４日 

商業動態統計調査 平成28年２月25日 

経済産業省企業活動基本調査 平成28年３月24日 

国土交通省 内航船舶輸送統計調査 平成27年５月18日 

総務省・ 

経済産業省 

経済センサス‐活動調査 平成27年７月２日 

経済センサス‐活動調査 平成27年10月29日 

注）本表は、法第９条又は第11条の規定に基づき平成26又は27年度に総務大臣に申請され、27年度中に承認が

行われた基幹統計調査の承認状況についてまとめたものである。 
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資料８ 統計委員会における諮問・答申実績 

 

（平成27年度） 

諮問名 諮問者 諮問日 答申日 

経済センサス‐活動調査の変更について 総務大臣 
平成27年 

３月23日 

平成27年 

６月25日 

経済産業省生産動態統計調査の変更について 総務大臣 
平成27年 

5月28日 

平成27年 

6月25日 

小売物価統計調査の変更について 総務大臣 
平成27年 

６月25日 

平成27年 

９月17日 

社会生活基本調査の変更について 総務大臣 
平成27年 

10月26日 

平成28年 

１月21日 

国民生活基礎調査の変更について 総務大臣 
平成27年 

10月26日 

平成28年 

１月21日 

工業統計調査の変更について 総務大臣 
平成27年 

10月26日 

平成28年 

１月21日 

学校基本調査の変更について 総務大臣 
平成27年 

12月11日 

平成28年 

２月16日 

学校教員統計調査の変更について 総務大臣 
平成27年 

12月11日 

平成28年 

２月16日 

商業動態統計調査の変更について 総務大臣 
平成27年 

12月11日 

平成28年 

２月16日 

就業構造基本調査に係る匿名データの作成に

ついて 
総務大臣 

平成28年 

３月22日 

平成28年 

４月26日 
  
 注）本表は、平成27年度に統計委員会において行われた諮問又は答申の実績についてまとめたもの 

   である 。 
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資料９ 基幹統計調査の年度別承認件数 

（平成23～27年度） 

府省名 
平成 
27年度 

平成 
26年度 

平成 
25年度 

平成 
24年度 

平成 
23年度 

総務省 5*(2*) 2 3 4* 5* 

財務省 0 0 0 1 2 

文部科学省 3 3(2) 0 2 3 

厚生労働省 3 5(2) 2 1 8(6) 

農林水産省 8(2) 3(2) 1 3 9(6) 

経済産業省 6*(2*) 6(2) 4 5* 2* 

国土交通省 1 5 1 1 1 

合計 24(4) 24(4) 11 16 29(6) 

注１）（ ）内の数値は同年度内に同一の調査で複数回承認を受けたものの内数。 

注２）「*」は複数の府省が共同で行う調査（平成23、24、27年度は経済センサス‐活動調査）。共管

府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の承認件数を単純合計しても、合計には一致し

ない。 
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資料10 基幹統計の公表までの期間 
 

  経常調査により作成された基幹統計の公表状況 （平成26、27年度） 

府省名 
公表を行った件数 

（件） 
公表までの平均期間 

（日） 

平成27年度 平成26年度 平成27年度 平成26年度 

総務省 5 5 43 42 

財務省 2 2 59 65 

文部科学省 2 2 104 85 

厚生労働省 6 6 93 93 

農林水産省 5 5 43 42 

経済産業省 8 8 99 106 

国土交通省 8 8 20 37 

合計/全体平均 36 36 63 67 

注１）公表までの平均期間は、各調査の調査期間終了時から第一報公表までの日数の平均である。 

注２）１つの基幹統計の作成に当たり、月次調査・年次調査がある場合など、公表までの期間が複数種類

ある場合、最も短い公表までの期間によって平均期間の計算を行っている。 

注３）統計調査以外の方法により作成される基幹統計である国民経済計算（内閣府）、生命表（厚生労働

省）、社会保障費用統計（厚生労働省）及び鉱工業指数（経済産業省）並びに周期調査により作成さ

れる基幹統計の公表までの平均期間は算出していない。 

 

 
周期調査等により作成された基幹統計の公表までの期間 （平成27年度） 

府省名 基幹統計調査の名称 
調査の 
周期 

公表までの期間 
（今回調査） 

公表までの期間 
（前回調査） 

前回調査
との差 

総務省 国勢調査 ５年 
129日 

（H28.２公表） 

124日 

（H23.２公表） 
＋５日 

総務省 
経済センサス‐基礎

調査 
５年 

197日 

（H27.６公表） 

183日 

（H22.６公表） 
＋14日 

総務省 全国消費実態調査 ５年 
223日 

（H27.７公表） 

222日 

（H22.７公表） 
＋１日 

厚生労働省 患者調査 ３年 
364日 

（H27.12公表） 

348 

（H24.11公表） 
＋16日 

農林水産省 
2015年農林業センサ

ス 
５年 

150日 

（H27.11公表） 

190日 

（H22.９公表） 
－40日 

経済産業省 商業統計調査 ５年 
337日 

（H27.６公表） 

278日 

（H20.４公表） 
＋59日 

注)公表までの期間は、各調査の調査期間終了時から第一報公表までの日数である。 
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資料11 一般統計調査の承認一覧 

（平成27年度） 

実施府省 一般統計調査の名称 最終承認年月日 

内閣府 特定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査 平成27年６月25日 

 地方公共団体消費状況等調査 平成27年７月10日 

 高齢者の生活と意識に関する国際比較調査 平成27年８月27日 

 企業行動に関するアンケート調査（試験調査） 平成27年９月16日 

 若者の生活に関する調査 平成27年10月13日 

 高齢者の経済・生活環境に関する調査 平成28年３月30日 

総務省 平成27年国勢調査事後調査 平成27年５月13日 

 就業希望の把握に関する準備調査 平成27年７月21日 

 国際比較プログラムに関する小売物価調査 平成27年７月30日 

 通信利用動向調査 平成27年12月９日 

 家計調査 試験調査（家計の収支に関する基礎調査） 平成28年１月14日 

 国際比較プログラムに関する小売物価調査 平成28年１月27日 

 産業連関構造調査（通信・放送業等投入調査） 平成28年３月23日 

財務省 たばこ関連産業の実態等に関する調査 平成28年３月29日 

文部科学省 全国イノベーション調査 平成27年５月21日 

 体育・スポーツ施設現況調査 平成27年５月29日 

 民間企業の研究活動に関する調査 平成27年６月15日 

 学校における教育の情報化の実態等に関する調査 平成28年１月13日 

厚生労働省 医療経済実態調査 平成27年４月27日 

 中国残留邦人等実態調査 平成27年５月21日 

 就労条件総合調査 平成27年６月15日 

 乳幼児栄養調査 平成27年６月24日 

 国民健康・栄養調査 平成27年７月２日 

 原子爆弾被爆者実態調査 平成27年７月16日 

 介護給付費等実態調査 平成27年７月21日 

 労働経済動向調査 平成27年７月27日 

 21世紀出生児縦断調査 平成27年８月11日 

 転職者実態調査 平成27年８月20日 
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実施府省 一般統計調査の名称 最終承認年月日 

 雇用均等基本調査 平成27年８月24日 

 能力開発基本調査 平成27年９月８日 

 労働安全衛生調査 平成27年９月16日 

 地域児童福祉事業等調査 平成27年10月８日 

 障害福祉サービス等従事者処遇状況等調査 平成27年10月８日 

 介護事業実態調査 平成27年10月27日 

 民間人材ビジネス実態把握調査 平成27年12月25日 

 公務員及び私学教職員に関する厚生年金保険適用給付状況調査 平成28年１月８日 

 社会保障・人口問題基本調査 平成28年２月４日 

 社会保障・人口問題基本調査 平成28年２月16日 

 衛生行政報告例 平成28年２月19日 

 21世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調査） 平成28年２月23日 

 介護サービス施設・事業所調査 平成28年３月16日 

 社会福祉施設等調査 平成28年３月16日 

 公的年金加入状況等調査 平成28年３月18日 

 労使関係総合調査 平成28年３月29日 

農林水産省 食品ロス統計調査（外食調査） 平成27年４月３日 

 漁業経営調査 平成27年８月19日 

 農業構造動態調査 平成27年８月24日 

 新規就農者調査 平成27年８月24日 

 畜産物流通調査 平成27年９月11日 

 青果物卸売市場調査 平成27年10月14日 

 食品ロス統計調査（外食調査） 平成27年10月23日 

 生産者の米穀在庫等調査 平成27年12月９日 

 集落営農実態調査 平成27年12月９日 

 木質バイオマスエネルギー利用動向調査 平成28年２月25日 

 特定作物統計調査 平成28年３月30日 

経済産業省 産業連関構造調査（鉱工業投入調査） 平成27年７月９日 

 エネルギー消費統計調査 平成28年２月４日 
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実施府省 一般統計調査の名称 最終承認年月日 

 中小企業実態基本調査 平成28年３月15日 

国土交通省 国際航空旅客動態調査 平成27年７月23日 

 自動車輸送統計予備的調査 平成27年８月６日 

 大都市交通センサス 平成27年８月７日 

 全国都市交通特性調査 平成27年８月21日 

 航空旅客動態調査 平成27年９月18日 

 近畿圏物資流動調査 平成27年10月１日 

 幹線旅客流動実態調査 平成27年10月９日 

 建築物リフォーム・リニューアル調査 平成27年11月18日 

 自動車燃料消費量調査 平成28年１月13日 

環境省 水銀大気排出実態調査 平成27年７月17日 

 大気汚染物質排出量総合調査 平成27年８月25日 

 環境にやさしい企業行動調査 平成27年９月25日 

 動物愛護管理基本指針フォローアップ等検討調査 平成28年１月12日 

 
食品廃棄物等の発生抑制及び再生利用の促進の取組に係る実態

調査 
平成28年２月４日 

 エコツーリズムガイド等の国内実態調査 平成28年２月５日 

人事院 民間企業の勤務条件制度等調査 平成27年９月２日 

総務省・ 

経済産業省 
情報通信業基本調査 平成28年３月３日 

注１）本表は、法第19条又は第21条の規定に基づき平成27年度に総務大臣に申請され、27年度中に承認された一般統計調査の

承認状況についてまとめたものである。 

注２）周期的に行われる調査については、調査名に「平成○年」を付して申請されている場合についても、平成○年」を除い

た名称で掲載している。 
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資料 12 一般統計調査の年度別承認件数 

 

    （平成 23～27年度） 

府省名 
平成 

27年度 
平成 

26年度 
平成 

25年度 
平成 

24年度 
平成 

23年度 

内閣府 6 4 5 5 4 

総務省 8(1) 8(1) 6 8(1) 3 

法務省 0 0 0 0 1 

財務省 1 0 1 0 1 

文部科学省 4 1 4 3(1) 1 

厚生労働省 26 24 28 22(1) 28 

農林水産省 11 5 6 9 7 

経済産業省 4(1) 9(1) 9 9(1) 4 

国土交通省 9 8 9 11 6 

環境省 6 1 1 4 3 

人事院 1 3 3 3 1 

合計 75(1) 63(1) 72 72(2) 59 
注１）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、承認した統計調査件数の内数。

共管調査は、共管の府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の承認件数を単純合計しても、合計に

は一致しない。 

注２）平成26年度以降は、複数回承認されている場合それぞれ１件と計上している。 
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資料13 一般統計調査の結果の公表までの期間 

 

一般統計調査（経常調査）結果の公表までの平均期間 （平成27年度） 

府省名 
公表を行った件数 

（件） 
公表までの平均期間 

（日） 

内閣府 9(1) 62 

総務省 5(1) 69 

財務省 4(1) 200 

文部科学省 11(1) 200 

厚生労働省 35(1) 179 

農林水産省 26(1) 84 

経済産業省 26(2) 73 

国土交通省 19 119 

環境省 2 273 

人事院 2 178 

合計/全体平均 135(4) <144(4)> 125 <135> 

注１）公表までの平均期間は、各調査の調査期間終了時から第一報公表までの日数の平均である。 

注２）１つの一般統計調査において、月次調査・年次調査がある場合など、公表までの期間が複数種類あ

る場合、最も短い公表までの期間によって平均期間の計算を行っている。 

注３）（ ）内の数値は共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の数であり、公表を行った一般統計調

査の結果の件数の内数。共管調査は、共管の府省にそれぞれ１件と計上しているため、各府省の公表

を行った一般統計調査の結果の件数を単純合計しても、合計には一致しない。 

注４）表中< >内は、平成26年度における実績。 
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一般統計調査（周期調査等）の結果の公表までの期間 （平成27年度） 

府省名 一般統計調査の名称 
調査の 
周期 

公表までの期間 
（今回調査） 

公表までの期間 
（前回調査） 

前回調査 
との差 

総務省 全国単身世帯収支実態調査 ５年 
228日 

（H27.７公表） 

222日 

（H22.７公表） 
＋６日 

文部科学省 子供の学習費調査 ２年 
224日 

(H27．12公表) 

240日 

(H26．１公表) 
－16日 

厚生労働省 

介護事業実態調査 ３年 
121日 

（H28.３公表） 

67日 

（H26.３公表） 
＋54日 

社会保障・人口問題基礎調査 ５年 
400日 

（H27.９公表） 

497日 

（H22.12公表） 
－97日 

労働安全衛生調査 ５年 
301日 

（H27.９公表） 

259日 

（H19.９公表） 
＋42日 

地域児童福祉事業所等調査 ３年 
382日 

（H27.12公表） 

371日 

（H25.３公表） 
＋11日 

医師・歯科医師・薬剤師調査 ２年 
292日 

（H27.12公表） 

292日 

（H25.12公表） 
０日 

無医地区等調査 ５年 
441日 

（H28.３公表） 

301日 

（H22.10公表） 
＋140日 

無歯科医地区等調査 ５年 
441日 

（H28.３公表） 

301日 

（H22.10公表） 
＋140日 

受療行動調査 ３年 
284日 

（H27.９公表） 

286日 

（H24.９公表） 
－２日 

雇用の構造に関する実態調査 ５年 
339日 

（H27.11公表） 

272日 

（H23.８公表） 
＋67日 

医療経済実態調査 ２年 
29日 

（H27.11公表） 

67日 

（H25.11公表） 
－38日 

障害福祉サービス等従事者処

遇状況等調査 
３年 

121日 

（H28.３公表） 

135日 

（H26.３公表） 
－14日 

公的年金加入状況調査 ３年 
764日 

（H27.12公表） 

504日 

（H24.５公表） 
＋260日 

国民年金被保険者実態調査 ３年 
269日 

（H27.12公表） 

261日 

（H24.12公表） 
＋８日 

国土交通省 

建設資材・労働力需要実態調

査 
２年 

434日 

（H27.１公表） 

231日 

（H25.７公表） 
＋203日 

住生活総合調査 ５年 
468日 

（H27.４公表） 

378日 

（H21.12公表） 
＋90日 

空家実態調査 ５年 
290日 

（H27.11公表） 

112日 

（H21.６公表） 
＋178日 

バルク貨物流動調査 ５年 
213日 

（H27.９公表） 

199日 

（H22.９公表） 
＋14日 

注１）公表までの期間は、各調査の調査期間終了時から第一報公表までの日数である。 

注２）一般統計調査(周期調査)のうち、調査の周期が１回限りとなっている調査及び行政記録情報等と組み合わせて結果表章を行

っている調査（国際比較プログラムに関する小売物価調査）については、記載していない。 

98



資料14 都道府県別統計調査の届出件数、実施件数、中止件数 

 （平成27年度） 

 
都道府県名 

届出件数 調査 
実施 
件数 

調査 
中止 
件数 

 
都道府県名 

届出件数 調査 
実施 
件数 

調査 
中止 
件数 新規 変更 新規 変更 

北海道 
青森県 
岩手県 
宮城県 
秋田県 
山形県 
福島県 
茨城県 
栃木県 
群馬県 
埼玉県 
千葉県 
東京都 
神奈川県 
新潟県 
富山県 
石川県 
福井県 
山梨県 
長野県 
岐阜県 
静岡県 
愛知県 
三重県 

 
3 
 
2 
1 
 
 
2 
4 
1 
4 
2 
8 
1 
 
 
 
3 
1 
6 
1 
3 
7 
2 

 
3 
3 
3 
 
 
 
2 
1 
1 
4 
4 
7 
4 
3 
0 
1 
1 
3 
3 
1 
3 
7 
1 

1 
14 
5 
8 
5 
12 
16 
10 
12 
3 
14 
20 
42 
13 
20 
2 
11 
12 
9 
13 
7 
16 
18 
11 

 
 
 
 
 
 
 
 
1 

滋賀県 
京都府 
大阪府 
兵庫県 
奈良県 
和歌山県 
鳥取県 
島根県 
岡山県 
広島県 
山口県 
徳島県 
香川県 
愛媛県 
高知県 
福岡県 
佐賀県 
長崎県 
熊本県 
大分県 
宮崎県 
鹿児島県 
沖縄県 

1 
 
7 
3 
5 
1 
4 
1 
2 
1 
 
 
2 
1 
3 
2 
2 
2 
0 
0 
2 
0 
2 

3 
1 
7 
 
5 
1 
4 
 
 
3 
1 
 
 
2 
4 
1 
1 
1 
1 
 

14 
3 
13 
3 
12 
2 
15 
6 
6 
6 
7 
3 
6 
7 
14 
7 
6 
2 
- 
5 
11 
9 
10 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
- 

合計 92 91 463 1 

注１）調査の中止は総務大臣への届出の対象となっていないため、中止件数は届出件数の外数である。 

注２）「調査実施件数」及び「調査中止件数」は、平成28年熊本地震により施行状況の報告が困難と判断した

熊本県を除いている。 

 

 

 

資料15 指定都市別統計調査の届出件数、実施件数、中止件数 

（平成27年度） 

指定都市名 
届出件数 調査 

実施 
件数 

調査 
中止 
件数 

指定都市名 
届出件数 調査 

実施 
件数 

調査 
中止 
件数 新規 変更 新規 変更 

札幌市 
仙台市 
さいたま市 
千葉市 
横浜市 
川崎市 
相模原市 
新潟市 
静岡市 
浜松市 
名古屋市 

 
 
 
 
3 
 
 
 
 
 
 

2 
 
 
 
 
1 
 
1 
 
 
 

1 
1 
 
 
3 
2 
1 
2 
 
 
1 

 
1 

京都市 
大阪市 
堺市 
神戸市 
岡山市 
広島市 
北九州市 
福岡市 
熊本市 

 
3 
 
 
 
 
12 
4 
1 
 

 
 
1 
5 
 
1 
4 
1 
 

 
1 
1 
7 
 
2 
19 
5 
- 

 
 
 
 
 
 
 
 
- 

合計 23 16 46 1 

注１）調査の中止は総務大臣への届出の対象となっていないため、中止件数は届出件数の外数である。 

注２）「調査実施件数」及び「調査中止件数」は、平成28年熊本地震により施行状況の報告が困難と判断した

熊本市を除いている。 
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統計の作成等 名簿作成

内閣府 5 5 0

企業行動に関するアンケート調査 3 3

消費動向調査 2 2

総務省 54 53 1

科学技術研究調査（※） 3 3

家計調査（※） 5 5

経済センサス‐基礎調査（※） 5 4 1

経済センサス‐活動調査（※） 5 5

小売物価統計調査（※） 1 1

国勢調査（※） 8 8

個人企業経済調査（※） 2 2

サービス産業動向調査 3 3

事業所・企業統計調査（※） 1 1

社会生活基本調査（※） 5 5

就業構造基本調査（※） 1 1

住宅・土地統計調査（※） 4 4

全国消費実態調査（※） 6 6

労働力調査（※） 5 5

財務省 7 6 1

法人企業統計調査（※） 7 6 1

文部科学省 85 77 8

学校基本調査（※） 68 60 8

学校教員統計調査（※） 9 9

児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査 3 3

社会教育調査（※） 4 4

体育・スポーツ施設現況調査 1 1

厚生労働省 180 163 17

医療施設調査（※） 29 22 7

患者調査（※） 16 16 0

国民生活基礎調査（※） 18 18 0

人口動態調査（※） 14 13 1

賃金構造基本統計調査（※） 15 15 0

毎月勤労統計調査（※） 1 1 0

医師・歯科医師・薬剤師調査 3 3 0

介護給付費等実態調査 10 10 0

介護サービス施設・事業所調査 8 3 5

国民健康・栄養調査 1 1 0

雇用均等基本調査 3 3 0

雇用動向調査 1 1 0

雇用の構造に関する実態調査 3 3 0

社会医療診療行為別調査 13 13 0

社会福祉施設等調査 7 4 3

社会保障・人口問題基本調査 10 10 0

就労条件総合調査 2 2 0

受療行動調査 1 1 0

中高年者縦断調査 2 2 0

賃金引上げ等の実態に関する調査 1 1 0

21世紀出生児縦断調査 1 1 0

病院報告 7 7 0

福祉行政報告例 7 7 0

平成24年福島県患者調査 1 1 0

労使関係総合調査 1 0 1

労働安全衛生特別調査 3 3 0

労働経済動向調査 2 2 0

資料16　　法第32条の規定に基づく調査票情報の二次利用（実績）（平成27年度）

区分 利用件数
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統計の作成等 名簿作成
区分 利用件数

農林水産省 74 62 12

漁業センサス（※） 10 5 5

集落営農実態調査 7 7

新規就農者調査 1 1

農業経営統計調査（※） 13 13

農業構造動態調査 1 1

農業物価統計調査 1 1

農林業センサス（※） 34 27 7

木材流通構造調査 1 1

６次産業化総合調査 6 6

経済産業省 139 124 15

エネルギー消費統計調査 1 1

海外事業活動基本調査 13 13

外資系企業動向調査 5 5

企業活動基本調査（※） 35 31 4

経済産業省生産動態統計調査（※） 12 10 2

経済産業省特定業種石油等消費統計調査（※） 6 5 1

経済センサス-活動調査（※） 19 18 1

工業統計調査（※） 19 13 6

商業統計調査（※） 6 5 1

商業動態統計調査（※） 9 9

情報処理実態調査 1 1

特定サービス産業実態調査 2 2

知的財産活動調査 5 5

中小企業実態基本調査 5 5

鉄鋼生産内訳月報 1 1

国土交通省 45 43 2

京阪神都市圏物資流動調査 1 1

建設工事統計調査（建設工事施工統計調査）（※） 4 2 2

建築着工統計調査（※） 2 2

建築物リフォーム・リニューアル調査 2 2

港湾調査（※） 1 1

国際航空旅客動態統計調査 1 1

自動車輸送統計調査（※） 1 1

住生活総合調査 1 1

住宅市場動向調査 1 1

宿泊旅行統計調査 3 3

全国貨物純流動調査 5 5

全国都市交通特性調査 1 1

中京都市圏パーソントリップ調査 1 1

東京都市圏パーソントリップ調査 2 2

東京都市圏物資流動調査 1 1

内航船舶輸送統計調査（※） 1 1

パーソントリップ調査 4 4

法人土地・建物基本調査（※） 1 1

訪日外国人消費動向調査 10 10

旅行・観光消費動向調査 2 2

環境省 2 2 0

水質汚濁物質排出量総合調査 1 1

大気汚染物質排出量総合調査 1 1

（国の行政機関）小　計 591 535 56

日本銀行 5 5 0

全国企業短期経済観測調査 3 3

企業物価調査 1 1

企業向けサービス価格調査 1 1

合　計 596 540 56

    　

注１） 平成27年度に利用を開始したものの件数であり、26年度以前から継続して利用しているものは含まない。 

注２） 調査名の末尾に「（※）」を付した統計調査は、基幹統計調査であることを示す。また、統廃合された統計調査を含んだ件数 
   となっている。 
注３） １件の申請で複数の利用目的に該当するものについては、利用目的ごとに件数を計上している。 
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統計の作
成等

名簿作成 公的機関
（１号）

調査研究
（２号）

特別な事由
（３号）

内閣府 1 1 0 3 0 3 0
企業行動に関するアンケート調査 1 1 0 0 0 0 0
消費動向調査 0 0 0 1 0 1 0
青少年のインターネット利用環境実態調査 0 0 0 1 0 1 0
民間非営利団体実態調査 0 0 0 1 0 1 0

総務省 420 310 110 43 0 43 0
科学技術研究調査（※） 9 9 0 1 0 1 0
家計調査（※） 7 7 0 3 0 3 0
経済センサス‐基礎調査（※） 71 50 21 2 0 2 0
経済センサス‐活動調査（※） 128 40 88 4 0 4 0
小売物価統計調査（※） 34 34 0 0 0 0 0
国勢調査（※） 64 64 0 4 0 4 0
事業所・企業統計調査（※） 8 7 1 3 0 3 0
社会生活基本調査（※） 1 1 0 3 0 3 0
就業構造基本調査（※） 9 9 0 12 0 12 0
住宅・土地統計調査（※） 64 64 0 1 0 1 0
全国消費実態調査（※） 10 10 0 3 0 3 0
全国物価統計調査（※） 2 2 0 0 0 0 0
労働力調査（※） 12 12 0 5 0 5 0
サービス産業動向調査 1 1 0 0 0 0 0
貯蓄動向調査 0 0 0 1 0 1 0
労働力調査特別調査 0 0 0 1 0 1 0

財務省 9 8 1 8 3 5 0
法人企業統計調査（※） 9 8 1 8 3 5 0

文部科学省 251 250 1 2 0 2 0
学校基本調査（※） 239 239 0 1 0 1 0
学校教員統計調査（※） 1 1 0 0 0 0 0
学校保健統計調査（※） 3 2 1 1 0 1 0
社会教育調査（※） 2 2 0 0 0 0 0
体力・運動能力調査 5 5 0 0 0 0 0
地方教育費調査 1 1 0 0 0 0 0

厚生労働省 1,262 1,257 5 184 5 178 1
医療施設調査（※） 55 55 0 12 0 12 0
患者調査（※） 19 19 0 8 0 8 0
国民生活基礎調査（※） 10 8 2 23 0 23 0
人口動態調査（※） 844 843 1 46 5 40 1
賃金構造基本統計調査（※） 42 42 0 8 0 8 0
薬事工業生産動態統計調査（※） 38 38 0 0 0 0 0
21世紀出生児縦断調査 2 2 0 9 0 9 0
21世紀成年者縦断調査 0 0 0 7 0 7 0
医師・歯科医師・薬剤師調査 48 48 0 10 0 10 0
介護給付費実態調査 0 0 0 5 0 5 0
介護サービス施設・事業所調査 17 17 0 8 0 8 0
国民健康・栄養調査 26 26 0 14 0 14 0
雇用動向調査 1 1 0 2 0 2 0
雇用の構造に関する実態調査 4 4 0 0 0 0 0
社会医療診療行為別調査 0 0 0 5 0 5 0
社会福祉施設等調査 34 34 0 0 0 0 0
社会保障・人口問題基本調査 2 2 0 0 0 0 0
就労条件総合調査 1 1 0 1 0 1 0
受療行動調査 0 0 0 4 0 4 0
地域保健・健康増進事業報告 21 21 0 0 0 0 0
中高年者縦断調査 2 2 0 9 0 9 0
病院報告 48 48 0 10 0 10 0
平成24年福島県患者調査 0 0 0 1 0 1 0
労使関係総合調査 47 45 2 1 0 1 0
労働者健康状況調査 1 1 0 1 0 1 0

農林水産省 32 31 1 2 1 1 0
海面漁業生産統計調査（※） 1 1 0 0 0 0 0
牛乳乳製品統計調査（※） 4 4 0 0 0 0 0
漁業センサス（※） 3 3 0 0 0 0 0
農業経営統計調査（※） 3 3 0 1 1 0 0
農林業センサス（※） 6 5 1 0 0 0 0
木材統計調査（※） 5 5 0 0 0 0 0
集落営農実態調査 1 1 0 1 0 1 0
水産物流通調査 4 4 0 0 0 0 0
畜産物流通統計調査 2 2 0 0 0 0 0
内水面漁業生産統計調査 3 3 0 0 0 0 0

区分 33条第１号 33条第２号

資料17　法第33条の規定に基づく調査票情報の提供（実績）（平成27年度）
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統計の作
成等

名簿作成 公的機関
（１号）

調査研究
（２号）

特別な事由
（３号）

区分 33条第１号 33条第２号

経済産業省 400 385 15 18 1 17 0
ガス事業生産動態統計調査（※） 2 1 1 0 0 0 0
経済産業省企業活動基本調査（※） 14 14 0 7 0 7 0
経済産業省生産動態統計調査（※） 11 10 1 0 0 0 0
経済産業省特定業種石油等消費統計調査（※） 3 3 0 0 0 0 0
経済センサス‐活動調査（※） 63 62 1 4 0 4 0
工業統計調査（※） 189 180 9 3 0 3 0
商業統計調査（※） 66 64 2 1 0 1 0
商業動態統計調査（※） 12 12 0 0 0 0 0
石油製品需給動態統計調査（※） 1 0 1 0 0 0 0
特定サービス産業実態調査（※） 3 3 0 0 0 0 0
エネルギー消費統計調査 1 1 0 0 0 0 0
海外現地法人四半期調査 1 1 0 0 0 0 0
海外事業活動基本調査 7 7 0 2 0 2 0
工場立地動向調査 18 18 0 0 0 0 0
中小企業実態基本調査 2 2 0 0 0 0 0
特定サービス産業動態統計調査 3 3 0 0 0 0 0
平成23年産業連関構造調査（鉱工業投入調査） 1 1 0 1 1 0 0
非鉄金属海外鉱等受入調査 1 1 0 0 0 0 0
非鉄金属等需給動態統計調査 2 2 0 0 0 0 0

国土交通省 206 206 0 7 0 5 2
建築着工統計調査（※） 14 14 0 0 0 0 0
造船造機統計調査（※） 6 6 0 0 0 0 0
法人土地・建物基本調査（※） 2 2 0 0 0 0 0
京阪神都市圏物資流動調査 4 4 0 1 0 0 1
建設副産物実態調査 3 3 0 0 0 0 0
航空旅客動態調査 6 6 0 1 0 1 0
国際航空旅客動態調査 6 6 0 1 0 1 0
国際航空貨物動態調査 1 1 0 0 0 0 0
自動車燃料消費量調査 2 2 0 0 0 0 0
住生活総合調査 46 46 0 0 0 0 0
住宅市場動向調査 1 1 0 1 0 1 0
宿泊旅行統計調査 33 33 0 0 0 0 0
全国貨物純流動調査 7 7 0 0 0 0 0
全国都市交通特性調査 7 7 0 0 0 0 0
東京都市圏パーソントリップ調査 8 8 0 1 0 1 0
中京都市圏パーソントリップ調査 5 5 0 0 0 0 0
京阪神都市圏パーソントリップ調査 9 9 0 0 0 0 0
パーソントリップ調査 26 26 0 2 0 1 1
大都市交通センサス 6 6 0 0 0 0 0
訪日外国人消費動向調査 12 12 0 0 0 0 0
旅行・観光消費動向調査 2 2 0 0 0 0 0

環境省 4 4 0 0 0 0 0
大気汚染物質排出量総合調査 2 2 0 0 0 0 0
水質汚濁物質排出量総合調査 2 2 0 0 0 0 0

合　計 2,585 2,452 133 267 10 254 3
（参考）　内訳（提供先）

国 154 142 12 0 0 0 0
地方公共団体 2,271 2,156 115 0 0 0 0
大学 53 53 0 214 3 210 1
独立行政法人等その他 107 101 6 53 7 44 2

注１） 平成27年度中に利用を開始したものの件数であり、26年度以前から継続して利用しているものは含まない。 

注２） 区分欄の統計調査名の末尾に「（※）」を付した統計調査は、基幹統計調査であることを示す。また、統廃合された統計調査を 

       含んだ件数となっている。 

注３） 提供先の属性（国、地方公共団体、大学、独立行政法人等その他の別）について、国立大学法人は、「大学」に含まれる。 

        また、機関に所属する者が個人として統計法第33条第２号の規定に基づき調査票情報の提供を受ける場合も、所属する機関 

   の分類に含めている。 

注４） １件の申請で複数の利用目的に該当するものについては、利用目的ごとに件数を計上している。 

103



資料 18 「調査票情報の二次利用及び提供」の活用事例 

（平成 27年度） 

  

 

 平成 27年度における調査票情報の二次利用の件数は、98調査に係る 596件となっている。 

また、国の行政機関が、公的機関へ調査票情報を提供した件数（法第 33条第１号に該当するも

の）は、94 調査に係る 2,585件（提供先別の内訳は、国：154 件、地方公共団体：2,271件、大学：

53 件、独立行政法人等その他：107 件）となっており、公的機関が行う統計の作成等と同等の公

益性を有する統計の作成等を行う者への提供件数（法第 33条第２号に該当するもの）は、53調査

に係る 267 件（提供先別の内訳は、大学：214件、独立行政法人等その他：53件）となっている。 

具体的な利用目的等の例は表のとおりであり、各種政策の立案等に係る基礎資料へ活用されて

いる。具体的には、①白書や年次報告書等の作成のために用いる場合、②審議会等で利用する資

料作成のために用いる場合、③国政・地方行政の各種基本計画等の作成に用いる場合、④統計調

査等のために用いる場合（統計調査の名簿作成及びプレプリント、調査手法や推計方法等の検討、

加工統計（国民経済計算、県民経済計算等）の作成等）などに分類できる。 

 

 

 

（備考）１ 提供先別の内訳について、機関に所属する者が法第 33 条第２号の規定に基づき調査票情報の提

供を受ける場合も、所属する機関の分類に含めて整理している。 

２ 利用目的（研究テーマ）は研究者にとっての秘密に該当する可能性があるため、法第 33 条第２

号に該当するものは具体例として挙げていない。 

３ オーダーメード集計及び匿名データを利用した研究事例については、（独）統計センターＨＰを

参照。 

 （http://www.nstac.go.jp/services/jisseki.html） 

４ 政令で定める地方公共団体（平成 28 年３月末現在で、47 都道府県及び 20 指定都市）が実施し

た統計調査に係る調査票情報については、当該地方公共団体の条例の規定に基づき二次利用等が行

われている。なお、オーダーメード集計及び匿名データに関する規定を定めている地方公共団体も

少数みられるが、これまでのところ利用実績は無い。 

 

 

  

104

http://www.nstac.go.jp/services/jisseki.html


表 「調査票情報の二次利用及び提供」の具体例   （平成 27年度） 

（所管府省） 
統計調査名 

提供先 
（注１） 

調査票情報の利用目的 

類型 
（注２） 

概要 

（内閣府）    

企業行動に関する
アンケート調査 

－ 

白書 

審議会 

その他 

企業の経済成長の見込みと賃上げの関係性について分析し、平成 28
年度経済財政報告や経済財政諮問会議、マンスリートピックの基礎資
料とする。 

（総務省）    

国勢調査 － 統計調査 ○○調査の調査区域となる調査区の境界確認のため。 

全国消費実態調査 － 基本計画 
第Ⅱ期「公的統計の整備に関する基本的な計画」に基づき、「一般用
ミクロデータ（仮称）」を作成するための統計表を作成する。 

経済センサス-活動
調査 

地方 

公共団体 
統計調査 

○○調査の調査対象名簿を作成するため。 

就業構造基本調査 大学 その他 
研究の一環として、若年・壮年者の雇用（就業形態・賃金）に関す

る分析を行う。 

住宅・土地統計調査 
地方 

公共団体 
基本計画 

平成 25年住生活総合調査（国交省へ 33条申請）と平成 25 年住宅・
土地統計調査の都道府県分についてリンケージ集計を行い、都道府県
住生活基本計画の見直しを行うための基礎資料を得る。 

労働力調査 
厚生 

労働省 
その他 

労働力需給のミスマッチ解消のため、詳細な実態把握を図る基礎資
料として活用する。 

（財務省）    

法人企業統計調査 
経済 

産業省 
白書 

「2016年度版中小企業白書」作成のため、企業の業種別、従業員規
模別の財務項目を時系列に集計し、財務項目の業種別、従業員規模別
格差等について考察する。 

（文部科学省）    

学校基本調査 － その他 
公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の集計資料を作成

し、今後の学級編制及び教職員定数の在り方に関する検討を行う。 

学校教員統計調査 － 統計調査 
中等教育学校の教員免許制度について改善の検討を行うにあたっ

て、訪問調査先の選定の際の参考とする。 

学校基本調査 
地方 

公共団体 
白書 

自都道府県又は自指定都市ごとの調査結果の公表のための統計の作
成 

体力・運動能力調査 
地方 

公共団体 
その他 

全国で実施された体力・運動能力調査の結果と県の調査結果を比較
し、今後の体育・スポーツ活動の指導と行政上の基礎資料として把握
する。 

（厚生労働省）    

医療施設調査 － 審議会 診療報酬改定に向けた議論を行う際の資料として活用。 

国民生活基礎調査 － その他 
世代ごとの世帯１人当たり平均所得金額に対する患者負担額の割合

を求めるための基礎資料とする。 

人口動態調査 
独立行政

法人 
その他 

総死亡、循環器死亡などの原死因別に関連のある因子について研究
することを目的とし、国民の健康維持・増進に役立てるための基礎資
料を得る。 

人口動態調査 
地方 

公共団体 
その他 

保健医療行政に必要な情報を得るため 

医師・歯科医師・薬
剤師調査 

地方 

公共団体 
その他 

医師不足地域における診療所等の医師の高齢化が問題視されてお
り、地域医療構想調整会議等において将来の医療提供体制を検討する
ための基礎資料とするため。 

賃金構造基本統計
調査 

地方 

公共団体 
その他 

県人事委員会が、地方公務員法に規定する趣旨に基づき、同県職員
の給与制度を検討する基礎資料として、県内の民間賃金の実態を把握
するために使用する。 
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（所管府省） 
統計調査名 

提供先 
（注１） 

調査票情報の利用目的 

類型 
（注２） 

概要 

（農林水産省）    

農業経営統計調査 － その他 
農業構造の現状を分析し、担い手対策の基礎資料とするため、農業

所得階層別の推計戸数(万分比)を算出する。 

農林業センサス － 白書 

「平成 27年度食料・農業・農村白書」の作成に当たり、基幹的農業
従事者の年齢構成、常雇いの数、組織形態別の法人経営体数、出荷先
の推移等のデータを作成。 

牛乳乳製品統計調
査 

地方 

公共団体 
統計調査 

県鉱工業生産・出荷指数の作成に利用する。 

（経済産業省）    

経済産業省企業活
動基本調査 

－ 白書 

我が国の輸出入と国内外の事業活動について、地域の特性とともに
分析し、通商白書の掲載資料とするため、企業活動基本調査の調査票
情報を利用する。 

経済センサス‐活
動調査、商業統計調
査、特定サービス産
業実態調査 

－ その他 

商業統計調査、経済センサス-活動調査並びに特定サービス産業実態
調査の調査票情報を利用して、時系列で地域の事業所数等のデータの
分析を行うとともにその地図化を通じて、各地域の産業集積状況の変
化等を把握する。さらに、こうした変化と地域経済の状況や産業イン
フラの整備状況及び地域内外の立地企業の特性等との関連性等を分析
することにより、その変化の要因等を明らかにし、今後の産業立地政
策のあり方を検討する。 

経済産業省企業活
動基本調査 

大学 その他 
研究目的を遂行するため、企業活動基本調査の個票データを利用し

て日本の製造業の生産性成長を推定する等の分析を行う。 

工業統計調査 内閣府 統計調査 

「国民経済計算」の年次推計の一環として、①財貨・サービスの供
給と需要表、②経済活動別国内総生産・要素所得表、③経済活動別財
貨・サービスの産出表を作成する。 

商業統計調査 
地方 

公共団体 
基本計画 

中心市街地活性化基本計画を策定するにあたり、中心市街地の事業
所数、従業員数、販売額、売場面積等商業関連基礎統計の状況・推移
を把握するため。 

（国土交通省）    

訪日外国人消費動
向調査 

－ その他 
地方創生に資する観光施策を実施するにあたって、都道府県別の観

光入込客数、観光消費額をより高い精度で推計することを目的とする。 

建築着工統計調査 復興庁 その他 

今後の復興計画の策定や、住宅を再建する被災者の支援策を検討す
るために、震災以降の１㎡あたりの工事費の予定額の推移を統計処理
し把握するために用いる。 

住生活総合調査 
地方 

公共団体 
その他 

県住生活基本計画の見直しに向けた現計画の進捗状況の把握や新た
な目標の設定に向けた検討を行うための基礎資料とする。 

パーソントリップ
調査 

地方 

公共団体 
その他 

新設道路の必要性、整備効果を検討するにあたり、、詳細な現状分析
を踏まえて課題抽出及び対応策検討を行う基礎資料とする。 

（環境省）    

水質汚濁物質排出
量総合調査 

独立行政

法人 
その他 

東日本太平洋沿岸部（宮城県、山形県、福島県、茨城県のうち太平
洋の集水域に該当する地域）における、水質汚濁物質の発生負荷量に
係る基礎統計データの作成のため。 

（注）１ 提供先が統計調査の所管府省と同一の場合（調査票情報の二次利用の場合）は、「－」としている。 

   ２ ・白書：白書や年次報告書等の作成のために用いる場合 

・審議会:審議会等で利用する資料作成のために用いる場合 

・基本計画：国政・地方行政の各種基本計画等の作成に用いる場合 

・統計調査：統計調査等のために用いる場合（統計調査の名簿作成及びプレプリント、調査手法や推計方法等

の検討、加工統計（国民経済計算、県民経済計算等）の作成等） 

・その他：上記以外 

（複数に該当する場合もあるが、本表では主なもののみを記載） 
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（１）オーダーメード集計の利用可能な統計調査

統計調査名 提供対象 統計調査数
年次単位の

提供数
統計調査数

年次単位の
提供数

統計調査数
年次単位の

提供数
統計調査数

年次単位の
提供数

統計調査数
年次単位の

提供数
統計調査数

年次単位の
提供数

3 12 3 16 3 19 3 22 3 29 3 32
法人企業景気予測調査
（財務省と共管）

平成16年４－６月期
  ～27年7－9月期 1 6 1 7 1 8 1 9 1 11 1 12

企業行動に関するアンケート調査 平成18年度～平成26年度 1 3 1 5 1 6 1 7 1 8 1 9

消費動向調査 平成16年度～平成26年度 1 3 1 4 1 5 1 6 1 10 1 11

8 36 8 52 8 74 8 94 8 110 8 115
国勢調査

昭和55年、60年、平成２年、７
年、12年、17年、22年 1 4 1 4 1 4 1 6 1 7 1 7

労働力調査
昭和55年１月～平成26年12月
（月次調査） 1 20 1 22 1 23 1 33 1 34 1 35

家計消費状況調査
平成14年１月～平成26年12月
（月次調査） 1 2 1 9 1 10 1 11 1 12 1 13

住宅・土地統計調査
昭和53年、58年、63年、平成５
年、10年、15年、20年、25年 1 2 1 4 1 4 1 5 1 7 1 8

就業構造基本調査
昭和54年、57年、62年、平成４
年、９年、14年、19年、24年 1 2 1 4 1 4 1 6 1 8 1 8

社会生活基本調査
昭和56年、61年、平成３年、８
年、13年、18年、23年 1 1 1 4 1 4 1 7 1 7 1 7

家計調査
昭和56年１月～平成26年12月
（月次調査） 1 4 1 4 1 23 1 24 1 33 1 34

全国消費実態調査 平成11年、16年、21年 1 1 1 1 1 2 1 2 1 2 1 3
2 33 2 35 2 37 2 39 2 42 2 44

法人企業景気予測調査
（内閣府と共管）

平成16年４－６月期
  ～27年7－9月期 1 6 1 7 1 8 1 9 1 11 1 12

年次別法人企業統計調査 昭和58年度～平成26年度 1 27 1 28 1 29 1 30 1 31 1 32

1 2 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7
学校基本調査 平成20年度～26年度 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7

3 4 5 9 5 14 5 17 5 22 5 25
賃金構造基本統計調査 平成18年～26年 1 2 1 3 1 6 1 7 1 8 1 9

人口動態調査（出生票、死亡票） 平成19年～24年 1 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6

毎月勤労統計調査（特別調査） 平成21年～26年 1 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6

医療施設（静態）調査 平成20年、23年 0 0 1 1 1 1 1 1 1 2 1 2

患者調査 平成20年、23年 0 0 1 1 1 1 1 1 1 2 1 2

3 5 3 6 4 7 5 15 5 19 5 23
農林業センサス 平成17年、22年 1 1 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2

漁業センサス 平成15年、20年、25年 1 2 1 2 1 2 1 2 1 2 1 3

海面漁業生産統計調査 平成19～26年 1 2 1 2 1 2 1 5 1 7 1 8
木材統計調査（製材月別統計調
査）

平成23～26年 0 0 0 0 1 1 1 2 1 3 1 4

農業経営統計調査 平成20～25年 0 0 0 0 0 0 1 4 1 5 1 6

0 0 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7
経済産業省企業活動基本調査

平成20年度調査～26年度調査
（19年度実績～25年度実績） 0 0 1 3 1 4 1 5 1 6 1 7

1 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6
建築着工統計調査

平成21年4月～平成27年3月
（月次調査） 1 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6

20 87 23 119 24 154 25 192 25 228 25 247

1 6 1 7 1 8 1 10 1 11 1 12
短観（全国企業短期経済観測調
査）

平成16年3月調査から平成27年
12月調査までの各調査回 1 6 1 7 1 8 1 10 1 11 1 12

21 93 24 126 25 162 26 202 26 239 26 259

（２）　匿名データの利用可能な統計調査

統計調査名 提供対象 統計調査数
年次単位の

提供数
統計調査数

年次単位の
提供数

統計調査数
年次単位の

提供数
統計調査数

年次単位の
提供数

統計調査数
年次単位の

提供数
統計調査数

年次単位の
提供数

4 13 5 33 5 34 6 37 6 38 6 39
全国消費実態調査 平成元年、６年、11年、16年 1 4 1 4 1 4 1 4 1 4 1 4

社会生活基本調査 平成３年、８年、13年、18年 1 3 1 4 1 4 1 4 1 4 1 4

就業構造基本調査 平成４年、９年、14年 1 3 1 3 1 3 1 3 1 3 1 3

住宅・土地統計調査 平成５年、10年、15年 1 3 1 3 1 3 1 3 1 3 1 3

労働力調査
平成元年１月～平成23年12月
（月次調査） 0 0 1 19 1 20 1 21 1 22 1 23

国勢調査 平成12年、17年 0 0 0 0 0 0 1 2 1 2 1 2

0 0 1 1 1 2 1 3 1 3 1 4
国民生活基礎調査 平成13年、16年、19年、22年 0 0 1 1 1 2 1 3 1 3 1 4

4 13 6 34 6 36 7 40 7 41 7 43

資料19　オーダーメード集計及び匿名データの利用可能な統計調査

農林水産省

経済産業省

平成25年度

内閣府

府省名
平成22年度 平成23年度 平成24年度

府省名
平成22年度 平成23年度

平成27年度

注）共管調査（複数の府省が共同で行う調査）については、共管の府省にそれぞれ計上しているため、各府省ごとの件数と合計は一致しない。

平成24年度 平成27年度

厚生労働省

合計

平成26年度

平成26年度平成25年度

国土交通省

（国の行政機関）小計

日本銀行

合計

総務省

財務省

文部科学省

厚生労働省

総務省
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（１）オーダーメード集計の提供実績

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 累　計

　　　（小計） 1 0 1 1 0 1 4

法人企業景気予測調査（財務省と共管） 1 0 0 0 0 0 1

企業行動に関するアンケート調査 0 0 0 0 0 0 0

消費動向調査 0 0 1 1 0 1 3

　　　（小計） 9 9 16 9 22 20 85

国勢調査 8 2 8 5 9 7 39

労働力調査 1 0 3 0 0 0 4

家計消費状況調査 0 0 0 0 0 0 0

住宅・土地統計調査 0 4 3 2 3 3 15

就業構造基本調査 0 0 1 2 6 3 12

社会生活基本調査 0 1 0 0 3 1 5

家計調査 0 1 1 0 1 5 8

全国消費実態調査 0 1 1 0 0 1 3

　　　（小計） 1 0 0 0 0 0 1

法人企業景気予測調査（内閣府と共管） 1 0 0 0 0 0 1

年次別法人企業統計調査 0 0 0 0 0 0 0

　　　（小計） 1 0 0 0 0 0 1

学校基本調査 1 0 0 0 0 0 1

　　　（小計） 0 1 3 3 4 1 12

賃金構造基本統計調査 0 0 1 2 2 0 5

人口動態調査 0 1 1 0 1 1 4

毎月勤労統計調査（特別調査） 0 0 0 0 0 0 0

医療施設（静態）調査 0 0 0 0 0 0

患者調査 0 1 1 1 0 3

　　　（小計） 0 0 0 0 0 0 0

農林業センサス 0 0 0 0 0 0 0

漁業センサス 0 0 0 0 0 0 0

海面漁業生産統計調査 0 0 0 0 0 0 0

木材統計調査（製材月別統計調査） 0 0 0 0 0

農業経営統計調査 0 0 0 0

　　　（小計） 0 0 0 0 0 0 0

経済産業省企業活動基本調査 0 0 0 0 0 0

　　　（小計） 1 0 0 0 2 0 3

建築着工統計調査 1 0 0 0 2 0 3

12 10 19 13 28 22 104

　　　（小計） 0 0 0 0 1 0 1

短観（全国企業短期経済観測調査） 0 0 0 0 1 0 1

12 10 19 13 29 22 105

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 累　計

合　計 12 10 21 13 29 22 107

（参考）統計調査ごとに計上した場合の提供件数の合計

提供件数　（統計調査ごとに計上した場合）

農林水産省

（国の行政機関）小　計

日本銀行

合　計

資料20　オーダーメード集計及び匿名データの提供（実績）

内閣府

総務省

提供件数
統計調査名府省名

文部科学省

財務省

厚生労働省

経済産業省

国土交通省

 利用目的は、平成25年度の住宅・土地統計調査に係る１件の利用が高等教育目的であり、その他の利用は全て学術研究目的である。 

 平成22年度については、共管調査（複数の府省が共同で行う調査）の提供実績が１件（法人企業景気予測調査（内閣府及び財務省））あり、共管の府省にそれぞれ計上しているため、各府

省の小計欄の合計と合計欄の数字は一致しない。     

 平成24年度については、１件の提供で複数の統計調査に係るオーダーメード集計の提供を行ったもの（国勢調査（総務省）、労働力調査（総務省）及び賃金構造基本統計調査（厚生労働

省））がある。このため、１）総務省の各統計調査の提供件数の合計と小計欄の数字は一致せず、２）各府省の小計欄の合計と合計欄の数字は一致しない。 

注１） 
注２） 
 
注３） 
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（２）匿名データの提供実績

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 累　計

　　　（小計） 38 31 27 33 33 30 192

学術研究目的 36 28 24 30 32 26 176

高等教育目的 2 3 3 3 1 4 16

（参考）統計調査ごとに計上した
　　　　場合の小計 42 36 30 39 41 38 226

学術研究目的 40 31 26 33 40 33 203

高等教育目的 2 5 4 6 1 5 23

全国消費実態調査 17 12 13 8 14 9 73

学術研究目的 17 10 11 7 14 8 67

高等教育目的 0 2 2 1 0 1 6

社会生活基本調査 9 16 11 10 13 11 70

学術研究目的 9 15 11 9 13 10 67

高等教育目的 0 1 0 1 0 1 3

就業構造基本調査 10 7 5 15 6 10 53

学術研究目的 8 6 3 12 5 8 42

高等教育目的 2 1 2 3 1 2 11

住宅・土地統計調査 6 1 1 3 2 2 15

学術研究目的 6 0 1 3 2 1 13

高等教育目的 0 1 0 0 0 1 2

労働力調査 0 0 2 2 5 9

学術研究目的 0 0 1 2 5 8

高等教育目的 0 0 1 0 0 1

国勢調査 1 4 1 6

学術研究目的 1 4 1 6

高等教育目的 0 0 0 0

　　　（小計） 2 5 8 4 9 28

学術研究目的 2 5 7 4 8 26
高等教育目的 0 0 1 0 1 2

国民生活基礎調査 2 5 8 4 9 28

学術研究目的 2 5 7 4 8 26

高等教育目的 0 0 1 0 1 2

38 33 32 41 37 39 220

学術研究目的 36 30 29 37 36 34 202

高等教育目的 2 3 3 4 1 5 18

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 累　計

合　計 42 38 35 47 45 47 254
学術研究目的 40 33 31 40 44 41 229

高等教育目的 2 5 4 7 1 6 25

提供件数　（統計調査ごとに計上した場合）

（参考）統計調査ごとに計上した場合の提供件数の合計

注）　１件の提供で複数の統計調査に係る匿名データの提供を行ったものがあるため、総務省の各統計調査の提供件数の合計と小計欄の数字は一致しない。

総務省

厚生労働省

統計調査名

合　計

府省名
提供件数
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資料21 統計委員会委員名簿 

 

（平成 27年４月１日～27 年５月 27 日） 

委員長 

委員長代理 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西村 淸彦 

北村 行伸 

川﨑  茂 

黒澤 昌子 

西郷  浩 

白波瀬 佐和子 

津谷 典子 

中村 洋一 

中山 弘子 

野呂 順一 

廣松  毅 

前田 栄治 

東京大学大学院経済学研究科教授 

一橋大学経済研究所教授 

日本大学経済学部教授 

政策研究大学院大学教授 

早稲田大学政治経済学術院教授 

東京大学大学院人文社会系研究科教授 

慶應義塾大学経済学部教授 

法政大学理工学部教授 

前新宿区長 

株式会社ニッセイ基礎研究所代表取締役社長 

情報セキュリティ大学院大学情報セキュリティ研究科教授 

日本銀行調査統計局長 

注）役職は平成27年１月29日時点 

（平成 27年５月 28日～27 年 10 月 13日） 

委員長 

委員長代理 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西村 淸彦 

北村 行伸 

川﨑  茂 

黒澤 昌子 

西郷  浩 

白波瀬 佐和子 

津谷 典子 

中村 洋一 

中山 弘子 

野呂 順一 

廣松  毅 

前田 栄治 

宮川 努 

東京大学大学院経済学研究科教授 

一橋大学経済研究所教授 

日本大学経済学部教授 

政策研究大学院大学教授 

早稲田大学政治経済学術院教授 

東京大学大学院人文社会系研究科教授 

慶應義塾大学経済学部教授 

法政大学理工学部教授 

前新宿区長 

株式会社ニッセイ基礎研究所代表取締役社長 

情報セキュリティ大学院大学情報セキュリティ研究科教授 

日本銀行調査統計局長 

学習院大学経済学部教授 

注）役職は平成27年５月28日時点 
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（平成 27年 10月 14 日～28年３月 31日） 

委員長 

委員長代理 

委員 

西村 淸彦 

北村 行伸 

河井 啓希 

川﨑  茂 

清原 慶子 

西郷  浩 

嶋﨑 尚子 

白波瀬 佐和子 

関根 敏隆 

永瀬 伸子 

中村 洋一 

野呂 順一 

宮川 努 

東京大学大学院経済学研究科教授 

一橋大学経済研究所教授 

慶應義塾大学経済学部教授 

日本大学経済学部教授 

三鷹市長 

早稲田大学政治経済学術院教授 

早稲田大学文学学術院教授 

東京大学大学院人文社会系研究科教授 

日本銀行調査統計局長 

お茶の水女子大学基幹研究院人間科学系教授 

法政大学理工学部教授 

株式会社ニッセイ基礎研究所代表取締役社長 

学習院大学経済学部教授 

注）役職は平成28年３月31日時点 

 

 

資料22 統計委員会臨時委員名簿 

 

部会名 委員名 

平成28年３月31日現在臨時委員は任命されていない 
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資料23 統計委員会専門委員名簿 

 

（平成 27年４月１日～28 年３月 31 日） 

部会名 委員名 

国民経済計算 

部会 
該当する専門委員なし 

人口・社会統計

部会 

新井 陽子 

安藤 福光 

齋藤  博 

松原 由美 

水野谷 武志 

板橋区教育支援センター所長 

兵庫教育大学大学院学校教育研究科准教授 

国立がん研究センターがん予防・検診研究センター検診研究部部長 

明治安田生活福祉研究所医療・福祉政策研究部長 

北海学園大学経済学部教授 

産業統計部会 藤田 直哉 一般社団法人日本衛生材料工業連合会専務理事 

サ ー ビ ス 統

計・企業統計部

会 

岩下 真理 

野辺地 勉 

森 まり子 

渡辺 努 

ＳＭＢＣフレンド証券投資情報部チーフマーケットエコノミスト  

太陽有限責任監査法人パートナー 

東京商工会議所中小企業部担当部長 

東京大学大学院経済学研究科・経済学部教授 

統計基準部会 該当する専門委員なし 

匿名データ部

会 

川口 大司 

南  和宏 

村田 磨理子 

一橋大学大学院経済学研究科教授 

統計数理研究所モデリング研究系准教授 

公益財団法人統計情報研究開発センター主任研究員 

注１）平成 27 年度中（平成 27 年４月１日～28 年３月 31 日）に開催された部会に属する委

員を記載。 

注２）役職は、指名時点。 

注３）基本計画部会については、統計委員会専門委員は任命された実績はない。 
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資料24 統計委員会開催状況（第86回～第96回） 

 

回数 開催年月日 審議事項 

第86回 平成27年４月23日 ・部会の審議状況について 

第87回 平成27年５月28日 ・統計委員会委員の発令等について 

・諮問第79号「経済産業省生産動態統計調査の変更について」 

・統計委員会専門委員の発令等について 

・部会の審議状況について 

第88回 平成27年６月25日 ・平成26年度統計法の施行状況について 

・諮問第78号の答申「経済センサス‐活動調査の変更につい

て」 

・諮問第79号の答申「経済産業省生産動態統計調査の変更につ

いて」 

・諮問第80号「小売物価統計調査の変更について」 

・統計委員会専門委員の発令等について 

第89回 平成27年７月23日 ・部会の審議状況について 

第90回 平成27年８月27日 ・部会の審議状況について 

第91回 平成27年９月17日 ・平成26年度統計法施行状況に関する審議結果報告書（第Ⅱ期

基本計画関連分）について 

・諮問第80号の答申「小売物価統計調査の変更について」 

第92回 平成27年10月26日 ・統計委員会委員の発令について 

・委員長の互選、委員長代理、部会長の指名等について 

・諮問第81号「社会生活基本調査の変更について」 

・諮問第82号「国民生活基礎調査の変更について」 

・諮問第83号「工業統計調査の変更について」 

・統計委員会専門委員の発令等について 

第93回 平成27年12月11日 ・経済統計の改善に向けて 

・諮問第84号「学校基本調査の変更について」 

・諮問第85号「学校教員統計調査の変更について」 

・諮問第86号「商業動態統計調査の変更について」 

・統計委員会専門委員の発令等について 

・部会の審議状況について 

第94回 平成28年１月21日 ・諮問第81号の答申「社会生活基本調査の変更について」 

・諮問第82号の答申「国民生活基礎調査の変更について」 

・諮問第83号の答申「工業統計調査の変更について」 

・部会の審議状況について 

第95回 平成28年２月16日 ・諮問第84号の答申「学校基本調査の変更について」 

・諮問第85号の答申「学校教員統計調査の変更について」 

・諮問第86号の答申「商業動態統計調査の変更について」 

第96回 平成28年３月22日 ・平成26年度統計法施行状況に関する審議結果（未諮問基幹統

計確認関連分）について 

・諮問第87号「就業構造基本調査に係る匿名データの作成につ

いて」 

・統計委員会専門委員の発令等について 
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資料 25 統計委員会が軽微な事項と認めるもの 

 

「統計委員会が軽微な事項と認めるもの」の取扱いについて 

平 成 ２ １ 年 ３ 月 ９ 日 

統 計 委 員 会 決 定 

 

１（１） 統計法（平成19年法律第53号）第９条第４項における「統計委員会が軽微な事項と認

めるもの」とは、例えば、次に掲げるような場合を指すものとする。 

① 他の法令の制定又は改廃、制度の改正、統計基準の変更等に伴い当然必要とされる事項

の変更 

② 市町村の配置分合等地域の名称の変更に伴う調査地域の変更 

③ ローテーション調査における調査対象又は調査事項の周期的（定期的）変更 

④ 特例的に設定された調査期日を通常の調査期日に戻す変更 

⑤ 調査方法又は集計方法の変更のうち、調査内容や集計内容に与える影響が大きくないも

の 

⑥ 集計結果の公表方法及び公表期日について、統計利用者の利便に資する観点から行う  

変更 

⑦ 災害の発生に伴う調査地域からの除外又は調査の延期 

⑧ 実質的な内容変更を伴わない調査要綱（申請事項）の表現ぶりや調査票様式の変更 

⑨ 統計委員会の答申での指摘事項（具体的な措置内容が明確となっているものに限る。）

に従った変更 

 

（２） 上記の例示によっては軽微な事項かどうか判断しがたい場合は、委員長及び関係す

る部会の長が、軽微な事項か否かを判断するものとする。 

 

２ 軽微な事項に該当すると判断された申請案件については、当該申請案件の処理後、委員会が

総務省政策統括官（統計基準担当）から処理結果の報告を受けるものとする。 

 

附 則 

１ この決定は、平成２１年４月１日から施行する。 

２ 平成１９年１０月５日付け統計委員会決定「「統計委員会が軽微な事項と認めるもの」の取

扱いについて」はこの決定の施行をもって廃止する。 
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資料26 国連アジア太平洋統計研修所  1970年からの研修事業参加者数
2016年3月末現在

国／地域 合計 東京ベース事業 研修所外事業 遠隔学習事業
合計 (133) 15,514 3,813 10,385 1,316

ESCAP 域内国 (58) 15,149 3,515 10,355 1,279
アフガニスタン 1 166 57 102 7
アルメニア 1 61 15 39 7
米領サモア 1 9 0 9 0
オーストラリア 1 27 3 24 0
アゼルバイジャン 1 34 19 15 0
バングラデシュ 1 561 1,783 314 64
ブータン 1 255 68 178 9
ブルネイ 1 205 15 187 3
カンボジア 1 415 98 298 19
中華人民共和国 1 769 154 591 24
クック諸島 1 92 28 64 0
北朝鮮 1 98 0 98 0
ミクロネシア連邦 1 85 29 48 8
フィジー 1 288 75 199 14
ジョージア 1 35 15 17 3
グアム 1 35 0 35 0
香港 1 240 89 141 10
インド 1 492 180 215 97
インドネシア 1 674 194 408 72
イラン 1 531 119 340 72
日本 1 108 61 46 1
カザフスタン 1 59 28 23 8
キリバス 1 153 23 126 4
キルギス 1 37 19 15 3
ラオス 1 474 93 315 66
マカオ 1 148 6 121 21
マレーシア 1 630 166 419 45
モルディブ 1 556 71 470 15
マーシャル諸島 1 98 14 83 1
モンゴル 1 623 119 399 105
ミャンマー 1 648 110 410 128
ナウル 1 11 6 5 0
ネパール 1 690 123 552 15
ニューカレドニア 1 28 1 27 0
ニュージーランド 1 14 0 12 2
ニウエ 1 47 7 39 1
北マリアナ諸島 1 2 0 2 0
パキスタン 1 589 141 424 20
パラオ 1 9 4 4 1
パプアニューギニア 1 290 65 223 2
フィリピン 1 984 202 702 80
大韓民国 1 402 105 292 5
ロシア 1 20 3 16 1
サモア 1 172 61 99 11
シンガポール 1 118 48 45 25
ソロモン諸島 1 126 26 87 13
スリランカ 1 805 173 583 49
タジキスタン 1 85 31 51 3
タイ 1 893 192 604 97
東ティモール 1 157 22 128 7
トンガ 1 122 43 74 5
太平洋諸島信託統治領 1 40 8 33 0
トルコ 1 49 14 12 23
トルクメニスタン 1 9 6 3 0
ツバル 1 54 11 41 2
ウズベキスタン 1 66 28 8 30
バヌアツ 1 108 26 78 4
ベトナム 1 653 114 462 77

ESCAP 域外国 (75) 365 298 30 37
アルバニア 1 2 2 0 0
アルジェリア 1 1 1 0 0
アルゼンチン 1 1 1 0 0
バルバドス 1 1 1 0 0
ベリーズ 1 2 2 0 0
ベナン 1 1 1 0 0
ボリビア 1 4 4 0 0
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国／地域 合計 東京ベース事業 研修所外事業 遠隔学習事業
ボスニア・ヘルツェゴビナ 1 2 2 0 0
ボツワナ 1 2 2 0 0
ブラジル 1 7 6 1 0
ブルガリア 1 2 2 0 0
カメルーン 1 9 9 0 0
コロンビア 1 1 1 0 0
コモロ 1 1 1 0 0
コートジボワール 1 1 1 0 0
キューバ 1 3 3 0 0
チェコ共和国 1 1 1 0 0
ジブチ 1 1 1 0 0
ドミニカ国 1 2 2 0 0
ドミニカ共和国 1 1 1 0 0
エクアドル 1 2 2 0 0
エジプト 1 12 10 0 0
エチオピア 1 13 13 0 0
赤道ギニア 1 1 1 0 0
フランス 1 9 0 9 0
ドイツ 1 1 0 1 0
ガーナ 1 23 14 0 9
グァテマラ 1 5 5 0 0
ホンジュラス 1 4 4 0 0
イラク 1 20 20 0 0
イタリア 1 1 1 0 0
ジャマイカ 1 4 4 0 0
ケニア 1 6 6 0 0
コソボ 1 4 4 0 0
ラトビア 1 1 1 0 0
レバノン 1 1 1 0 0
レソト 1 9 9 0 0
ルクセンブルグ 1 2 0 2 0
マダガスカル 1 1 1 0 0
マラウイ 1 5 5 0 0
モーリタニア 1 1 1 0 0
モーリシャス 1 1 1 0 0
モルドバ 1 3 3 0 0
モザンビーク 1 10 4 0 6
ニジェール 1 2 2 0 0
ノルウェー 1 1 0 1 0
ナイジェリア 1 18 18 0 0
オマーン 1 10 10 0 0
パレスチナ 1 14 14 0 0
パナマ 1 2 2 0 0
パラグアイ 1 2 2 0 0
ペルー 1 6 6 0 0
ルーマニア 1 3 3 0 0
ルワンダ 1 9 9 0 0
セントルシア 1 2 1 1 0
セントビンセント及びグレナディーン諸島 1 3 3 0 0
サントメ・プリンシペ 1 1 0 1 0
サウジアラビア 1 2 2 0 0
セネガル 1 4 4 0 0
セルビア 1 1 1 0 0
セーシェル 1 1 1 0 0
スロバキア 1 1 1 0 0
南スーダン 1 4 2 0 0
スーダン 1 3 3 0 0
スワジランド 1 8 8 0 0
スイス 1 3 0 3 0
シリア 1 18 8 0 10
タンザニア 1 30 25 0 5
ウガンダ 1 1 1 0 0
ウクライナ 1 2 2 0 0
ウルグアイ 1 1 1 0 0
米国 1 18 0 11 7
イエメン 1 1 1 0 0
ザンビア 1 8 8 0 0
ジンバブエ 1 2 2 0 0
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資料 27 政府統計の総合窓口（e-Stat）について 

 

 

 “e-Stat”とは、政府が作成・公表する統計（Statistics）に関する幅広い

分野の統計調査結果を、インターネット上で提供している総合窓口（ポータル

サイト）です。 

 知りたい統計データを探すための検索機能をはじめ、グラフ形式で見ること

や、地図上への統計データの表示もできるなど、日常生活、学習、ビジネス、

研究などに政府統計を活用する上で便利な様々な機能が備わっているサイトで

す。 

 これらの機能に、平成 26年 10月に、利用者のシステムが統計データを自動

的にダウンロードできるようにする API機能の追加を、27年 1月に、統計 GIS

にユーザ保有のデータを取り込む機能等を有する、「地図による小地域分析

（jSTAT MAP）」の機能追加を行いました。 
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資料 28 政府統計共同利用システムについて 

 

 

  

政府は、国民にとって便利で使いやすい統計データの提供や各府省等の統計

情報システムの集約を図るため、平成 20年４月から、総務省を中心に全府省が

参画して新たな「政府統計共同利用システム」をスタートさせました。 

 このシステムは、各府省等の統計データの公表や統計調査の企画立案、オン

ライン調査の実施などに役立つ様々な機能を備えており、インターネットを通

じて各府省等の統計がつながり、国民にとって政府統計がより身近なものとし

て役立つことが期待されています。政府統計共同利用システムの主な機能とし

ては、（１）国民や企業など統計の利用者が、インターネット経由で統計の公表

予定時期や公表結果を調べたり、地図や図表で統計を見たりすることができる

「政府統計の総合窓口（e-Stat）」、（２）各府省等のオンライン調査を行う「政

府統計オンライン調査総合窓口」があります。このほかにも各府省等が事業所

や企業を調査する場合に、調査対象者を抽出する際などに利用する「事業所母

集団データベース」などがあります。 
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